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序 文

昭和50年8月1日 社 団法人 日本 トンネル技術協会 と して誕生 して,は や20年 を迎えた。 これ

も一重 に協会設立趣 旨,目 的に賛同 して頂 いた会員各位 の ご支援 とご協力 の賜物であ る。

この間 トンネル技術の進歩 は,め ざ ま しく,山 岳 トンネル工法 の標準工法 は矢板 工法か ら

NATM工 法へ,都 市 トンネル工法 は,開 放型 シール ドか ら密閉型へ と移行 した。

このよ うな中で 当協会で は,各 種事業 を展 開 して きた。 山岳 トンネルの標準工法(NATM)

で は,支 保 の合理的なあ り方,計 測 の役割 ・目的,な どをは じめ周辺及 び作業環境 ・労働災害

防止に配慮 した安全 ・施工技術 を,都 市 トンネルの標準工法(密 閉型の シール ド)で は,都 市

部の地下水 を伴 う軟弱地盤 と輻較化す る地下 を安全 に施工す るための安全施工技術,そ のほか,

トンネルの契約積算方式,保 守管理技術等 々を国内外情報を も取 り入 れ各種調査研究 を実施 し

た。 また,技 術情報 の広報 として,各 種調査研 究の成果品 であ る図書資料 の実費頒布 や会誌

(ト ンネル と地下)へ 掲載 とともに各種講習会 ・発表会 ・現場研修会 などの催物を通 じて会員

各位に広 く技術情報を提供 してきた。 さ らに,国 際 トンネル協会 においては,日 本の代表機関

と して各種活動(理 事会 ・総会 ・作業部会 ・国際会議 ・シンポジウム)に 参加 し国際間の トン

ネルに係 る技術検討を行 うと共 に海外調査団 を編成 し工事現場を視察す るなど国際交流 に努め

た。

本 あゆみは,設 立以来の経過を簡略化 して取 りまとめた ものであ るが,今 後 とも関係各位の

益 々の ご助力 ご支援を賜 りますようお願 い したい。
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1.協 会 の 設 立

1)　OECDの 勧告(資 料1.　 OECDト ンネル勧告会議 の結論 と勧告)

1970年6月 ワシン トンで開催 されたOECD(経 済協力開発機構)ト ンネル諮 問会議 にお

いて採択された勧告が当協会設立の大 きな動機 とな っている。その要 旨は,次 の5項 目であ

る。

①各国政府 は,地 下利用の調査 と建設技術の改良を促進す るため国家 レベルの中心機関を

設置すること。

②各都市地域毎に単一磯 関によ り地下利用計画を策定 し運用す るよ う各国政府が適切 な措

置を とること。

③公共投資の策定 にあたって は,地 上地下 の利用効果を十分考慮す ること。

④各国 は,地 下利用技術の開発 と地下利用 の促進措置を図 ること。

⑤各国の中心機関は,緊 密な連携 をとり国際協力を図 ること。

また 日本では,1969年2月OECD研 究協力委員会都市開発運輸研究 グル ープが勧告会議

開催を決定 したため,そ の準備のため運輸 建設両省関係者連絡会を設置 し,土 木学会 に対

し実務処理を依頼 した。土木学会は,1973年7月,こ の勧告に対処す るため新 たな組織の設

置を両省 に対 し要請 した。

2)国 際 トンネル協会及び 日本 トンネル協会の設立

OECD勧 告 を受けた各国は,そ の主 旨に沿 って準備を進めていたが,1974年4月29日 オ

スローにおいて国際 トンネル協会の設立総会が,ま た,同 年4月28日 わが国は 日本 トンネル

協会を設立 し,同 年9月 国際 トンネル協会の加 盟国代表機関 と して登録 された。

3)社 団法人 日本 トンネル技術協会の設立

任意団体,日 本 トンネル協会 は,篠 原武司会 長の もと日本鉄道建設業協会 において処理 し

ていた事務局業務を1974年9月 に引継 ぎ,事 業 の組織化 と積極的活動を図 るため1975年5月

社団法人設立総会を開催 して運輸 建設両大臣あて公益法人の設立許可を 申請 し協議 を重ね

た。同年8月1日 許可を受 け,日 本 トンネル協会の財産及 びその他 の権利業務 を継承 して同

日社団法人 日本 トンネル技術協会を設立 した。設立申請 にあた り添付 した設 立の事 由は,次

頁の とお りである。

4)定 款

当協会の定款 は,4頁 のとお りである。



《社圃法人 トンネル技術協会設立趣意書>

我 が 国 の トンネ ル は,主 と して鉄 道 道 路 等 の 交 通運 輸施 設 に お いて大 きな役 割 を果 た して い

る と こ ろで あ ります が,殊 に,国 土 の7⑪%を 占め る山地部 と近 時人 口集 中 化の 傾 向が 続 く都 市

部 にお いて,そ の使 命 は益 々大 き くな って お り ます。 また,交 通 運 輸施 設 の他,上 下 水 道,共

同溝,等 の 公 共施 設 にお いて も,ト ンネ ル施 設 に依存 す ると ころが 多 いの で あ ります 。

過 去 』⑪年 間 に お いて,我 が 国 で は,約1,60⑪ ㎞ の トンネ ルが 建設 され,約1兆 円 の投 資 が な

されて お り ます が,今 後 の1⑪年 間 に お い て は,そ の2倍 以上 の 建設 が な され る見 込 で あ ります 。

しか し,各 種 の トンネ ル掘 さ くの技 術 は,そ の 本 質的類 似 性 につ いて その総 合 統一 を行 う必

要 が あ ります 。特 に,地 盤 地 質 の 的確 な予 測 の難 しさに伴 う工事 条 件 の多 様性 と複 雑性 が 適 切

な技 術 の改 良 を 妨 げ て い た と考 え られ ます が,ト ンネル 技術 の 重要 な課題 とな って い る この地

質 予知 技 術 の 開 発 の ほ か,設 計 の 規格 化,施 工 の機 械化,施 工 速度 の 向上,熟 練 作 業 員 の確 保,

省 力化,新 工 法 の 開発,或 は契 約 方 法 の統 一 化 等 の対 策 を推 進 す る こ とが 非常 に必要 とな って

お ります 。 この こ とは,ま た,諸 外 国 に お い て も同 様 な傾 向を 示 して お ります。

日本 トンネ ル 協 会 は,こ れ らの 問 題 に 対処 す るた め,昭 和49年4月,官 民多 数 の 関 係者 の協

力参 加 を得 て 設 立 され,同 年9月 に は国 際 トンネル 協会 の加 盟 国代 表 機関 とな って トンネ ル に

関 す る内外 の 情 報 を 収集 し,諸 問 題 の 調 査研 究 を進 め る と と もに,機 関誌 の刊 行,講 演 会 の 開

催 等 に よ り,最 近 の 新技 術 の普 及 広 報 を 図 り,そ の 進歩 発展 に寄 与す るため の事 業 活動 を続 け

て まい りま した。

しか しなが ら,最 近 の社 会 情 勢 にお いて は,以 上 の事 業 に関 連 して特 に,ト ンネ ル の安 全 管

理 と公害 対 策 の推 進 を 図 る こ とが 社 会 的 要 請 で もあ り,又,緊 急 の課 題 とな って お り ます。 こ

れ に対 し,

1.ト ンネ ルの 防 災対 策 及 び合 理 的 な設 計方 法

2.ト ンネ ル工 事 に伴 う渇 水 対 策

3.ト ンネ ル工 事 に 伴 う公 害 対 策 と効 率 的工 法

4.ト ンネ ル工 事 の 安 全施 工 と環 境 保 全 対策 の指針

等 の 項 目につ いて は,関 係 官 公 庁 等 の 委 託 業 務 を含 めて 研 究 を進 め る予 定で あ ります 。 す な わ

ち,ト ンネ ル工 事 の 高 速施 工 化 等 の新 技 術 の 開発 と同時 に工 事 中の事 故 防止 に関 す る安 全施 工

対 策 及 び 騒音 振 動 等 の 公 害 防止 対 策,並 び に トンネ ル 内の 防災 対 策,中 で も地下 鉄 を 含 む鉄 道

道 路 の 長大 トンネル 内 の 火 災事 故 対 策 と して の設 備 構造 等 の改 善 対策 は,多 数 の人 命 に 係 る問

題 と して,社 会 的 に急 務 の 課題 とな って い る もので あ ります。

日本 トンネ ル協 会 は,こ の よ うな社 会 の 要 請 に対 処す るた あ,こ こに社 団 法人 日本 トンネ ル

技 術 協 会 を設 立 し,こ れ まで の事 業 を継 承 す る とと もに,更 に,一 層 これ らの公 益 的 諸 事業 の

積 極 的 推進 を図 り,も って 国土 の保 全 と公 共 の福 祉 の増 進 に寄 与 しよ う とす る もので あ りま す 。
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社団法人日本 トンネル技術協会定款

昭 和50。5。21設 立 総 会 決 議

昭 和50。6。25理 事 会 改 正 承 認

昭 和50。8。1制 定(設 立 許 可)

第1章 総 則

第2章 会 員

第3章 役 員

第4章 評議員会及び顧問

第5章 会 議

第6章 各種委員会

第7章 事務局

第8章 資産及 び会計

第9章 定款の変更及び解散

第10章 雑 則

第1章 総 則

(名 称)

第1条 この法 人 は,社 団法人 日本 トンネ ル 技 術協 会(英 文 名　JAPAN　 TUNNELLING　 ASSOCIATION

以 下 「本 会 」 とい う。)と い う。

(事 務 所)

第2条 本会 は,主 た る事 務所 を東 京 都 中央 区 に置 く。

(目 的)

第3条 本会 は,ト ンネ ルの 建設及 び維 持 管 理 に関 す る調 査 研 究 を 行 い,地 下利 用 技 術 の進 歩

向上 を 図 る こ とに よ って,国 土 の保 全 と公 共 の 福祉 の増 進 に寄 与 す るこ とを 目的 とす る。

(事 業)

第4条 本会 は,前 条 の 目的 を達成 す る た め に,次 の事 業 を行 う。

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10

トンネルの事前調査,設 計,施 工及 び維持管理に関す る総合的開発研究

トンネル工事 の安全施工及び トンネルの安全対策 に関す る研究

トンネル工事 に伴 う環境保全に関す る調査研究

トンネル工事 に使用す る機械資材 の改良開発に関する研究

トンネル工事 の請負契約の標準化 に関す る調査研究

トンネルに関す る調査研究の受託

内外情報,資 料の収集及び図書 の刊行

講演会,講 習会等の開催

トンネル技術に関する国際協力

その他本会の 目的を達成す るために必要 な事業

第2章 会 員

(会 員 の種 別)

第5条 本 会 の会 員 は,次 の とお り とす る。

(1)正 会 員 本 会 の 目的 に賛 同 して入 会 した 団 体 又 は個 人

(2)準 会 員 本 会 の事 業を 支 持 す る 目的 で 入 会 した個 人

(3)名 誉 会員 本 会 に功 労が あ った者 又 は学 識 経 験者 で総 会 にお いて推 せ ん され た 者

(入 会 の手 続)

第6条 本 会 の正 会員 及 び準 会員 にな ろ う とす る者 は,別 に定 め る入 会 申込 書 を 会長 に提 出 し,

理事 会 の承 認 を得 な けれ ば な らな い 。

(会 費)

第7条 正 会員 及 び準 会 員 は,総 会 にお い て別 に定 め る と ころ に よ り,会 費 を 納 め な けれ ば な

らな い。

(資 格 の喪 失)

第8条 会 員 は,次 の各 号 の一 に該 当 す る とき は,そ の 資格 を失 う。

(1)退 会 した と き

(2)除 名 され た と き

(3)本 会 が解 散 した と き

3



(4)死 亡 した と き

(退 会)

第9条 正 会 員 及 び準 会 員 が退 会 しよ う とす る と き は,退 会 届 を会 長 に提 出 しな けれ ば な らな

い。

(除 名)

第1⑪条 会 員 が 次 の各 号 の 一 に該 当す る と きは,総 会 の議決 によ り,除 名 す る ことが で き る。

(1)本 会 の 名誉 を汚 し,又 は信 用 を 失 うよ うな行 為が あ った とき

② 定款 又 は総 会 の決 議 に反 す る行 為 が あ った とき

(3)会 費 を1年 以 上 滞 納 した と き

(役 員)

第ll条 本 会 に,

(1)会 長

(2)副 会 長

(3)専 務 理 事

㈲ 常 務 理 事

⑤ 理 事

(6)監 事

第3章 役 員

次 の役 員 を 置 く。

1名

3名 以 内

1名

2名 以 内

35名 以 内(第1号 か ら第4号 までの役 員 を含 む。)

3名 以 内

(役 員 の 選 任)

第12条 理 事 及 び監 事 は,正 会 員(団 体 の場 合 にあ って は,そ の 代表 者)の うちか ら,総 会 に

お いて 選 任 す る。

2会 長,副 会 長,専 務理 事 及 び常務 理 事 は,理 事 の互選 とす る。

3理 事 及 び監 事 は,相 互 に兼 ね る こ とが で き な い。

(役 員 の職 務)

第13条 会 長 は,本 会 を 代 表 し,会 務 を統 括 す る。

2副 会 長 は,会 長 を 補 佐 し,会 長 に事故 が あ る と きは,あ らか じめ会 長 が定 あ た順 位 で そ の

職 務 を代 行 し,会 長 が 欠 けた と きは,そ の職 務 を行 う。

3専 務 理 事 は,会 長,副 会長 を 補 佐 して会 務 を掌 理す る。

4常 務 理 事 は,会 長,副 会長 及 び専 務理 事 を補 佐 して 常務 を処 理 す る。

5理 事 は,理 事 会 を 組 織 して会 務 を 執 行 す る。

6監 事 は,民 法 第59条 に定 め る職 務 を行 う。

(役 員 の任 期)

第14条 役 員 の任 期 は,2年 とす る。 た だ し再 任 す るこ とが で きる。

2補 欠 に よ る役 員 の任 期 は,前 任 者 の残 任 期 間 とす る。

3役 員 は,任 期 満 了 の 場 合 にお いて も,後 任 者 が 就任 す る まで は,そ の 職務 を 行 うもの とす

る。

(役 員 の解 任)

第15条 役 員 に職 務 上 の 義 務違 反,そ の 他 役員 と してふ さわ しくない行 為 が あ った と き は,総

会 の議 決 に よ り,解 任 す る ことが で き る。

(役 員 の報 酬)

第16条 役 員 は,無 給 とす る。 ただ し,常 勤 の役 員 は有 給 とす るこ とが で き る。

2常 勤 の 役員 の報 酬 は,理 事 会 の議 決 を 得 て,会 長が 定 め る。

第,1,章 評 議 員会 及び 顧 問

(評 議 員 会)

第17条 本 会 に,評 議 員 会 を 置 く。

2評 議 員会 は,評 議 員5⑪名 以 内 を もって 構 成 す る。

3平 議 員 は,理 事 会 の議 決 を得 て,会 長 が 委 嘱す る。

4平 議 員 会 は,本 会 の重 要事 項 につ いて,会 長 の諮問 に応 じ,

こ とが で き る。

又 は会長 に対 し意 見 を の べ る



5評 議 員 会 は,会 長 が必 要 と認 め た と き,会 長が これ を 招 集 す る。

6評 議 員 会 の議 長 は,評 議員 の 互選 とす る。

7評 議 員 の任期 は,2年 と し,再 任 す る こ とが で き る。

(顧 問)

第18条 本 会 に,顧 問 を置 くことが で き る。

2顧 問 は,理 事会 の 議決 を得 て,会 長 が委 嘱 す る。

3顧 問 は,本 会 の重 要 な事 項 につ い て,会 長 の諮 問 に応 じ,会 長 に対 し意 見 を の べ る こ とが

で き る。

4顧 問 の任 期 は,2年 と し,再 任 す る こ とが で き る。

第5章 会 議

(種 別)

第19条 会議 は,総 会 及 び理 事会 とす る。

2会 議 は,会 長 が招 集 す る。

3総 会 の議 長 は,そ の総会 にお いて,出 席 会 員 の うち か ら選 出す る。

4理 事 会 の議 長 は,会 長 が これ に当 た る。

(総 会)

第20条 総 会 は,正 会 員 を もって構 成 し,通 常 総 会 及 び 臨 時総 会 とす る。

リ
ム

り
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通 常 総 会 は,毎 事 業 年度 終 了後2月 以 内 に招 集 す る。

臨時 総 会 は,会 長 が 必要 と認 め た と き招集 す る。

会 長 は,正 会 員総 数 の5分 の1以 上 か ら,又 は監 事 か ら会 議 の 目的 で あ る事 項 を 示 して 臨

時総 会 開催 の請求 が あ った と きは,そ の請 求 が あ った 日か ら30日 以 内 に招 集 しな け れ ば な

らな い。

(総 会 の招 集)

第21条 総 会 の招 集 は、 会 議 の 目的で あ る事 項,日 時 及 び場 所 を示 した書 面 に よ り,開 催 日の

15日 前 ま で に正 会員 に通知 しな けれ ば な らな い。

(総 会 の議 決事 項)

第22条 総 会 は,こ の定 款 に別 に定 め る もの の ほか,次 の事 項 を議 決 す る。

(1)事 業 計 画及 び収支 予 算

(2)事 業 報告 及 び収支 決 算

(3)そ の他本 会 の運 営 に関す る重 要 事 項

(総 会 の定 足数 等)

第23条 正 会 員 は,そ れぞ れ1個 の表 決 権 を有 す る。

2総 会 は,正 会 員総 数 の 過半 数 の 出席 が な けれ ば,議 事 を 開 き議 決 す る ことが で きな い。

3総 会 の議事 は,こ の定 款 に別 に定 め る もの の ほか,出 席 した会 員 総数 の過 半数 を も って決

し,可 否 同数 の と きは,議 長 の決 す る と ころ に よ る。

(書 面表 決 等)

第24条 総 会 に 出席 で きない正 会員 は,あ らか じめ通 知 さ れ た事 項 につ いて 書 面 を も って表 決

し,又 は他 の 出席正 会 員 に表決 権 の行 使 を委 任 す る こ とが で き る。 この場 合 に は,そ の正

会 員 は出 席 した もの とみ なす 。

(議 事録)

第25条 総 会 の議 事 に つ いて は,議 事 録 を 作成 しな けれ ば な らな い。

2議 事 録 は,議 長 が作 成 し,少 な くと も次 の事 項 を 記載 し,議 長 及 び議 長 が 指 名 した 出席 正

会 員2名 以上 が これ に署 名押 印す る もの とす る。

(1)会 議 の 目的で あ る事 項,日 時及 び場 所

(2)正 会 員数 及 び出席 者 数

(3)議 事 の経 過 の 概要 及 びその結 果

3前 項 の議事 録 は,事 務 所 に備 え付 けて 置 か な けれ ば な らな い。

(理 事 会)

第26条 理 事 会 は,理 事 を も って構 成 し,会 長 が 必 要 と認 め た と き招 集す る。
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(理 事 会 の議 決 事 項)

第27条 理 事 会 は,こ の定 款 に別 に定 め る もの の ほか,次 の事項 を 議決 す る。

ω

(2)

(3)

(4)

(5)

会務 の執行に関す る事項

総会 に附議すべ き事項

総会 か ら委任 され た事項

総会を開 くい とまがな い場合 における緊急事項

その他 の重要事項

2前 項 第4号 の 議 決事 項 は,次 の総 会 にお い て承 認 を得 な けれ ばな らな い。

(規 定 の準 用)

第28条 第23条 か ら第25条 まで の 規 定 は,理 事 会 に準 用 す る。

第6章 各 種 委員 会

(各 種 委 員会)

第29条 会 長 は,本 会 の事 業 の 円 滑 な運 営 を 図 るた め,理 事 会 の議 決 を得 て,委 員 会 を 置 く。

2委 員 会 に関 す る必要 な事 項 は,理 事 会 の 議 決 を得 て,会 長 が別 に定 め る。

第1章 事 務 局

(事 務 局)

第30条 本会 に,事 務局 を置 く。

2事 務 局 に関 す る必要 な事 項 は,理 事 会 の 議 決 を得 て,会 長 が別 に定 め る。

第8章 資 産 及 び会 計

(事 業 年 度)

第31条 本 会 の事 業 年 度 は,毎 年4月1日 か ら翌年3月31Elま で とす る。

(資 産 の 構 成)

第32条 本 会 の 資産 は,会 費 及 びそ の他 の収 入 を も って構 成 す る。

(資 産 の 管 理)

第33条 本 会 の 資産 は,会 長 が 管 理 し,そ の管 理方 法 は,理 事 会 の議 決 を得 て,会 長 が 別 に定

め る。

(経 費の 支 弁)

第34条 本 会 の経 費 は,資 産 を も って支 弁 す る。

2毎 事 業 年 度 の決 算 に お いて 剰余 金が 生 じた と きは,翌 年 度 に繰 り越す もの とす る。

(予 算 及 び決算)

第35条 会 長 は,本 会 の 収支 予 算 を 作成 し,総 会 に提 出 し,そ の議 決 を得 な けれ ばな らな い。

2会 長 は,毎 事 業 年 度終 了 と と もに次 の書 類 を作 成 し,通 常 総会 開 催 の20日 前 まで に監 事 に

提 出 して,そ の監 査 を受 けな け れ ば な らな い 。

(1)

(2)

(3)

(4)

3監 事 は,こ れ を監 査 し,監 査報 告書 を作成 して 会 長 に提 出

しな けれ ば な らな い。

4会 長 は前 項 の書 類 及 び報 告 書 に つ いて,総 会 の承認 を得 た 後,こ れを 事務 所 に備 え付 けて

置か な けれ ば な らな い。

事業報告書

収支決算 に関す る書類

財産 目録

その他必要 な附属書類

第9章 定 款 の 変更 及 び解 散

(定 款 の 変 更)

第36条 この 定款 は,総 会 にお い て 出席 正 会 員総 数 の3分 の2以 上 の議 決 を得,主 務官 庁 の 認

可 を 受 け な けれ ば 変更 す る こ とが で きな い 。

(解 散 及 び残 余財 産 の処 分)

第37条 本 会 は,総 会 に お いて 出席 正 会 員 総数 の3分 の2以 上 の議 決 を得 な けれ ば 解散 す る こ



とが で きな い。

2本 会 の 解 散 に伴 う残 余 財 産 の処 分 は,総 会 の議 決 を得,か つ,主 務 官 庁 の 許 可 を受 けて,

本 会 と類 似 の 目的 を もつ 他 の団 体 に寄 附 す る もの とす る。

第10章 雑 則

(規 則)

第38条 この 定款 に定 め る もの の ほか,こ の 定 款 の 施 行 に あ た り必 要 な規 則 は,理 事 会 の議 決

を得 て,会 長 が 別 に定 め る。

附 則

1本 会 の設 立 に よ り,日 本 トンネ ル協 会 の会 員 及 び 一切 の権 利 な らび に義 務 は,本 会 が承 継

す る。

2本 会 設 立 当 初 の総 会 は,設 立 総 会 を も って これ に代 え る もの とす る。

3本 会 設 立 当 初 の役 員 は,第12条 の 規定 にか か わ らず,設 立 総 会 に お いて 選 任 され た もの と

し,そ の 任期 は第14条 の規定 にか か わ らず,昭 和52年 の通 常総 会 まで とす る。

4本 会 設 立 当初 の事 業計 画 及 び収 支 予算 は,第22条,及 び第35条 の規 定 にか か わ らず,設 立

総 会 の定 め る とこ ろに よ る。

5本 会 設 立 当初 の事 業年 度 は,第31条 の規 定 にか か わ らず,設 立 の 日に始 ま り,昭 和51年3

月31日 に終 わ る もの とす る。
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5)入 会金及び会費規程

昭 和49.

昭 和50.

昭 和51.

昭 和53.

昭 和58.

昭 和60.

昭 和62.

4.27

8.1

5.20

5.29

5。9

5。28

5.26

制 定

承 継

第2回 総会(入 会金免除)

第4回 総会(特 級会員)

第9回 総会(会 費)

第11回総会(特A級 会員)

第13回総会(会 費)

社団法人 日本 トンネル技術協会

(会 費)

第1条 会費 は,次 表 に掲げ る額 とす る。ただ し,こ の規程に拘 らず 団体会員特A級 は個人

会員9名 を,A級 は個人会員4名 を,同B級 は個人会員2名 を,同C級 は個人会員1名 を

それ ぞれ正会員 とす ることがで きる。

正会員 団体会員特級

〃 特A級

・・A級

〃B級

〃C級

〃D級

個人会員

年100万 円以上

年140万 円

年70万 円

年42万 円

年28万 円

年14万 円

年1万2千 円(月1,000円)

(入会金)

第2条 団体会員に入会す る法人又 は団体 は,入 会費5万 円を会費 とともに納付す るもの とす

る。(当 分の間免除)

(納 付)

第3条 正会員の団体会員 は毎年4月 及 び10月 に6ヶ 月分を前納す るもの とする。

正会員の個人会員及 び準会員 は,毎 年6月,又 は12月 にそれぞれ7月,又 は1月 以降1ヶ

年分を前納す る ものとす る。 ただ し,事 情 によ り分納することがで きる。



2.協 会 の 概 要

1)協 会の組織

会議

(会員)

(役員)

執行機関 諮問機関

(受託業務)

協会 の議決機関 として総会及 び理事会が あ り,総 会 にお いては,役 員の選任 ・事業計画収

支決算 ・予算な ど重要事項の議決を行い,理 事会において は,会 務の執行に関す る事項等に

っ いて議決 してい る。 また,会 長,副 会長 は,各 種委員会を活動母体 と して会務を統括 し,

事務局には専務理事,常 務理事が常勤 し,会 長及び副会長 を補佐 して会務を処理 して いる。

総会,理 事会,顧 問 ・評議員会 の実績を次頁 に,ま た,協 会設立以来の役員,顧 問,評 議

員の在任 を参考資料2に 示す。
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(1)会 議

協会 の運営上 重要 な事項 を審議す る 「総会」は,毎 年1回 事業年度経過後2ヶ 月以 内

(5月)に,ま た会務の執行 に関す る事項 を審議す る 「理事会」 は,毎 年6回 程度隔月に

開催 して いる。

① 総会開催経過

＼ 年 月 日 会 場 出席者数 委任状数 合 計 正会員数

設立総会 昭和5α521 東 京 会 館 181名 ll3名 294名 336名

第2回 昭和5L5.20 同 上 177 280 457 656

第3回 昭 和52.5.30 同 上 151 794 945 1,557

第4回 昭和53.529 東 京プリン躰 テル 169 765 934 1,660

第5回 昭 和54.5.28 東 京 会 館 184 763 947 L625

第6回 昭和55.5ユ2 東京プリン赫秘 211 650 861 1,594

第7回 昭 和56.5.28 東 京 会 館 217 802 1,019 1,688

第8回 昭和57.528 同 上 156 1,036 L192 L935

第9回 昭和5&5。9 同 上 241 Lllo L351 2,009

第1⑪ 回 昭 和59.5.31 同 上 』91 1,171 1,362 2,026

第11回 昭 和6⑪.5.28 同 上 238 Ll45 L383 2,098

第12回 昭 和61。5.26 同 上 251 1,126 1,377 2,092

第13回 昭 和62。5。26 同 上 267 L120 L387 2,⑪74

第14回 昭 和63.5.16 同 上 272 1,113 1,385 2,075

第15回 平 成 元.5.29 同 上 221 1,149 1,370 2,079

第16回 平 成2.5.21 同 上 275 969 1,244 2,047

第17回 平 成3.520 同 上 191 Lo99 1,290 2,040

第18回 平 成4.5.7 耐ヤルパー殊テル 271 1,020 1291 2,009

第19回 平 成5。5。14 同 上 218 979 1,197 1,984

第20回 平 成6.5.10 同 上 221 884 LlO5 1,934

一tO-一



② 理事会開催経過

回 年度 回数
理事

延人員

監事

臥員
合計 回 年度 回数

理事

延人員

監事

延人員
合計

1～9 50 9 259 27 286 73～79 60 7 194 16 216

10～17 51 8 226 16 242 80～84 61 5 125 12 137

18～26 52 9 245 22 267 85～90 62 6 153 17 170

27～33 53 7 199 18 217 91～95 63 5 138 11 149

34～40 54 7 205 18 223 96～101 平成元 6 156 17 173

41～46 55 6 161 18 179 102～106 2 5 141 15 156

47～53 56 7 207 19 226 107～112 3 6 161 10 171

54～59 57 6 164 18 182 113～117 4 5 148 13 161

60～66 58 7 187 20 207 118～123 5 6 153 14 167

67～72 59 6 154 16 170 124～128 6 5 143 12 155

(2)諮 問機関

顧 問,評 議員会 は,毎 年2回 開催 し会長の諮問 に応えてい る。

顧問 ・評議委員会開催経過

席

数出者

49

49

44

50

50

47

50

46

46

46

 

数回

9ム

9ム

9ム

9ム

9
ム

9ム

9ム

9ム

9ム

9ム

 

度年

元60616263成

2

3

4

5

6平

席

数出者

23

46

49

44

43

41

52

54

42

49

 

数回

-⊥

9白

9ム

9ム

9似

9ム

9
ム

9ム

9ム

9ム

 

度年

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59
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2)会 員

団体会員は,設 立当初16⑪ 社であ ったが事業 の活発化に伴 い会員数 は,逐 年増加 し,平

成7年3月 現在団体会員282社,個 人会員1,619名,名 誉会員1名 を数え るに至 った。設立

以来の会員の推移 は,以 下 に示す とお りで ある。(参 考資料6.団 体会員会社一 覧表)

会 員 の 推 移

注)S昭 和,1{:平 成 を 示 す 。

団 体 会 員 個人 正会員 名誉

年 月 準鵠 合計 備考

特級 特A級 A B C D 小計 会員 計 会員

S5⑪ 。3 ⑪ 一
33 』4 31 容2 1靡 ⑪ 16⑪ ⑪ ⑪ 1鯛 鰍韻

発足
51.3 ⑪

一
35 14 34 99 1窓2 474 656 94 1 751

52。3 ⑪ 一 35 14 34 99 195 1,362 且,557 115 1 1,673

53。3 ⑪ 一 36 B 31 123 2⑪3 1,457 1,66⑪ 114 』 1,775

54.3 3 一 34 13 3⑪ 13⑪ 21⑪ 1,415 』,625 lo8 1 1,734 特級会員

発足
55.3 3 一 34 14 30 』30 212 1,3⑭2 1,594 105 1 1,7⑪ ⑪

56。3 3 一 34 B 3⑪ 133 213 1,475 1,6認 105 1 1,794

57。3 3 一 34 14 29 137 217 1,7彊 1,935 o 』 1,936

5霧 。3 3
一

34 』5 29 』45 226 1,7霧3 2,⑪ ⑪9 ⑪ 1 2,⑪1⑪ 団体韻

会轍 訂

59。3 3 一 34 15 31 140 223 丑,窪03 2,⑪26 o 1 2,⑪27

6⑪ 。3 3 一 鍾 16 3⑪ 』45 228 1,毬7⑪ 2,⑪9霧 ⑪ 』 2,⑪99

61.3 3 19 15 17 35 』69 25⑭ 1,菖34 2,⑪92 ⑪ 』 2,⑪93 特A級

会員発足

62.3 3 19 15 17 34 亙75 263 1,8u 2,⑪7復 o 1 2,⑪75

63.3 3 21 14 B 32 B4 272 1,霧 ⑪3 2,⑪75 ⑪ 1 2,⑪76

一

H兀.3 3 25 lo 19 31 B3 2η 』,8⑪8 2,⑪79 ⑪ 1 2,080

2。3 3 25 10 2⑪ 31 192 281 1,766 2,047 ⑪ 1 2,⑪48

3。3 3 25 1⑪ 2⑪ 31 193 2⑭2 1,758 2,⑪4⑪ o 1 2,⑪41

4.3 3 25 』o 2⑪ 31 193 282 1,727 2,⑪09 ⑪ 1 2,010

5.3 3 27 9 2⑪ 3⑪ 』89 278 1,7⑪6 1,9魯4 o 1 1,985

6.3 3 2騒 9 20 30 199 279 1,655 1,934 ⑪ 1 1,935

7.3 3 2騒 9 20 3⑪ 192 282 1,619 1,9⑪1 0 1 』,9⑪2
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3、 事 業 の 概 要

事業は定款第4条 に従い,地 下利用技術の進歩向上を図 り,国 土の保全と公共の福祉の増

進に寄与することを目的とし,次 のような事業を展開している。

(1)ト ンネル工事の契約 ・積算,調 査 ・設計,施 工技術 安全環境,維 持管理,地 下利用な

どに関する調査研究

(2)ト ンネル技術に関する各種調査研究の受託

(3)内 外の情報 ・資料の収集及び図書の刊行

(4)講 演会,現 場見学会,施 工体験発表会,講 習会等の催物の開催

(5)国 際 トンネル協会などへの参加協力と技術交流

1)委 員会の組織

事業の円滑な運営を図るため理事会の議を得て下図に示すような10の常設委員会 と特別委

員会を編成 し,別 紙委員会規定の もとに活動を実施 している。(参 考資料3。 常設委員会委

員長在任一覧表)

委員会の活動は,設 立以来後頁の委員会の活動状況表にみられるとおり,協 会会員各位の

ご支援 ご協力を得て活発な活動を実施 している。

委 員 会

常設委員会 特別委員会(受 託)

運営関係 国際関係事業 調査研究事業

総務委員会 国際委員会

催物 ・図書関係事業 会誌配布事業

契約積算委員会

施工技術委員会

安全環境委員会

保守管理委員会

研究開発委員会

地下利用委員会

L事 業委員会 L会 誌委員会

*必 要に応 じ特別小委員会を設置 し受託研究 も実施する。
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各 種 委 員 会 規 程

昭和57年2月18日 第53回 理 事 会決 定

昭和58年1月7日 第63回 理 事 会 改訂

社 団 法 人 日 本 ト ン ネ ル 技 術 協 会

(総 則)

第1条 各 種 委員 会 の運 営 及 び管 理 につ い て は,定 款 に定 め る もの の ほか この規 程 の定 め る と

ころ に よ る。

(委 員 会 の種 類)

第2条 各 種 委 員会 は,常 設 委員 会 と特 別 委 員 会 とす る。

(2)常 設 委 員 会 及 び その 担 当業 務 は,次 の とお り とす る。

(運 営 関係)

1)総 務 委 員 会 本 会 の事 業 運 営 上 重 要 な事 項 及 び他 の委 員会 に属 しな い事 項 に関 す る

こ と。

2)国 際委 員 会 国 際 トンネ ル協 会,そ の 他 海外情 報交 流 に関す る こ と。

(調 査 研究 関 係)

3)契 約 積 算 委 員会 トンネ ル工 事 の 請 負 契約 及 び積算 に関 す る こ と。

4)施 工 技 術 委 員会 トンネ ル の施 工 技 術 に 関す る こ と。

5)安 全 環 境 委 員会 トンネ ル工 事 の安 全,環 境 に関 す る こ と。

6)研 究 開発 委 員会 トンネ ル技 術 に関 す る研究成 果 の活 用 に 関す る こ と。

7)保 守 管 理 委 員 会 トンネ ル の保 守 管 理 に関す る こ と。

8)地 下 利 用 委 員 会 地 下利 用 の開 発 に関 す るこ と。

(行 事 広 報 関係)

9)事 業 委 員 会 催 物 行事 及 び図 書 の 刊 行 に関す る こと。

1⑪)会 誌 委 員 会 会 誌 の 編集 方 針 に関 す るこ と。

(3)特 別 委 員会 は,受 託 業 務 に応 じて設 置す る。

(委 員 長)

第3条 委 員 長 は,理 事 会 の議 を 得 て 会長 が これ を 委嘱 す る。

② 会 長 の 指 名 を うけ た委 員 長 は,委 員会 を構 成 しその運 営 に 当た る。

(3)委 員 長 は,必 要 に応 じて 小 委 員 会,分 科 会 及 び幹事 会(以 下 小 委員 会 等 とい う。)を設 置

す る こ とがで き る。

(4)委 員 長 は,委 員 会 活動 につ いて 各年 度 の事 業 計画 と必 要 経費 の 見積 り並 び に その 事業 の

報 告 を 会長 に提 出 す る もの とす る。

(委 員会 の構 成)

第4条 委 員 会 を構 成 す る委 員 幹 事 及 び小 委 員 会 等 の長 は,委 員長 が 選 出 し,会 長 名 を も って

これ を委 嘱 す る。

た だ し,小 委員 会 等 に お いて は,そ の 長が 構 成 員 を選 出す る。

(報 酬)

第5条 委 員 会 を構 成 す る委 員 長,委 員 幹事 は,無 報酬 を もって委 員 会 活動 に従事 す る こ とを

原則 とす る。

た だ し,交 通 費等 の 経 費 は,協 会 の 規程 に よ り支給 す る。

(そ の他)

第6条 この 規 程 の運 用 に あ た り必 要 を 生 じた事 項 は,総 務 委 員会 の 議 を得 て 実施 す る もの と

す る。

以 上

注)定 款 抜 す い

第29条 会 長 は,本 会 の 事 業 の 円滑 な 運 営 を 図 るた め理 事会 の 議決 を得 て委 員 会 を置 く。

(2)委 員 会 に関 す る必要 な事 項 は,理 事 会 の議 決 を得 て会 長 が別 に定 め る。
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委 員 会 の 活 動 状 況 表
注)回 数/出 席人員,*:東 京国際会議実行委員会 を含む,特 別委員会は独立 した委託研究委員会のみを示す。

年度
委員会名

50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 平 元 2 3 4 5 6

総 務 委 員 会
10

99

9

77

7

68

8

68

7

77

13

97

10

71

10

93

10

92

13

96

9

93

8

85

9

94

9

89

9

106

11

123

8

93

5

75

3

35

5

56

国 際 委 員 会

11

120

16

181

52*

480

55*

437

12

115

21

161

15

126

10

184

8

73

13

96

34

432

11

108

11

140

12

127

12

140

15

190

25

243

15

159

28

305

36

387

契 約 委 員 会

25

281

47

370

15

142

10

81

13

88

15

135

16

138

13

104

契約積算委員会

48 65 51 48 22 19 16 20 15 21 21 19

積 算 委 員 会

32

255

44

352

59

416

33

281

22

175

20

154

33

313

22

231

369 689 631 550 200 191 148 196 160 219 193 197

施 工 技 術 委 員 会

58

491

56

544

34

386

49

571

65

818

138

1,615

102

1,104

125

1,496

施工技術委員会

104 133 105 119 113 150 154 215 149 191 179

、

131

資 材 機 械 委 員 会
16

141

33

357

22

217

13

103

13

140

12

113

15

136

12

121

1,162 1,321 1,258 1,585 1,296 1,712 1,788 2,410 2,081 2,272 2,175 1,872

安 全 環 境 委 員 会
29

291

44

302

45

501

50

510

61

679

112

988

70

516

59

555

85

682

58

580

28

299

12

128

41

398

37

446

41

449

4

60

6

74

17

173

13

175

10

100

研 究 開 発 委 員 会
2

6

8

66

2

8

17

240

10

104

11

157

24

208

27

269

19

249

28

381

23

292

16

184

19

206

7

109

7

110

8

129

8

119

l

l地 下 利 用 委 員 会
ミ

3

17

5

59

8

91

7

91

5

75

7

87

2

17

2

35

7

69

8

90

5

56

l
l

l保 守 管 理 委 員 会

1

13

176

11

168

12

179

4

41

4

32

3

22

12

159

21

241

21

258

4

38

5

54

5

49

1

会 誌 委 員 会
12

90

13

100

12

85

12

76

12

80

12

go

12

97

27

194

32

279

23

206

17

158

11

136

12

130

12

96

12

127

12

140

12

137

12

133

12

145

12

139

事 業 委 員 会

9

116

25

244

18

181

11

149

16

160

13

149

12

162

10

125

10

118

13

187

14

194

11

171

8

117

11

183

22

367

7

118

9

107

12

134

10

114

12

149

特 別 委 員 会
20

226

24

250

49

570

43

589

32

365

23

241

37

399

20

195

41

519

78

910

25

282

54

645

56

618

23

262

20

233

47

734

50

829

64

837

51

728

54

910

計

222 311 3』5 292 253 3別 339 318 365 436 330 304 309 306 316 373 302 355 338 297

4,453 4,091 4,219 4,143 4,0342,110 2,777 2,967 2,931 2,697 3,751 3,302 3,402 3,644 4,520 3,886 3,789 3,481 3,507 3,7』8

騒 …

15



2)運 営関係委員会の活動

総務委員会

総務委員会 は,総 会 ・理事会資料 をは じめ,人 事,対 外処理 収支計画,図 書実費頒布

の可否,な ど協会事業運営上の重要 な事項及 び他の委員会に属 しない事項につ いて検討 し,

処理 している。

なお,委 員会 は,必 要 に応 じ開催 されてい るが,通 常,理 事会 の前 に開催 している。

3)国 際関係事業の活動

昭和49年9月 に当協会が加盟国代表機 関と してITA(国 際 トンネル協会)に 登録 されて

以来国際委員会が窓 口と して国際技術交流活動を実施 して いる。

具体的には,ITAの 総会,シ ンポジウム,等 各種事業 に参加 協力す るとと もに作業部会

の活動 に対 しては,各 委員会 に情報提供 し対処 している。

以下 に加盟国,総 会 ・シンポジウム開催状況,現 在 の役員,作 業 部会及 び国内対応 窓口を

示す。

① 加盟国

平成7年3月 現在の加盟国は,次 の41ヶ 国であ る。

1.南 ア フ リ カ

5。 オ ー ス ト リ ア

9.中 国

13。 ア メ リ カ

17。 ハ ン ガ リ ー

21.イ タ リ ー

25。 ニュージーランド

29.ス ウ ェ ー デ ン

33。 エ ジ プ ト

37。 ク ロ ア チ ア

41.ト ル コ

2。 ドイ ツ

6。 ベ ル ギ ー

10。 コ ロ ン ビ ア

14.フ ィ ン ラ ン ド

18.イ ン ド

22。 日 本

26.オ ラ ン ダ

30。 ス イ ス

34。 モ ロ ツ コ

38。 ロ シ ア

3。 ア ル ジ ェ リ ア

7。 ブ ラ ジ ル

11.韓 国

15。 フ ラ ン ス

19。 レ ソ ト

23。 メ キ シ コ

27.ポ ー ラ ン ド

31。 ス ロ バ キ ア

35.タ イ

39。 ル ー マ ニ ア

4。 オ ー ス トラ リア

8。 カ ナ ダ

12。 スペ イ ン

16。 デ ンマ ー ク

20。 ア イ ス ラ ン ド

24。 ノル ウ ェイ

28。 イギ リス

32.ベ ネ ズ エ ラ

36.ポ ル トガル

40。 チ ェ コ共 和 国
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② 国際 トンネル協会総会及び トンネル会議の開催状況

回 年 開 催 地 同時開催 トンネル会議 のテーマ

1 』975 ミュ ンヘ ン

2 1976 ロ ン ドン トンネル施工1976

3 1977 ス トックホ ル ム 地下貯蔵(ロ ックス トア77)

4 1978 東 京 悪条件下の トンネル技術

5 』979 ア トラ ンタ 急速掘進(RETC)

6 』98⑪ ブ リュ ッセ ル 安 全

7 』981 ニ ー ス ロ ー コ ス ト

8 1982 ブラ イ トン エ ネ ル ギ ー(ト ンネ リング82)

9 1983 ワル シャ ワ 環 境

1⑪ 1984 カラカス 複雑な地質における トンネル工事

ll 1985 プラハ 都市における地下施設

12 1986 イタ リア 大規模地下空洞

』3 1987 メルボル ン TBMか 発破 か(第6回 オース1ラリア・1ン初 会 議)

14 1989 マ ドリツ ド トンネル と水

15 1989 トロ ン ト トンネル技術の進歩と革新

16 199⑪ 成 都 トンネル ・地下工事,そ の今 日及び将来

17 1991 ロ ン ドン 輸送用 トンネル(ト ンネル ング 噌1)

18 』992 アカプル コ トンネル工事の新 しい世界

19 』993 アムステルダム トンネルのための選択権利

20 1994 カイ ロ トンネル建設と地山条件

③ 役 員(H7.3現 在)

役 職 氏 名(国 名) 期 限 役 職 氏 名(国 名) 期 限

会 長 Z熾s鋤 就e軸(カ ナダ) 1995年 まで 理 事 E礪bdeB繍 樋(エ ジプD 1997年 まで

名誉会長 ん 既M磁rW⑪ ⑪d(イ 判 ス) 終 身 理 事 s禮e施 聡(イ 列ア) 』996年 まで

前会長 C.皐K』rk睡nd　 (イ判 ス) 1995年 まで 理 事 s選 翻麟 鍵 急(日 本) 1996年 まで

前副会長 J.F3鋤g駐rd　 (フランス) 1995年 齢 理 事 既 馳ddeck　 (ドイツ) 1995年 まで

副会長 R澱 ⑪bb諭s(ア メリカ) 1995年 叢で 理 事 WDeL就h鍵 冊r(ベ ルギー) 1995年 まで

副会長 鼠Serr錨 ⑪(ス ペイン) 1995年 蔽 専務理事 c3erenguier 1996年 まで



④　 ITA役 員 在任一 覧

■■ 会長

7475 76

[コ 副会長

78

一 一 理 事

ア ブ

ト リ1

ラ ユ ス

ン ツ

タ セ

ル

798081

専務理事

ブ

ラ

イ

ト
ン

8283

一一一一一一前 会 長 及 び前 副 会 長

カ プ フ

ラ ラ ィ

カ バ レ

ス ン

ツ

エ

848586 878889 90 91

ア ア

カ ム
プ ろ
ル ァ

コ ル

ダ

ム

9293 94

シ ワ ウ

ユ シ イ

ト ン1

ウ ト ン

ツガ ン

トル

ト

959697

ブ

ラ
ジ

ル

 

カ

イ

ロ

 

ロ

ン

ド

ン

 

成

都

 

ト

ロ

ン

ト

 

マ

ド

リ

ッ

ド

 

メ

ル
ボ

ル

ン

 

ワ

ル

シ

ャ

ワ

 

東

京

 

ス

ト

ッ

ク

ホ

ル

ム

77

 

ロ

ン

ド

ン

 

ユ

ン

ヘ

ン

 

オ

ス

ロ

989900備 考

英

英

スウェーデン

米

日

独

仏

ノル ウェイ

蘭

西

中

ボーランド

スイ ス

伊

ベ ル ギ ー

加

エ ジ プ ト

メキ シ コ

CeTU

チ ェ コ

オーストリー

uir　 Wood Mui'r　 Wood　 ミ身

ブラジル

Fischer

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Kirkland　 Kirkland　 Kirkland

Fischer　 Fischer
→

Lemley Lemley Lemley

 

Lucke

清 山

Robbins

尾之内

 

篠 原 篠 原 桑 原

Girnau Girnau Girnau Girnau Duddeck Duddeck　 (特) Haack

Lupiac　 Lupiac

　 　 　 　 　 Broch

　 　　 Bougard
-

　 　　 Broch

Bougard Godard

Broch Broch

Lohuizen Lohuizen

　 　 Tegido

Glerum

Serrano Serrano

高

Gergowicz

Descouedres

Pigorini

Roisin

Pelizza

Roisin Roisin

Eisenstein

　 　 　 　 De　Lathauwer

　 　 　 　 　 　 Eisenstein

Abdel　 Salam

Eisenstein

Gavi行o

Berenguier Berenguier

Hess

GOhl

Harvey氏

UN窓 口

Broch氏

TUST編 集

Voisin氏

UN窓 口
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⑤ 作業部会
(H7。3現 在)

部 会 名 部 会 長 国内代表者 研 究 目 標

契 約 MJ。 んHuse　 (フランス) 落合 定流 請負契約の危険分担対策

研 究 開発 吼Leblais　 (フランス) 今田 徹
トンネル技術の研究成果

の収集

保 守 管 理 んJ。Howard　 (イギリス) 溝畑 靖雄 完成 トンネルの維持対策

機械化掘削 S。　Kuwahara　 (日 本) 森 俊雄
機械掘削に関する総合的

検討(TBM)

安 全 衛 生 M既Trissler　 (南 アフリカ) 田村 幸久 施工中の安全対策

地 下 利 用 んNordmark　 (スウェーデン) 岩井 彦二 地下利用の情報交換

沈 埋 んGursoy　 (アメリカ) 山崎 和夫
沈埋 ・浮 き トンネル に関

す る情報交換

吹 付 工Franzen　 (スウェーデン) 下河内 稔 吹付けに関す る情報交換

地下構造物

の設計
旺Duddeck　 (ドイツ) 今田 徹 廃棄物地下処分の調査

地下構造物

の有利性
J。RGodard　 (フランス) 岩井 彦二

地下 ・地上構造物の有利

性判断基準
一 一 一
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尋)調 査研究関係委員会の活動

㈲ 調査研究委員会(自 主硯究委員会)

協会設立以来,ト ンネル技術 に関す る当面の課題 について,契 約積算 ・施工技術 ・安全

環境 ・研究開発 ・保守管理 ・地下利用等の委員会 ごとに,各 年度の実施計画を作成 し,委

員会 において討議 を重ね数多 くの成果 を取 りまとめている。また,取 りまとめた成果 品は,

図書 資料 の実費頒布 や会報 「トンネル と地下」誌 に掲載 し,会 員相互の技術向上を計 って

い る。

次頁以 降に各委員会 ごとの年度別活動経過を示す。

② 調 査特別委員会(受 託研究委員会)

設立以 来,関 係機関か ら委託研究を うけ,一 般 的な内容については,常 設委員会の中に

特別小委 員会を構成 し,ま た,特 殊な内容 については,理 事会の承認を得て独立 した特別

委員会を構成 し,研 究テーマについて検討を実施,委 託者の要望 に応えてきた。

次図 は,受 託件数 と金額 の推移を示 した ものであるが,技 術の進歩 と周辺環境 に配慮 し

たや さ しく,か っ合理的施工技術の要求,高 齢化社会の対応 としての新技術開発等の背景

の中で毎年,数 多 く会員各位 の ご支援の もとに,調 査研究を実施 している。

具体的な調査研究内容について は,自 主研究委員会の活動経過の後 に受託調査研究の実

績 として委託先,件 名,実 施年度を示す。

金

額

/

件

数

年度

受託 業 務 の 経 過(1975年 一1994年 度)
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(1)調 査研究委員会(自 主研究)活 動経過

① 契約積算委員会

設立時に契約委員会と積算委員会は、研究過程で互いに関連深く昭和58年契約積算委員会と改組

された。委員会の基にITA契 約部会の対応の委員会として契約小委員会(の ちにITA契 約対応

分科会、ITAリ スク分科会、ITA地 下工事契約分科会と名称が変更となる)、 及び山岳 トンネ

ル ・都市 トンネルの小委員会を設置 し、契約積算の諸問題や契約積算の実態を調査しその集計分析

結果を広報している。以下にそれぞれの経過を示す。

年度 契約委員会(昭 和50年度～昭和57年 度) 積算委員会(昭 和50年 度～昭和57年 度)

S50 ・各発注機関の条件変更条項について比較検討し ・山岳工事について積算の構成、契約工事種別及び

た 。 機械損料の調査を行った。
・ITA契 約部会に日本における条件変更の事例を ・シール ド工事について、積算価格の構成について

発 表 した。 検討した。
・開削 トンネルの積算体系について検討 した。

51 ・長大 トンネルの条件変更にっいて検討 した。 ・開削 トンネルの請負工事費の構成について検討 し

・米国科学技術院 トンネル技術委員会編 「地下工事 た 。

契約慣行の改善方策」を翻訳頒布 した。

〔図 書Nα50190〕

52 ・トンネル工事の条件変更についてのITA議 題お ・シール ド工事の実態調査を実施 した。

よび78東京国際会議への対応を検討 した。 ・開削 トンネル工事の工事費、経費について調査を
・トンネル工事契約に関 して機関紙に掲載 し、また 行 った。

討論会を実施 した。

〔会 誌Vo1。8。7、 工 事 契 約討 論 会 〕

53 ・78東京国際会議の契約部門の発表討議に協力推進 ・前年度実施 したシール ド工事の実態調査の集計、

し た 。 解析を行 った。
・機関紙に 「契約入門講座」を掲載 した。 ・開削 トンネルの前年度実施 した調査結果を集計、

〔会 誌Vo1。9,7～12〕 分析 した。

54 ・ITAで 議決された 「地下工事の契約に関する勧 ・ 「都市 トンネルの積算資料」を刊行 した。

告」の徹底について検討 した。 〔図書Nα55010〕
・工事契約における地質調査と岩盤分類の考え方に

ついて調査研究を実施 した。

55 ・ITArト ンネル工事請負契約における危険負担 ・安全経費の実態調査を行った。

に関する勧告書」を広報 した。 〔図書Nα5393〕
・ITAへ の労働条件に関する報告について検討 し

た 。

・岩盤分類の現状と問題点をまとめた。

〔図書Nα55140〕

56 ・ITA課 題 「完成保証等の勧告案」について検討 ・安全経費の実態を解析 し、積算のあり方を検討 し

し た 。 た 。 〔会 誌Vo1。13,12〕

・契約示方の改善に関する情報 ・資料を収集した。 ・都市 トンネルの"ず り処理費、現場人件費"に っ
・岩盤分類のあり方について検討 した。 いて実態調査 し積算のあり方を検討 した。

〔会 誌Vo1。13。3～4〕

57 ・ITA勧 告案 「地山性状等」について検討した。 ・都市 トンネルの"営 繕費"の 実態調査を行った。
・施工中の地山評価の基準等について検討した。

契 約 積 算 委 員 会(昭 和58年度～現在に至る)

ITA地 下工事契約分科会 山岳 トンネル小委員会 都市 トンネル小委員会

58 ・ITA勧 告案 「履行保証、総合 ・NATMの 契約、積算上の問題 ・都市 トンネルの営繕費について

保険計画」にっいて検討 した。 について調査を行った。 解析検討 した。
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契 約 積 算 委 員 会
年度

互TA地 下工事契約分科会 山岳 トンネル小委員会 都市 トンネル小委員会

S59 ・rTAの 課題 「支給品等の契 ・NATMの 積算にっいて検討を ・都市 トンネル工事関係者の意識

約」にっいて検討 した。 行 った。 調査を行 った。
・NATMの 契約のあり方につい

て検討 した。

・1⑪周年記念シンポジウム 「契約積算」の企画準備を行った。

6⑪ ・創立1⑪周年記念事業として契約積算に関する トンネル技術 シンポジウムを企画実施 した
。

・rTA契 約部会の事業活動に参 ・rNATMの 契約積算の手引 ・前年度実施 した 纒メカニカルシ

加協力 し、課題であった 「支給 (仮称)」 の積算編についての 一ル ドにおける実態調査'の 結

品等の契約のあり方」等につい 原稿を検討中した。 果 をふ まえ て 、 さ らに シー ル ド

て報告 した。 工事の 「調査工、掘進及び残土
・前年度に引き続き　rNATMの 処理、環境公害対策工」につい
契約積算の手引(仮 称)」 の契 て、実態調査を行い整理集計を
約編について検討 した。 行 っ た 。

61 ・ITA契 約部会の事業活動に参 ・前年度に引き続き 「トンネルエ ・前年度に引き続 き 「シール ドエ

加協力 し、課題であった 「エン 事(NATM)契 約積算の手引 事の契約積算上の問題点」およ
ジニ アの 役 割M鎗s巖 鎌e就 等 」 き」作成のため原稿を検討 し び 「調査工、残土処理、環境対
について検討報告 した。 た。なお、その成果の概要を年 策工」について基礎集計および

・ 「条件変更のあり方」について 次講演会に発表 した。 分析を行った。
基本的な考え方を整理するた 〔図 書N鵬2碗 〕

め、具体的事例を検討 した。

62 ・rTA契 約部会からの勧告のう ・前年度か らの 「トンネル工事 這 ⑪年度実施 した 「シール ド工事
ち(岩 盤における数量測定、工 (NATM)契 約積算の手引」 における調査工、掘進及び残土
事中のエンジニァの任務、工事 を編集、発刊 し会員をはじめ関 処理、環境公害対策工」につい
環境の防護、湧水測定の問題) 係各機関に広 く頒布 した。 て集計、分析を行い、その成果
を紹介する資料を準備 した。 〔図 書 甑6205⑪ 〕 を機関誌に掲載 した。

璋TA契 約部会からの課題 騨鯛C ・山岳 トンネルの条件変更につい
〔会 誌Vol。 鱈.8〕

P霊twrト ンネ ル その 他 の地 て事例調査の うえ検討を行 っ ・ 「都市 トンネルにおける現場管

下工事における特殊条件の適 た 。 理費の実情把握」について研究
用 」 に つ いて 検 討 した。 着手 した。

63 ・亙TA契 約部会か ら要請のあっ ・契約上の条件変更について、そ ・都市 トンネル工事における現場

た 醐髄C(国 際契約約款)第4 の基準を明確にする目的で支保 管理費の実態を調査するため、
章 「トンネル ・その他地下工事 パ ター ン、湧 水 、一 時 中 止 の措 調査様式を作成し調査依頼を行
に関する特殊条件」のソールタ 置等について検討した。 っ た 。
一氏原案に対する意見をまとめ

ITAに 提 出 した 。
・ITA契 約部会において承認さ

れている勧告文』9編のうち7編

を翻訳しその要旨に解説を加え
「トンネルと地下」誌に掲載す

る方針で準備 した。

Hl ・亙TA契 約部会において承認さ ・ トンネ ル 工 事(NATM)の 条 ・「都市 トンネル工事における現

れている勧告文』9編のうち、既 件変更に関する条項(パ ターン 場管理費の実態調査」を実施
に紹介 した12編 を除いた7編 に 契約、湧水、補助工法B)を 検 し、回収 した調査表について整
ついて翻訳 し、要旨とともにそ 討整理 した。 理 した。

の解説を会誌に掲載 した。

〔会 誌Vol.20、 副

2 ・亙TA契 約部会の課題 「下請け ・過年度実施 した 「山岳 トンネル ・過年度実施 した、 「都市 トンネ
契約工事」、 「請負者の資金調 の施工に係わる契約積算上の諸 ル工事における現場管理費」の

達」他7編 の勧告案について検 問題(条 件変更)を 「トンネル 実態調査を基に"施 工条件 と現
討 し、意見をまとめ 亙TAに 提 と地下」誌に掲載する方針で準 場管理費の関係"、 ≦現 場管理
出した。また、すでに勧告され 備 した。 ま た、 「トンネ ル 工事 費と工期の関係"等 について分
た』9編に対 し、各加盟国の活用 中の仮設備に関する調査研究」 析 を 行 っ た 。 〔会 誌Vo!.22.5〕

度 につ いて の ア ンケ ー トに対 し に着手 した。

回答を準備提出した。
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契 約 積 算 委 員 会(昭 和58年 度～現在に至る)
年度

ITA地 下工事契約分科会 山岳 トンネル小委員会 都市 トンネル小委員会

H3 ・ITA契 約部会の課題である勧 ・過年度実施 した 「トンネル工事 ・都市 トンネル工事における 「間

告4項 目(下 請契約工事、建設 における契約条件とその運用」 接工事費」について、その調査
現場の安全、請負者の資金調 について、その成果を取りまと 項目等を検討した。
達、第三者による工事監視)に め会誌に掲載 した。
ついて、意見をまとめITAに 〔会 誌Vo1。22。6〕

提出 した。 また、すでに採決
された勧告文 「落札後の代替
案」、 「工事の終止又は中止」
について、日本での対応を取 り

まとめて提出した。

4 ・トンネル工事における工事保険 ・前年度に引き続 き 「山岳 トンネ ・間接工事費の うち 「共通仮設
・賠償責任保険に関する情報交 ルの仮設備に関する調査研究」 費」につ いて、実態調査を行
換 を 行 った。 を実施 し、標準的な設備内容の い、その集約分析を実施 した。

提案及び問題点、注意点等の抽
出 を 行 った。

5 ・ITA契 約部会の課題、 「勧告 ・前年度抽出した、山岳 トンネル ・前年度集計整理 した 「都市 トン

文要旨集の作成」に関する意見 の仮設備の標準的な設備内容の ネル工事における共通仮設費」
書の作成及び 「契約の種類」、 提案、問題点、注意点を基 に について、要旨を取りまとめ会
「ク レー ムの 評 価 」 、 「争 議 の 「仮設備」のあるべき姿にっい 誌11月 号に掲載 した。

解決」について検討した。 て検討 した。 〔会 誌Vo1。24。11〕

・ 「都市 トンネル工事における直

接工事費構成」の実態調査を実
施するため、その調査項目を検
討 した。

6 ・ITA契 約 部 会(課 題:リ ス ク ・前年度検討 した 「山岳 トンネル ・都市 トンネル現場で直接工事費

の指針)の 活動に参加協力 して の標準的仮設備」をとりまと 予算作成時の参考資料作成を目
い る 。 め、実費頒布 した。 的とし 「都市 トンネル工事にお

〔図書94005〕 ける直接工事費構成」の実態を
・前項の山岳 トンネルの標準的仮 調査 ・分類 ・整理 し、分析作業
設備のうち 「仮設電力設備」の を実施 した。

更なる使用実態を調査するため
調査項目を検討し、調査を実施
した 。
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② 施工技衛委員会(昭 秘 ⑪年度・・…'現在に翌る)

協会設立の昭和5⑪年度 よ り急速施工技術の確立を目途 と しスター トした。昭和57年 度 までは。,、山

岳工法を主 とした現場技術者の意識調査、漏水 ・っ らら防止 につ いて調査研究を進めた。その後、

山岳 トンネルの補助工法、防水 シー ト,,,吹付けコ ンク リー ト、TBM等 幅広 く調査研究を実施 した。

また、昭和58年 度に入 って都市 トンネル(シ ール ド工法)に 関する研究が スター トし裏込注入技術、

機種 と適用性、密閉型 シール ドの施コ〔管理等につ いて調査研究を実施 した。

なお、設立時独立 していた資材機械委員会は.昭 和53年 度 に施工技術 と密接な関係か ら施工

技術委員会の資材機械小委員会 として改組 され機械 ・資材ハ ン ドブ ック、機械便覧、資機材の変遷

史等を取 りまとめた。以下にそれぞれの経過を示す。

年度 施工技術委員会(昭 和50年度～昭和57年度) 資材機械委員会(昭 和5⑪年度～昭和57年 度)

S5⑪ <山 岳 トンネル高速施ユニ小委員会㌻
・トンネル工事の高速施工を図るため内外の文献及

び動向調査を行った。

51 ・前年度の実態調査結果を検討 し、急速施工の改善 乏資材機械委員会>

対策について研究を行った。 ・機械設備の調査結果をもとに、使用状況の傾向を
ま とめ た。

52 ・前年度に引き続き、改善対策について研究を行っ ・ 「トンネ ル工 事 用 機械 ハ ン ドブ ッ ク(上)」 を 編

た 。 〔会 誌v◎1.容.4〕 集 した 。 〔図 書 翫5313⑪ 〕
・トンネル内の漏水及びつ ららの防止策について調 ・フ ァイ バ ー コ ン ク リー トの 現 状 に つ い て 調 査 し

査研究を行った。 た 。

53 ・全面遮水を目的 とした工法の指針作成に着手 し ・ 「トンネ ル工 事 用 機械 ハ ン ドブ ッ ク(下)」 の 編

た 。 集に着手した。

<幽 岳 トンネル小委員会ジ ・前年度に引き続き 「トンネル工事用機械ハ ンドブ

54 ・前年度に引き続 き、全面遮水工法の指針作成作業 ック(下)」 を編 集 した。 〔図書 圃躊41』 ⑪〕

を行 った 。

55 ・地質変動に対応 しやすい工法及びその急速施工に ・ 「資 材 ハ ン ドブ ック」 を刊 行 した。

ついて実態調査 と問題点を抽出した。 〔図 書N騰6丑2⑪〕
・資材機械を調査 し説明会を開催 した。

56 ・全面防水工の設計施工指針に関する調査研究を実 斗ン轟工事用機械の最新資料を集録 した 「便覧」の

施 した。 作成に着手 した。

57 ・前年度に引き続き 「全面防水工法の設計施工指針 ・トンネル工事用機械便覧を編集 した。
に関する調査研究」を実施 した。

施 工 技 術 委 員 会(昭 和58年 度～現在に至る)

山 岳 工 法 小 委 員 会 都市 トンネル小委員会 資 材 機 械 小 委 員 会

5窓 <山 岳工法小委員会> ・ 「裏 込 注 入 に関 す る ア ンケー ト <施 工技術委員会資材機械小委員
・ 「トンネル技術に関する意識調 調査」を実施 した。 会に改組>

査」を企画準備 した。 ・ 「トンネル工事用機械便覧」を

・前 年 度 に引 き続 き、 「山岳 トン 編 集 した 。

ネルの全面防水工法の設計、施
工(シ ー ト防水工)に 関する調

査研究」を実施 した。

59 ・ 「意 識 調 査 」 の結 果 を、 昭 和5⑪ ・ 「シー ル ド工 事 の裏 込 注 入 」 シ ・ 「トンネル工事用機械便覧」を

年の調査と対比、集計 した。 ンポ ジウ ムを 開 催 した 。 刊 行 〔図 書 晦5922⑪ 〕 した 。

・1⑪周 年 記 念 シ ンポ ジウ ム 「明 日 〔図書 晦5926〕 ・ 「トンネル工事用機械の歴史」

の トンネル技術を探る」の企画 ・紛周 年 記 念 シン ポ ジウ ム 「シー の編集に着手 した。

準 備 を行 った。 ル ド機種の選定」の企画準備を

行 っ た 。
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施 工 技 術 委 員 会
年度

山 岳 工 法 小 委 員 会 都市 トンネル小委員会 資 材 機 械 小 委 員 会

S59 ・前年度に引き続き 「山岳 トンネ

ルの全面防水工法の設計 ・施工

(シー ト防水工)に 関する調査

研究」を実施 した。

60 ・設立10周 年事業 として山岳トン柳 ・設立10周 年記念事業として都市 ・設立10周 年記念事業の一環とし

技 術 シンポジウム(明 日の トンネル技 術 を トンネル技術シンポジウム(シ て 「トンネル工事用機械 ・器材

探る)を 企画 ・実施 した。 〔図
一ル ド機種の選定)を 企画 ・実 の変遷史(仮 称)」を編集 した。

書Na60190、 会 誌Vol。16。10〕 施 した。 〔図書Nα60170〕
・昨年度 とりまとめた 「山岳 トン ・ 「シール ド機種の適用性に関す

ネル技術に関する意識調査報告 る研究」を行うため、アンケー

書」を関係各位に配布 した。 ト調査項目及び作業方針につい

〔図 書 恥61020,会 誌Vol。17。1〕 て検討 した。

61 ・前 年 度 と りま とめ た 「山 岳 トンネル ・前年度に引き続き 「土質条件に ・前年度に引き続 き 「トンネルエ

工法における防水工指針(案) よるシール ド機種の適応性に関 事用機械器材の変遷史」を編集
シー ト防水 編 」 を 出版 した 。 する研究」の一環として事例調 した 。

〔図 書Nα61050〕 査を実施 した。
・現場計測データの活用方法にっ

いて、情報交換を行 った。
・62年度計画事業の一環 として

「第7回 山岳 トンネル技術シン

ポジウム(NA麗 の補助工法)」
の企 画 ・準 備 を 行 った。

62 ・r第7回 山 岳 トンネル技 術 シンボジ弘 ・過年度実施 した 「土質条件によ ・前年度に引き続き 「トンネル工事用

(NA脳の補助工法)」を開催 し、 るシール ド機種の適応性に関す 機械 ・器材の変遷史」を編集、

当日の討議内容をとりまとめた るアンケー ト調査」結果を検討 発刊 し、会員をはじめ関係各機

結果を会誌に掲載 した。 〔図書 した 。 関に広 く頒布 した。
Nα62080、 会 誌Vo1。18。9〕 〔図 書Nα62060〕

63 ・　rNATMの 補助工法Bの 適用 ・過年度実施 した 「土質条件によ ・　rNATMの 補助工法に使用す

性についての調査研究」を実施 るシール ド機種の適応性に関す る資機材に関する調査」及び
する目的で幹事会を構成 した。 るアンケー ト調査」の結果を基 「トンネル掘削のロボット化に

・補助工法(B)の 使用実態を調 に トラブルの原因について分析 関する調査」に着手した。

査するとともにシンポジウム開 検討 した。
催の準備に着手 した。

・ITA吹 付け作業部会の課題で

ある 「防 じん装置、吹付 ロボッ
ト、 リバ ウ ン ドにつ いて の デ ィ

スカ ッ シ ョンペ ーパ ー」 につ い

て検討 し結果を回答 した。

H1 ・NAT團の補助工法の適用性につい ・土質条件によるシール ド機種の ・補助工法Bに 関するシンポジウ

ての調査研究に着手 し、補助工 適応性に関するアンケー ト(ト ムに参加協力するとともにrN

法Bに 関 す るシンポジウムを 企画 、実 ラブル事例調査)の 結果を集計 ATMの 補助工法における資機

施 し、当日の討議討論結果を取 した 。 〔図 書Nα900080〕 材の現況」の資料をとりまとめ

りまとめ会誌に掲載 した。 〔図 た。また 「トンネル掘削のロボ

書Nα890050、 会 誌Vol。21。2〕 ット化に関する調査」を実施 し
・防水 シー トの難燃性に関する調 た 。

査研究に着手することとし、そ
の方策を検討した。

・トロント国際会議吹付け作業部

会 に ディスカッションベール を 提 出 し、

また、会議結果の課題(ロ ボッ

ト化、粉 じん問題、 はね返 り

等)に ついて検討 した。

2 ・防水 シー トの 難燃 化(試 作 シー ・ 「泥 水 ・土 圧 シー ル ドの 掘削 管 ・前年度 とりまとめたrNATM補 助

トについての試験及び試験評価 理手法」について平成3年 度に 工法Bの 資機材」を編集、発刊

方法)及 び現場における防火対 講習会を実施するためテキス ト し会員をはじめ関係各機関に広

策(現 場条件と防火対策)に つ 作成に着手 し、原稿の検討を行 報 し た 。 〔図 書Nα900050〕

いて調査研究を実施 した。 っ た 。
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施 工 技 術 委 員 会
年度

山 岳 工 法 小 委 員 会 都市 トンネル小委員会 資 材 機 械 小 委 員 会

H2 ・切羽の安定や環境保全の対策上 ・ トンネ ル工 事 の 自動化 、 ロ ボ ッ

必要となる補助工法について調 ト化の調査研究に着手 した。
査研究に着手 した。

・ITA吹 付作業部会の課題 「酵膏

化 、粉 じん 、 リバ ウ ン ドの 日本

の現状」について資料取りまと

め の うえ提 出 した。 また 、 ウブサラ

吹付け会議に参加協力 し、 「吹

付粉じん」について発表すると
ともに、吹付けに関する諸外国
との技術情報交換を行 った。

・日本 に お け る 「吹 付 コンクリー『の 現

状と問題点」を調査するためア
ンケー ト調査を実施 した。

・吹 付 コ ン ク リー トに関 す る フ ォ

一 ラ ムを実 施 す る こ と と し
、 そ

の準備を行った。

3 ・前年度に引き続 き 「防水 シー ト ・ 「密 閉 型 シー ル ドの施 工 管理 」 ・ 「山岳 トンネルの発破工法にお

の防火対策に関する調査研究」 講習会のテキス トを作成 し、企 け る 自動 化 ・ロボ ッ ト化 」 の方

を実施 した。 画 、 実施 した。 向を探るにあたり、その基礎資
・切羽の安定や環境保全の対策に 〔図 書N嘘20⑪1〕 料を得るため、施工関係者の意

必要となる補助工法の事例を調 識調査を行い、その集計を実施
査 し、 「隔踊補助工法選定マニ した 。

ユアル研究報告書」として取 り

ま とめ た 。 〔図 書 冒囎2⑪⑪7〕
・前年度に引き続き 「吹付けコン

クリー トのあり方に関する調査

研 究 」 にっ いて 「調 査 」 、 「理

論 」、 「材 料 」 、 「機 械設 備 」

の4つ の分科会を設置 し検討 し

た。また、海外における吹付け
コンクリー トの現状紹介を行 う

た め 「第3回 吹 付 け コ ン ク リー

ト国 際 会 議 欝90、 オ ー ス ト リ

ア」論文集を抄訳 し、会誌に掲

載 し た 。 〔会 誌V◎1.23.2〕
・吹付 け コ ンク リー トに関 す る フ

オーラムを企画実施 した。(東
京5/2』 、 大 阪5/23)ま た 、 そ の

フ意うムの結果を取りまとめ会報

に掲 載 した。 〔図 書 甑91⑪2、 会

誌Vo1.22.12〕
・亙TA「 機械化掘削部会」新設

に伴い、新たに 「機械化掘削幹

事会」を組織 し、部会からの当
面の課題に対処 した。

4 ・ 「山岳 トンネルにおける防水シ ・シー ル ド トンネ ル の当 面 の課 題 ・ 「山岳 トンネル工事(発 破)に
一 トの防火対策に関する調査研 について情報交換を行った。 おける自動化ロボット化に関す

究」を実施 した。 る意識調査」を集約し会報に掲
・聾A吹 付け部会の議題 「ITA吹 載 した 。 〔会 誌Vol.24.2〕

付 け コンクリートのガイドライン作 成 」 の う

ち耐久性と安全衛生について、

資料を取 りまとめた。
・ 「吹付 け コ ン ク リー トの設 計 ・

施工のあり方」について調査研

究 した。
・亙TA機 械化掘削部会の課題

「TBMに 関する事例調査」を

うけ、調査項目を検討 し、代表

的な事例を調査 した。
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施 工 技 術 委 員 会
年度

山 岳 工 法 小 委 員 会 都市 トンネル小委員会 資 材 機 械 小 委 員 会

H5 ・前年度取りまとめた 「山岳トンネル ・ 「シール ド工事における裏込注 ・過年度発刊 した 「機械便覧」、

における防水シー トの防火対策 入」の実態調査を実施 した。 「資材ハン ドブック」の改訂を

に関する調査研究」の概要を会 行うこととし、その編集方針及

誌に掲載するため、原稿を編集 び内容を検討 した。

した 。 〔会 誌Vo1。25。2～5〕

また、過年度発行 した 「山岳 ト
ンネル工法における防水工指針

(案)シ ー ト防水編」の改訂に
着手 した。

・トンネル工事 にお け る吹付 け コ ンク

リー トの設計、施工指針作成に

向けて理論、材料、機械、調査
の4分 科会で課題を集約 した。

・ITA吹 付け部会の課題、 「安

全衛生」及び 「耐久性」につい
て調査を実施 した。また、各国
から提出された吹付けコンクリ
一 トのガ イ ドラ イ ンを翻 訳 し、

会誌に掲載するため、その要旨
を取 りまとめた。

・ITA機 械化掘削部会の報告を

受け、　 rTBM指 針(仮 称)」
の ドラ フ トを作 成 した 。

6 ・(仮 称)吹 付 け コ ンク リー トの ・ 「シール ド工事における裏込注 ・過年度発刊 した 「機械便覧、資

ガイ ドブック(案)作 成に向け 入」の実態調査結果の集計分析 材ハ ンドブック」の改訂を4ケ

原稿を執筆 ・検討中である。 を実施 した。結果は、会報に掲 年計画(山 岳機械、山岳資材、
・ITA吹 付け部会による 「吹付け 載する予定である。 都市機械、都市資材)で 実施す
ガイドライン」 を会 報 に掲 載 ・広報 す 〔図書Nα95232〕 ることとし、平成6年 度は、山

るため全文を翻訳 ・検討を実施 岳 トンネルの機械便覧作成に向
した 。 〔会 誌Vo1。25。10-26。2〕 け編集作業を実施した。

・ITA吹 付け部会の課題(安 全

衛生 ・耐久性など)、 機械化掘
削部会の課題(TBM指 針案の

作成など)に ついて検討 した。
・昭和61年6月 発 刊 した 「山 岳 トン

ネル工法における防水工指針案一
シー ト防水編一」の改訂に着手

し、具体的な内容を検討 した。
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③ 安全環境婁員会(昭 秘 ⑪年度一現在に至る)

発足当初、安全設備委員会の基に、安全対策小委員会と環境保全小委員会でスター トした。安全

対策小委員会では、労働災害防止およびITA安 全作業部会の対応を、環境保全小委員会では、作

業環境及び周辺環境対策を主としそれぞれ活動を実施 した。昭和62年度からは特に小委員会を常設

として設けず必要に応じ分科会を構成 し活動を実施した。以下にそれぞれの経過を示す。

なお、 「TA保 守管理部会の対応として昭和53年度から昭和57年度にかけて設置 した経過につい

ては、後述の保守管理委員会に経過を示す。

① 安全環境委員会

安 全 環 境 委 員 会
年度

亙TA安 全部会策小委員会 安 全 対 策 小 委 員 会 環 境 保 全 小 委 員 会

S5⑪ ・工事 中の周辺環境保全に関す

る、規制基準および対策事例の

収集検討を行った。

52 ・亙TA安 全部会課題に対応 し、

「安全色と標識の標準化の研

究」および 「インドと日本の安
全規則の比較調査」を行った。

54 ・買A安 全部会の討議に参加 し、

安全法規、標識、統計等につい
て意見を交換 した。また次のブ

リュッセル総会の主題 「安全」
に対する準備を進めた。

・次年度から 「安全研修制度」を

発足させるよう準備を進めた。

55 ・亙TA安 全部会の討議に参加 ・安全研修用テキス ト等の準備を

し、 「発 破 、坑 内運 搬 」 の 安 全 進 め た。

に関する原案に対する意見を調
整 した。

56 ・亙TA安 全部会に参加 し、その

課題(安 全技術基準等)に つい
て検討 した。

57 ・前年に引き続きITA安 全部会

について検討 した。

58 ・ITA安 全部会の課題(安 全ガ ・ 「トン軌工事の環境保全対策」作

イ ドライン、坑内電気設備、圧 成のための検討を行 った。

縮空気使用作業)に ついて検討
した 。

59 ・亙TA安 全部会の課題について ・ 「トンネル工事の安全」連載講 ・1⑪周 年 記 念 出版 と して 「トンネ

のコメント及び日本の実情を回 座を企画した。 ル工事と環境保全対策」の編 さ

答 した。 んに着手 した。

6⑪ ・ITA安 全部会の事業活動に参 ・ 「トンネ ル工 事 の安 全施 工 」 に ・設立1⑪周年記念事業 として 「ト

加協力 し、安全 ガイ ドライ ン ついて啓蒙を図るため会誌に連 ンネル工事と環境保全対策」を

(TBM、 ロ ー ドヘ ッダー の使 載 し た 。 〔会 誌V品 。16.4～9〕 出版 した。 〔図書 臨60』4-0〕

用、水処理、通信)の 検討を実 ・山岳トンネル工事安全施工技術研修 ・ 「工事中の トンネル換気の現状

施 した 。 会(酷 麗 編)を 東京(6⑪.12.6)、 と問題点」を検討整理 した。

及 び 熊 本 八代(60.11.Dで 実 施

した 。

一30一



安 全 環 境 委 員 会
年度

ITA安 全部会策小委員会 安 全 対 策 小 委 員 会 環 境 保 全 小 委 員 会

S61 ・ITA安 全部会の事業活動に参 ・山岳 トンネル工事安全施工技術 ・ 「工事中の換気方式」 「吹付工

加協力 した。 研修会(NATM・ 小断面)を 法の評価」について情報交換を
東 京(61.12.9)で 企 画 実 施 し 行 った 。

た。また建設業労働災害防止協
会と協催で全国9ヶ 所において

小断面安全研修会を実施 した。

62 ・ITA安 全部会か らの 「トンネル工事における安全作業ガイ ドライン」を和訳 した。また、 「トンネル

の安全作業一作業員のガイ ドラインー」について検討 し、回答 した。
・建設業労働災害防止協会と協賛で安全施工技術研修会を実施 した。シールドトンネル工事(東 京63。1。19)、山岳

トンネ ル工事(広 島63。2。26)

63 ・ 「山岳 トンネルの安全施工技術研修会」の実施計画を検討 した。
・「トンネル工事中の トンネル内交通安全システムに関する調査研究」について作業方針を検討 した。

H1 ・山岳 トンネルの安全施工技術研修会を岡山で企画実施 した。

3 ・安全環境に関する当面の課題について検討 した。

4 ・ トンネ ル工 事 の 災 害及 び ヒヤ リハ ッ ト事 例 を 収 集 し、取 りま とめ た。 〔会 誌Vo1 。24。4〕

5 ・ITA安 全部会の課題、各国のビックプロジェク トにおける 「災害の種類」 「発生原因」等について調

査を実施し、その結果を取 りまとめ、作業部会へ報告した。
・ 「シール ド工 事 の セ ー フテ ィ ・ア セ ス メ ン ト」 につ い て研 究 を ス タ ー トす る こ と と し、 そ の委 員 会(シ

一ル ドアセスメント特別小委員会)を 設置 した。

6 ・前年度労働省委託研究成果 「シール ド工事のセーフティ ・アセスメント指針」の具体的手法について解

説を検討 した。
・昭和56年11月 発刊 した 「山岳 トンネルのセーフティ ・アセスメント指針の解説」の改訂作業を実施 し

た 。

・ITA安 全部会(課 題:災 害の分析など)の 活動に参加協力 した。

一31一



④ 研究開発委員会(昭 和52年 度・P・・・…昭秘7年 度)

昭和52年 度ITA研 究開発部会対応の委員会 として設置された。ITAの 課題(TBM、 シール

ド工法調査、地下処分、沈埋 ・浮 き トンネル)に 対処す るとともに、国内外の興味のある技術資料

を抽出 し整理の うえ、会報 「文献紹介欄」で紹介 している。

年度
研 究 開 発 委 員 会

委 員 会 シ ー ル ド工 法 調 査 小 委 員 会

S53 ・ITA研 究開発部会の課題として 「アジアにおけ

るシール ド工事 とその動向」をまとめた。

54 ・亙TA研 究開発部会に参加 し、日本のシール ド工
事の特性等について報告 した。

55 ・ITA研 究開発部会に参加 し、TBMに ついて討
議 した。

56 ・トンネル技術文献 リス トの作成に着手 した。
・ITA研 究開発部会の課題(施 工中の湧水処理)

について検討 した。

57 ・ITA研 究開発部会にTBM及 び湧水処理の報告

書を提出した。
・前年度に引続き文献 リス トを作成 した。

5猛 ・文献 リス トの作成及び海外文献をまとめ機関誌に

広報 した。

59 ・1⑪周年記念出版として文献 目録の編さんに着手 し

た。

・rTAの 課題 「シール ド工 法 の 実 態 調 査 」 に つ い

て準 備 を 行 った。

60 ・亙TA研 究開発部会の事業活動に参加協力 した。
・トンネル技術に関する国内情報を収集、分類整理
し、会誌に掲載 した。

・トンネル技術に関する海外文献を抽出 し、その要
約を会誌に掲載 した。

・設立1⑪周年記念事業として 「トンネルに関する文

献目録」を編さん、出版 した。 〔図書融6020〕

・シール ド工法の実態調査様式を作成 し、ITAを
通 じて加盟国へ配布 した。

61 ・ITA研 究開発部会の事業活動に参加協力した。
・トンネル技術に関する国内情報を収集整理 し会誌

に掲載 した。
・トンネル技術に関する海外文献を抽出し、その要
約を会誌に掲載 した。

・ 「場所打ちライニング(ECL)に 関する研究」

の情報交換を行った。

・シール ド工法の実態調査については、必要な概要
をメルボルン会議に報告 した。

委 員 会 シール ド工法調査小委員会 ECL　 小 委 員 会

62 ・トンネル技術に関する国内外の

文献を抽出、検討 し 「トンネル
と地下」誌に紹介 した。

・ITA研 究開発部会の課題であ

る 「シール ド工法の実態調査」
に対処するため過年度実施 した

アンケー ト調査結果を基にデー

タを分析 した。

・　rECL工 法」に関する国内外

の情報を収集 し情報交換を行 っ

た。
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研 究 開 発 委 員 会
年度

委 員 会 シールド工法調査小委員会 ECL小 委員会 沈理 ・浮きトンネル小委員会

S63 ・トンネル技 術 に 関 す る 国 ・ITA研 究開発部会の要 ・ECL工 法に関する二 ・ITA作 業部会のうち

内、国外文献を抽出検 請に応え、4年 間にわ 一ズ及び現在開発され 新設された 「沈理 ・浮

討 し、会報 に紹介 し たった調査研究の結果 ている各工法の概要、 きトンネル」の作業部会に
た 。 を まと め 「シールド工 事 の 特徴等の現状にっいて 対処することとした。

実態調査」として部会 アンケート を実 施 して取 り

に提 出 した ほ か、 「シー ま とめ、ECLシ ンポジウム

ルド工法 の都 市 トンネルへ の に話題提供 した。 〔会

適用性に関する調査報 誌Vol。21。3～4〕

告書」 と して刊行 し ・ECLシ ンポジウムを 企 画実 施

た。 〔図書Nα6305〕 した 。 〔図 書Nα6309〕

〔会 誌Vol。19.10-12〕 〔会 報Vol.20.5〕

委 員 会 沈 理 ・浮 き トン ネ ル 小 委 員 会

H1 ・トンネル技術に関する国内、国外文献を抽出検討 ・ITA作 業部会からの課題に対処 した。

し、会報 「文献紹介欄」に紹介 した。
・大深度地下利用に関する種々の技術課題を検討項

目として取 り上げ、その方策について検討 した。

〔会 誌Vo1.20、2〕

2 ・トンネル技術に関する国内、国外文献等を抽出 ・ITA沈 理 ・浮 き トンネ ル 部 会 か らの課 題 「トン

し、会報 「文献紹介欄」に紹介 した。 ネル工事例の収集」について日本の事例17件 につ
・大深度地下利用に関する技術課題と研究体制につ いてとりまとめ提出した。また、成都国際会議に
いて国内外の文献 ・資料を調査 した。 参加協力した。

・ITA研 究開発部会からの課題 「地下工事に伴 う

地質変化の調査」について、資料をまとめ提出し
た 。

3 ・トンネル技術に関する国内、国外文献を抽出し、 ・ITA沈 理 ・浮き トンネル部会の課題 「日本の防

会誌の 「文献紹介欄」に紹介した。 水及び構造設計に関する現状調査」 「地震荷重に
・近年話題となっている工法や技術開発などについ 関する資料収集」 「施工法に関する現状資料の収
て技術情報交換を実施した。 集 」 につ い て検 討 ・回 答 した 。

・ITA研 究開発作業部会(ロ ンドン会議)の 課題

「地下建設物による騒音振動問題」 「都市部にお

ける沈下問題」等について検討を行った。
・新設されたITAr地 下処分作業部会」について

は研究開発委員会で対応することとし、ITAの

課題 「廃棄物地下処分に関する文献 リス ト」の提
出準備を行った。

4 ・トンネル技術に関する国内 ・国外文献を抽出し、 ・ITA沈 理 ・浮 き トンネル部会の課題 「構造条

会誌 「文献紹介欄」に紹介 した。 件」 「施工法」 「浮き トンネル」等について検討
・大深度地下利用に関する技術開発などについて技 し た 。

術情報交換を実施した。
・ITA研 究開発作業部会の課題 「開業 トンネルの

騒音振動問題」 「都市部における沈下問題」 「地

質急変の調査」について検討を行った。
・ITA地 下処分作業部会の課題 「廃棄物地下処分

に関する文献 リス ト」について検討 した。

5 ・ITA研 究開発、廃棄物地下処分の各作業部会の ・ITA沈 理 ・浮 きトンネル部会の課題 「凌櫟、埋

課題、 「シール ドトンネルの覆工の設計法」等に め戻 しに伴う環境」等について検討 した。
ついて検討 した。

・トンネル技術に関する国内、国外文献を抽出し、

会誌 「文献紹介欄」に紹介した。
・大深度地下利用に関する技術課題について技術情

報交換を行った。

6 ・トンネル技術に関する国内外の文献を抽出し会誌 ・ITA沈 理 ・浮き トンネル部会の課題(沈 埋Tの

「文献紹介欄」で紹介 した。 諸元、技術資料の収集)
・ITA研 究開発部会の課題(古 代 トンネルの研

究、覆工の研究、耐震設計、岩盤の補強ファジー
理論の応用)、 構造物の設計部会の課題(地 下貯
蔵施設の設計上の留意点)に ついて検討 した。
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⑤ 保守管理委員会(昭 和綿年度`…"現在に至 る)

ITA保 守管理部の対応 として安全環境委員会 に設置された小委員会は、昭和58年 度よ り""開 通

後(共 用中)の トンネル保守管理の重要性か ら保守管理委員会と して発足 した。前年度までのIT

A保 守管理部会の対応をは じめ国内での トンネルメンテナンスに係 る調査研究を実施 した。

年度 主 な 検 討 内 容

S53 <安 全環境委員会lTA保 守管理部会対策小委員会>
・亙TA保 守管理部会対策として、 トンネルの保守に関する国内資料の収集および実態調査を行った。

54 ・亙TA保 守管理部会の討議に参加 し意見を交換 した。

55 ・亙TA保 守管理部会の討議に参加 し意見を交換 した。

56 ・ITA保 守 管 理 部 会 に参 加 し、 そ の課 題(ケ ー ス ヒ ス トリー等)に つ いて検 討 した 。

57 ・互TA保 守管理部会の課題について検討 した。

58 <保 守管理委員会>
・ITA保 守 管 理 部 会 の 課 題 「ケ ー ス ヒス トリー 」 に つい て検 討 した

。 〔会誌Vol。15。5、16。3〕

59 ・ITA保 守管理部会の課題 「非破壊検査」について検討した。
・トンネル火災対策に関する資料を収集 した。

6⑪ ・設 立10周 年 記 念 事 業 と して 、 各 種既 設 トンネ ル の リス トを作 成 し、 会 誌 に掲 載 した 。 〔会 誌Vol。16。8〕
・トンネルの地震対策等について、主要各機関の事例をもとに情報交換を実施 した。
・亙TA保 守管理部会に参加協力 し課題である非破壊検査について資料をとりまとめITAへ 報告した。

61 ・亙TA保 守管理部会の事業活動に参加協力した。
・ 「漏水対策」 「メキシコ地震」についての事例研究及び構報交換を行った。
・また 「トンネル本体及び地山の検査技術」について情報交換を行 った。

62 ・非破壊検査手法について情報交換を行 った。
・亙TA保 守管理部会の課題である 「吹付 コンクリー トの老化調査」について検討し、回答を準備 した。

63 ・ITA保 守 管 理 部 会 に 出席 し、 「吹付 コ ン ク リー トの老化 調 査 」 につ い て の回 答 を した。
・亙TAフ ランストン訓協会の保守管理委員会から提供のあった 「地下構造物の漏水対策」について検討 した。
・ 「非破壊検査」について、アンケー ト等を行い情報交換を行った。

H1 ・トンネルの保守管理技術に関する当面の課題(非 破壊検査等)に ついて検討 した。
・互TA保 守管理部会か らの要請に対 し、近鉄難波線 シール ドトンネルの漏水対策及び三国 トンネルにお
ける酸性湧水による巻き立てコンクリー トの侵食とその対策について回答 した。

・フランスの保守管理委員会がまとめた 「地下構造物の漏水対策」を翻訳 し検討した。

2 ・トンネルと保守管理技術に関する課題(非 破壊検査等)に ついて検討 した。
・ITA保 守管理部会か らの課題 「トンネルの維持管理、補修、点検等に関するアンケー ト」について、
資料を取 りまとめ提出した。

3 ・亙TA保 守管理部会の報告をうけ今後のテーマ 「止水法」の対応に向け日本における現状を把握するた

め ア ンケ ー ト調 査 を 行 い 、取 りま とめITAに 提 出 した。

・ トンネ ル デ ー タベ ー ス に関 す る検 討 を行 った。

4 ・ITA保 守管理部会の課題 「漏水対策工法の事例」について調査整理検討を行い28件をITAに 提出す

る こ とと した 。
・ 「トンネルの維持と管理の現状」を取 りまとめ会誌で紹介するため、準備検討を行った。
・補修、補強、改良 トンネル工事事例及び トンネルデータベース化の情報交換を行った。

5 ・亙TA保 守管理部会の課題、 「トンネル覆工の補修方法、材料の評価」について実態調査を実施 し、そ
の資料を取りまとめ作業部会へ提出した。

・各機関の 「トンネルの維持 と管理の現状」を検討 し会報へ掲載することとした。

6 ・前年度に引き続き 「各機関における トンネルの維持と管理の現状」を取りまとめ会誌で紹介 した。 〔会

誌V◎1.25.1～9〕
・国内外の トンネル構造物の 「非破壊検査の現状」について情報交換を実施した。

・互TA保 守管理部会(課 題1漏 水対策、覆工の補修方法と材料、覆工の非破壊検査)の 活動に参加協力

し た 。
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⑥ 地下利用委員会(昭 和58年 度～現在 に至る)

ITA地 下利用部会の対応 として国際委員会 において活動 していたが、昭和58年 度 よ り地下利用

委員会 として発足 した。地下利用に係 る、法令、防災、地下空間の有効性など地下利用 にあたって

のソフ ト面的な活動を主 として実施 している。

年度 主 な 検 討 内 容

S58 ・国際委員会の小委員会から分離 し常設委員会 とし、ITA地 下利用部会の課題 「エネルギー対策」につ
いて検討 した。

59 ・ITA地 下利用部会の活動に協力 した。
・ 「地下空間の有効利用」の研究準備を進めた。

60 ・ITA地 下利用部会の事業に参加協力 した。

・設立10周年記念事業 として、展示会に参加協力した。

61 ・ITA地 下利用部会の事業活動に参加協力 した。

62 ・ITA地 下利用部会からの課題 「地下利用の法制上の基本的問題点の情報収集」に関するアンケー トに

ついて検討 し回答を提出した。

63～

H3

・ITA地 下利用部会からの当面の課題に対処 した。

4 ・ITA地 下利用部会の課題 「地下駐車場構造物」について検討 した。

5 ・ITA地 下利用部会、費用便益部会の報告を受け、 「地下空間における火災時の利用客に対する安全確

保の現状について」調査検討を行 うため、防災 ・安全分科会を設置 し、各国の現状調査を実施 した。

6 ・ITA地 下利用部会、(課 題:災 害 と安全)、 地下構造物の直接 ・間接の有利性部会(課 題:地 下空間

の有利性、地下駐車場、地下公共輸送)の 活動に参加協力 した。
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(2)受 託 調 査 研 究 実 績(昭 和5⑪ 年 度 ～ 平 成6年 度)

注)()実 施 年 度 を示 す 。

科学技術庁

地 下 防災 避難 システ ム モ デ ルの 作成(S58)

労 働 省

坑 内で 使 用 す る建 設 機械 に関 す る安全 作 業 基 準 の作成(S56)

安 全施 工 の た め の ボー リン グ等 の 事前 調 査 の方 法 に係 る基 準研 究(S57)
セ ー フ テ ィ ・ア セ ス メ ン ト指 針 の 具 体 的方 法 に関す る研 究(S57)

推進 工 事 の安 全 基 準 に 関 す る調 査 研 究(S58)

運 搬設 備 によ る危 害 の 防止 に関 す る技術 基 準 の 作成(S5⑪)

肌 落 ち等 によ る危 害 防 止基 準 の作 成(S51)

シール ド工 事 の安 全 施 工技 術 基 準 の 作 成(S52)

換 気設 備 等 に関 す る技 術 基 準 の作 成(S53)

爆 発 災害 の 防 止 に関 す る技 術基 準 の作 成(S54)

坑 内の照 明,通 路等 の 作 業 環境 に関 す る技 術 基 準 の作 成(S55)

NATMに お け る安 全 対 策 に 関 す る調 査研 究(S59)

小 断 面 トンネ ル 掘削 にお け る安 全 対 策 に関 す る調査 研 究(S60)

泥 水 式 シール ド工事 の 安 全 に 関 す る調 査 研究(S61)

山岳 トンネ ル坑ll施 工 の 安 全 対策 に関 す る調 査 研 究(S62)

坑 内交 通安 全 シ ステ ム に関 す る調 査 研 究(Hl)

山岳 トンネ ル にお け る斜 坑 ・立坑 工 事 にお け る安 全対 策 に関す る調査 研究(H2)

山岳 トンネ ル にお け る補 助 工 法 の安 全 対 策 に 関す る調 査 研究(H3)

建設 機 械 の安 全 に関 す る調 査 研 究(H4)

都市 トンネ ル工 事 に係 る安 全 評 価 に関 す る研 究(H5)

山岳 トンネ ル の大 断面 掘 削 にお け る安 全 対 策 に 関す る調 査 研究(H6)

建 設 省

本 尊岩 地 区 防災 局 改施 工 計 画 業 務(S61)

横 須賀 トンネ ル技 術検 討 業 務(S61)

庵 谷 トンネ ル改 良 検討 業 務(S62)

日本国有鉄道

トンネ ル施 工法 の改 善方 策 に関 す る調査 及 び長 大 トンネ ル掘 進速 度 向上 方 策 に関 す る

調 査(S5の

トンネ ル工 事用 機 械 設備 調 査(S5⑪)

トンネ ル工 事 に よ る湧 水 ・渇 水 に関 す る実態 調 査 の集 計(S51)

トンネ ル湧 水 及 びつ ら ら防止 工 の 調 査研 究(S5D

膨 張 性地 山 にお け る鉄 道 トンネ ルの 酷 脚 の適 用 性 に関 す る文 献 資料 の調 査 研 究(S51)

トンネ ル工 事 濁水 処 理 工 法 の経 費 に関 す る調 査(S52)

NATM施 工 例 の収 集 調 査(S5⑪,52)

トンネ ル湧 水 の排 水 設 備 及 び水 利 用 状 況 に関 す る実 態 調査(S52)

ア ー ス トンネ ル の設 計 施 工 法等 に関 す る資料 収 集調 査(S53)

鉄 道 トンネル のNATMの 計 測 指 針 に関 す る調 査研 究(S53,56,57)

総 武 線 東京 ・両 国 間地 下 トンネ ル漏 水 調 査(S53)

トンネ ル変 状 の 実態 調 査 とそ の原 因 の 解 明 に関 す る研 究(S54,55)

膨 張 性 地 山 にお け るNATMの 合 理 的 施 工 法 の調査 研 究(S54,55)

NATMの 合 理 的施 工 法 の 研 究(S56,57)

NATMに よ る トンネ ル 改 築 に 関す る調 査(S54,55)

トンネ ル ライニ ン グの合 理 的施 工 法 に関 す る資料 収集 調 査(S54)

硬 岩NATMに お け る二 次 覆 工 の設 計 施 工 に 関 す る調 査 研究(S56,57)

鉄 道 シール ド トンネ ルの 漏 水 対策 に関 す る調査 研究(S58,59)
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鉄道 トンネ ル にお け るNATMの 吹 付 コ ン ク リー トに よ る トンネ ル覆 工 調 査 研究(S

58,59)

赤羽 台 トンネ ル防 震対 策 の研究(S58,59)

九 州新 幹 線 シラ ス地盤 トンネ ル の施 工 法 に 関す る調 査 研究(S60,61)

信 濃川 水 力 トンネ ル軟 岩 湧水 区間 にお け るNATMの 経済 的 な設 計 ・施 工 法 の調 査 研

究(S60,61)

トンネ ルの 補 強 ・補修 法 に関 す る研 究(S60)

日本道路公団

偏 平 大 断面 め がね トンネルの 設計 施 工 に関 す る調 査(S50,51,52)

トンネ ル工 事 濁水 処 理方 法 に関 す る調 査(S50)

北 陸 自動 車 道 膨張 性 地 山 トンネ ル の設 計 に関 す る研 究(S51)

急 速 先進 ボ ー リング機械 に関 す る調 査 研 究(S51)

トンネ ル工 事 の発 破 振動 及 び騒 音対 策 に関 す る調査 研 究(S51)

硬 岩 の低 振 動,低 騒 音掘 削 に関 す る調 査 研 究(S52)

薬 液 注 入工 事 によ る環境 汚染 防 止 に 関す る調 査 研究(S52)

トンネ ル湧 水 調 査 に関 す る調 査 研 究(S53,54)

関越 自動車 道 関 越 トンネル ロ ック ボル トエ の 現 場設 計 法 に関 す る研 究(S53,54)

トンネ ル工 事 の 仮設 備 とその環 境対 策 に関 す る調 査研 究(S53)

山岳 トンネ ル施 工 に伴 う地表 沈 下 の 防止 対 策 に関 す る調 査 研 究(S54,55)

海南 湯 浅道 路 換 気立 坑 の設計 施 工 技 術 に関 す る調 査研 究(S54)

四国 横 断 自動 車 道 トンネ ル群 の設 計 ・施 工 技 術 に関 す る調 査 研 究(S54,55)

トンネ ル 爆破 技 術 に関 す る調 査 研 究(S55,56)

山岳 トンネ ル の漏水 防 止 の設 計 施 工 に 関す る調 査 研究(S55)

トンネ ル 工事(NATM)の 実 態 調 査(S56,57)

山岳 トンネ ル の事前 調 査 に関 す る研 究(S56,57)

トンネ ル 施工 に伴 う湧 水,渇 水 に関 す る調 査 研 究(S56,57)

プ レキ ャス ト覆 工 に関 す る研 究(S57)

山岳 トンネ ル の地 山評 価 に関す る研 究(S58,59)

山岳 トンネ ル の坑 口部 及 び坑 内交 差 部 の設 計 施 工 に関 す る研 究(S58,59)

トンネ ル内 吹付 コ ン ク リー ト施 工 時 の 坑 内作 業 環 境 に 関す る調 査 研 究(S58,59)

山岳 トンネ ル の施 工管 理 のあ り方 に関 す る調 査 研 究(S60,61)

山 岳 トンネ ル の防 ・排 水工 に 関す る調 査研 究(S61,62,63)

トンネ ル工 事 に お け る換気設 備 に関 す る調 査 研 究(S62,63,H1)

山 岳 トンネ ル の施 工法 に関す る調 査 研 究(S62,63,H1,2)

構 造物 に近 接 した トンネルの 設計 施 工 に関 す る調 査 研 究(S62,63)

都 市型 トンネ ル掘 削工 法施 工技 術 に関 す る調 査 研 究(S62,63)

山岳 トンネル の新 しい一 次覆 工工 法 に関 す る研 究(S63,H1,2)

山岳 トンネル の老 朽化 対 策に 関 す る調 査 研 究(H1,2,3)

全 断 面掘 削 施 工法 に関す る調 査研 究(H1,2,3)

山岳 トンネル の ロ ックボル トの施 工 に関 す る調 査 研 究(H1,2)

大 断 面 トンネ ル の設計 ・施工 法 に 関す る調 査研 究(H2,3,4)

トンネ ル 内装 工 の取 付方 法 に関 す る調 査 研 究(S60)

トンネ ル の仮 設備 等 に関 す る調 査研 究(H3)

中硬岩 地 山 にお け る機 械 化掘 削 に 関 す る調 査検 討(H4)

山岳 トンネ ルの覆 工 に関 す る調 査検 討(H3,4,5)

東 海 北 陸 自動 車小 瀬子 トンネ ルNTi施 工 検討(H6)

トンネ ル計 測 工 の活 用 に関す る調 査検 討(H3,4,5)

覆 工 防水 工 の特性 に関す る調 査 検 討(H5)

秋 田 自動車 道 湯 田第 ニ トンネ ルTBM施 工 に関 す る調 査 検討(H5,6)

超 大 断 面 トンネ ル の合理 的設 計 施 工 法 に関 す る調 査 検 討(H6)

大 断 面 トンネル の合 理 的設計 施 工 法 に 関す る基 礎 検 討(H5)

トンネ ル地 山の評 価 手法 に関 す る調 査研 究(H6)

北 陸 自動 車道 泥岩 トンネル急 速 施 工検 討(H6)

首都高速道路公団

都 市 内 トンネ ルの新 しい施工 法 に関 す る調 査 研究(H1,2,3,4,5)

居 住 地 域 に お け る非 開 削 トンネル の 設計 施 工 に関す る調 査研 究(H6)
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圓本鉄道建設公団

海 峡線 連 絡 鉄 道 の 技術 に関 す る文 献 資料 調 査

(S5⑪,51,52,53,54,55,56,57,58,59,6⑪,61,62)

長大 山岳 トンネ ルに関 す る文 献 資 料調 査(S5⑪)

京葉 線 台場 ず い道 工事 の シール ド掘 削 に関 す る研究(S51)

仮 設建 物 等 実 態 調 査(S51)

長 大 山岳 トンネル 工事 契 約 示 方 の あ り方 に関 す る研究(S51)

上 越新 幹 線 建設 に伴 う トンネ ル 排 水 ・湧水 に関 す る汚 濁 調 査研 究

(S51,52,53,54,55,56)

NATMの 積算 及 び契約 示 方 に関 す る資料 の調 査(S53,54)

上 越 新 幹 線 建設 に伴 う トンネ ル湧 水 対 策 に関 す る調 査

京 葉 都 心 線 トンネ ルの設 計 施 工 技 術 に関 す る研 究

(SS騒,59,6⑪,61,62,63,Hl,2)

タ イ ヤ方 式 によ る トンネ ルず り運 搬 を 考 慮 した けネルの設 計 施工 に関 す る研究(S59)

土 被 りの 薄 い未 固結 地 山 に お け る大 断 面 トンネ ルの 掘削 方 法 と施 工 管理 方 法 に関 す る

研 究(S60,61,62,63,H1,2,3)

北 越 北 線 鍋 立 山 トンネ ル の設 計 ・施 工 技 術 の研 究

(S61,62,63,Hl,2,3,4,5,6)

九 州 新 幹 線 シ ラス地 盤 トンネ ル の設 計 ・施工 法 に関 す る調 査 研究(S62)

北 陸新 幹 線 秋 間 トンネ ル(東 工 区)に お け る掘 削覆 工 併進 工 法 の合 理 的な 設計 施 工 に

関す る研 究(H2,3,4,5,6)

青 函 トンネ ル施 設調 査(H5,6)

北 陸新 幹 線(軽 井沢 ・佐 久 間)ト ンネ ル技 術検 討 に関 す る調 査研 究(H6)

東北 新 幹 線 膨 張 性地 山 トンネ ル の合 理 的 な 掘 削 ・支 保 の設 計 ・施 工 法 の研 究(H6)

常盤 新 線 地 下 構 造物 の設 計 ・施 工 技 術 の検 討(H6)

臨海 副 都 心 線 天 王 洲付 近 にお け る道 路 トンネ ル との近 接交 差 に関す る研究(H6)

本州四国連絡橋公団

鷲 羽 山 ト ン ネ ル の 技 術 検 討 業 務(S57,58,59,60,61)

民 家 密 集 地 に お け る 被 り の 浅 い ト ン ネ ル 工 法 の 検 討(S57)

東 京 都

市 街 地 に お け る下 水道 シール ド工 法 の覆 工 の 効 果的 な あ り方 に関 す る実験 的 研究(S

56,57,58,59,6⑪ 多61)

まだ 固 ま らな い人1コ軽 量 骨 材 コ ンク リー ト圧 送 試験等 に関 す る実 験的 研究(S56)

神 田川 調 節 池 セ グ メ ン ト実 験 調 査 研 究(S62,63)

下 水 道 管 渠 に係 る場所 打 コ ンク リー トラ イニ ン グ(ECi)　 シー ル ド工法 の 調査 研 究

(Hl,2,3,4)

シール ド トンネ ル にお け る二 次 覆 工 に関 す る調 査(H3,4,5)

環2・ 環3シ ー ル ド トンネル 技 術 検 討(H4,5)

足 立 区 花 畑 七,八 丁 目付 近 技 線 工 事 に お け る縦 横連続 シール ドの施 工 に関す る調 査 研

究(H5,6)

下 水 道 シ ール ドニ 次 覆工 の現 場 施 工 実験 に伴 う調査研 究(S62)

シー ル ドニ 次 覆工(普 通 コ ンク リー ト)の 設 計 施工 に関 す る手 引書 作 成(H1)

神奈川県

帷子 川 分 水 路 トンネ ル工 事 技 術 検 討 業務

(S59,6⑪,61,62,63,Hl,2,3,4,6)

帷子 川 分 水 路 トンネル の維 持 管 理 に関 す る調 査 研究(Hl)

久里 浜 田浦 線 山岳 トンネ ル設 計 ・施 工 に関 す る研究(H2,3)

道路 改 良 工 事 に関す る調 査研 究(H3)

三浦 半 島 中央 道路 の トンネ ル設 計 に伴 う技 術 検 討(H4)

恩廻 公 園 調 節 池 工事 に関 す る調 査 研 究(H6)
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横 浜 市

高速 鉄 道1号 線 下 永 谷駅 山岳 トンネ ル部 分 の 設計 施 工 に関 す る研 究(S53)

高 速鉄 道3号 線 三 つ 沢下 町駅 及 び三 つ沢 上 町 駅 の 山岳 トンネ ル の設 計 施 工 に関 す る研

究(S54)

高 速 道路 と交 差 す る横 浜市 高速 鉄 道3号 線 の設 計 ・施 工 に関 す る調 査 研 究(S61)

横 浜 市高 速 鉄 道3号 線 鶴見 川シールドにお け る地 震 の影 響 の設 計 施 工 に関 す る研究

(S61,62)

都 市 計 画道 路 環 状2号 線(仮 称)港 南 トンネ ルの設 計 施 工 に関 す る調 査 研 究

(H1,2,3,4,5)

都 市 計 画道 路 環 状2号 線(仮 称)港 南 トンネ ルの歩 道 に対 す る調 査検 討(H4)

帝都高速度交通営団

環 境 保 全 に 関 す る 調 査 研 究(S61,62,63,H1,2,3,4,5,6)

発 生 土 再 利 用 に 関 す る 調 査 研 究(H4)

東 日本旅客鉄道㈱

円形PCRト ンネ ルの設 計 及 び施 工 法 に 関す る研究(S63)

山岳 鉄道 トンネ ル の施 工技 術 に関 す る研究(H1,2)

東大阪生駒電鉄㈱

東 大 阪 生 駒 トンネ ル の施工 に関 す る調 査 研究(S60)

東京湾横断道路㈱

東 京湾 横 断道 路 セ グ メ ン ト継 手 試 験(S63,H1)

東 京湾 横 断道 路 トンネ ル防水 試 験(H1,2,3)

東 京湾 横 断 道路 実 物大 セ グメ ン ト性能 確 認 試 験(H2)

東京都地下鉄建設㈱

地 下 鉄12号 線環 状 部 特殊 設計 ・施 工 技術 の検 討(H2,3,4,5,6)

関西電力㈱

トンネ ル掘 削 に伴 うゆ るみ領域 の調 査(S56)

TBMに よ る山岳 トンネル破砕 帯 部 の掘 進 速 度 向上 対策 及 び地 山安 定工 法 の設 計(S58)

東京電力㈱

深部 洞 道 建設 技 術 に関 す る建 設 の うち地 中送 電 用 深 部立 坑 ・洞 道 の調 査 ・設計 ・施 工

指針(S55,56)

重要 構 造 物近 接 部 に お け る設 計 施工 指 針 の研 究(S58,59,60)

合理 的 トンネ ル設計 ・施 工 のた め の諸 測 定 の調 査 研 究(S59,60,61,62)

都市 の地 下 空 間の 高度 有 効利 用 方 策 に関 す る調 査(S60,61)

薬 液注 入 工 法 の設 計施 工 の研 究(S62,63)

都 市 に お け る多 目的地 下 空 間 の開 発 に関 す る調 査(S62,63)

水 力 発電 所 の長 大 トンネル の施 工 法 に 関す る研 究(S63,H1)

地 下 掘削 技 術 開発 の 調査(H1)

民 有 地地 下 にお け る公共 公益 施 設 整 備 の具 体 的 な方 策 等 に 関す る調査(H2,4)

TBMを 使 用 した掘 削 の合理 化 に関 す る研 究(H2,3,4,5,6)

立 坑 建設 技 術 の調 査(H2)

超 長 距離 シール ド工 法 に関 す る調 査 研 究(H3,4,5,6)

土 圧 シー ル ドに お け る掘 削 土 の搬 送 方 法 に関 す る調 査(H3)

合 理 的 な セ グ メ ン ト覆 工設 計 法 の研 究 の うち シー ル材 によ るセ グ メ ン ト止 水 設 計 指 針

検 討(H4,5,6)
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日本土木工業協会

外 国文 献(契 約)の 翻 訳 及 び編 集(S50)

ス チ ー ル フ ァ イ バ ー コ ン ク リ ー トの ト ン ネ ル 用 設 計 施 工 指 針 の 作 成(S53,54)

ECL工 法設計指針案の作成(H2,

地下構造物防水工技術協会

地下駅等地下構造物 における防水工設計施工に関す る研究(H6)

鋼 材 倶 楽部

ECL協 会

3)

久保 田鉄工㈱

ダ クタイ ル パ イ プ支 保工 の実 用 化 に関 す る研 究(S51,52)
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4)催 物 ・図書関係事業の活動

① 催物等事業

講演会等催物は,本 会事業委員会において,企 画 ・実施を実施 しているが協会設立以来

関係機関のご協力を得て,国 内においては,各 種調査研究委員会研究成果品を基にした講

習会 ・シンポジウム,各 年における興味ある トンネル工事現場での研修会 ・施工体験発表

会等を実施 し,本 会会員及び トンネル技術関係者の資質向上に努めている。また,海 外に

おいては,各 年の国際会議に技術調査団を派遣 し各国の トンネル技術の収集と,日 本の技

術情報を提供 してきた。

次頁以降に年度ごとの,催 物開催実績を示す。

② 図書資料の頒布事業

図書資料の頒布は、本会事業委員会のもとに広 く頒布 している。(参 考資料5。 頒布図

書一覧)

頒布図書資料は、自主研究の成果、受託 した調査研究の報告書および講演会、講習会等

のテキス ト等である。また、毎年12月 現在の施工中の トンネル工事一覧および協会の事業

概要、会員名簿等を内容とした トンネル年報を発行頒布 している。

設立以来の各年度毎の頒布件数および平成6年 度までの頒布部数は、次のとおりである。
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講 演 会 等 催 物 開 催 実 績

見 学 会
A映 画会(特 別講演会含 む) 施 工 体 験 発 表 会 ・発 表 会 講習会 ・シンポジウム ・説明会 講 演 広

年 度 海 外. 国 内

内 容 人員 内 容 人員 内 容 人員 内 容 人員 内 容 人員 内 容 人員

昭 和 ・欧州 トンネル工事現場見学会 11 ・上越新幹線中山 トンネル2回 68 東京2回 、大阪2回 、名古屋2回 、 1,553 ・'76ト ンネ ル技術 講 演 会 550

50年度 <団 長:比 留間豊(間 組)> 札幌1回 、仙台1回 、福岡1回 ・Cording教 授 講演 会 60

合計9回

昭 和 ・奥吉野 48 東 京1回 、大 阪1回 、名 古屋1回 、 1,261 第1回 「都市土木における環境保全 206 ・濁水処理技術 88 ・地下貯蔵施設 109

51年度 ・大清水 トンネル 34 札幌1回 、仙台1回 、福岡1回 対策」(東 京) ・トンネル工事安全対策 「運搬」 86 ・'77ト ンネ ル技 術講 演 会 502

・都内地下鉄 90 合計6回 ・地質調査技術 23 ・協会設立1周 年座談会 6
・高 瀬 38

昭 和 ・欧 州 トンネ ル(ス トックホ ル ム) 41 ・福岡地下鉄 25 東 京1回 、大 阪1回 、名 古屋1回 、 1,015 第2回 「山岳 トンネル施工対策」 93 ・NATM施 工技術 308 ・'78ト ンネ ル技 術講 演 会 467
52年度 <団 長:佐 藤能章(国 鉄)> ・青函吉岡 32 札幌1回 、仙台1回 、福岡1回 (東京) ・トンネル工事安全対策 「肌落ち」 92 ・地下構造物計測技術 158

・香港地下鉄現場見学会 45 ・上越新幹線 38 合計6回 ・工事契約討論会 59 ・アー ルベ ル グ トンネル 138

<団 長:渡 辺 健(営 団)> ・都下水道 57 ・吹付 、 計 測 72 ・NATM　 (エ ガー博 士) 181

49 ・吹付(ハ ー グ氏) 40 ・ペック博士を囲む 39
・東京国際会議 6

昭 和 ・欧 州 トンネ ル 29 ・台場 トンネ ル 61 東 京2回 、大 阪1回 、 名古 屋1回 、 1,271 第3回 「都市土木」(東 京) 159 ・NATM施 工技術 459 ・NATM　 (ミ ュー ラ博 士) 144

53年度 <団 長:瀬 木 慧(道 公)> ・上越新幹線 39 札幌1回 、仙台1回 、福岡1回 ・トンネル工 事 安 全対 策 「シールド工 事 」 125 ・NATM　 (ゴル サ ー氏) 115
・青函竜飛 34 合計7回 ・薬液注入 125 ・'79ト ンネ ル技 術講 演 会 466
・都下水道 61

58

・M&H説 明会 33

・福岡地下鉄 33
・奥矢作 29

昭 和 ・北 米 トンネ ル(ア トラ ンタ) 41 ・青 函 33 東 京1回 、大 阪1回 、 名古 屋1回 、 L484 ・第4回rNATM」 334 ・NATM施 工技術 239 ・'80ト ンネ ル技 術講 演 会 350

54年度 <団 長:篠 原武司(鉄 公)> ・下 郷、 大 戸 41 札 幌1回 、仙 台1回 、福 岡1回 、 ・　 rNATM」 　 (大阪) 191 ・トンネル工事安全対策 「換気設備」 118 ・世良田博士 53

・香港地下鉄見学会 44 ・上越(2回) 70 新潟1回 、広島1回 ・第5回 「都 市 トンネ ル」(東 京) 123 ・ク ラフ教 授 72

<団 長:三 好迫男(都 交通局)> ・新宇佐美 77 合計8回 ・ゴル サ ー氏 90

・信越 54 ・カー ル ソ ン氏 82

昭 和 ・欧州 トンネ ル見 学会(ブ リュッセル) 40 ・名 塩 92 東 京1回 、 大阪1回 、 名古 屋1回 、 1,399 ・第6回 「山岳 、　NATM」 192 ・第1回 ～第4回 資材機械説明会 254 ・サ ウエ ル博 士 loo

55年度 <団 長:西 村裕一(東 大)> ・成 田 47 札 幌1回 、旭 川1回 、 仙 台1回 、 ・第7回 「泥水 、 土圧 系 シー ル ド」 193 ・NATM施 工技術 452 ・ア ンベ ル グ氏 76

・インドネシアアサハン見学会 30 ・営団氷川台 92 広 島1回 、福 岡1回 、新 潟1回 、 ・第1回 シンポジ弘(ロ ッ妹ルトエ) 255 ・マイ ヤ ー氏 48

<団 長:遠 藤浩三(都 交通)> ・関 越 31 岡山1回 ・第2回 〃(泥 水 、 土圧 系 シールド) 55 ・ペ ツハ ー博 士 109

・今市発電所 37 合計10回 ・地下大空洞の設計 と施工 112 ・'81ト ンネル技 術講 演 会 297

・新宇佐美 65

昭 和 ・欧州 トンネ ル(ニ ー ス) 46 ・三沢川分水路 50 東 京1回 、 大阪1回 、 名古 屋1回 、 1,聰9 第8回 「シール ド排土管理」 10毬 ・第5回 資材機械説明 3呂 ・デ ュデ ック教授 66

56年度 <団 長1藤 井 浩(国 鉄)> ・有 馬 ダ ム 39 札 幌1回 、仙 台1回 、 新潟1回 、 第9回 「不良地質の トンネル」 106 ・NATM施 工技術(東 京) 161 ・デ ュ フ オ ー 氏 49

・関 越 49 広 島1回 、福 岡1回 、 函館1回 、 ・ 〃(大 阪) 109 ・'82ト ンネル技 術 講演 会 312

・名 塩 53 合計9回 ・爆発防止 100

・成 田 39 ・山岳安全施工技術研修会(東 京) 197

・上野地下駅 42 ・ 〃(大 阪) 142

・藤 白 24 ・都市安全施工技術研修会(東 京) 153

・天 山 27 ・ 〃(大 阪) 116

・東扇島(2回) 77

・柴又幹線 52

・青 函 36

昭 和 ・欧州 トンネ ル(ブ ラ イ トン) 34 ・横浜地下鉄 58 名古 屋1回 、札 幌1回 、大 阪1回 、 346 第10回 「悪 条件 下 の シー ル ド」 lo7 ・NATM施 工技術 146 ・ミュラー、 エか 、 スパーン氏(東 京) 139

57年度 <団 長:山 本 稔(都 立大)> ・第2上 野 57 広 島1回 、福 岡1回 、 東京1回 、 第11会rNATMの 吹付 」 117 ・第3回 シンポジウム(吹 付 コンクリート) 260 ・ 〃(大 阪) 92

・バンコック、香港地下工事現場研修会 33 ・名古屋地下鉄 53 仙台1回 、以上研修会と併催 ・第4回 〃(礫 泥 水 、礫 土 圧) 209 ・'83ト ンネル技 術 講演 会 440

<団 長:加 藤 矯(都 下水)> ・袖 ヶ浦(2回) 99 合計7回 ・山岳安全研修会 194 働フ オンツ ー ラ博士 26

・長 峰第2 26 (大 阪 、東 京 、仙 台)

・俣 野川 15 ・都市安全研修会 254

・成 田 45 (東京 、大 阪 、 広 島、 仙 台)
・長井坂 40

一43一



見 学 会
A映画会(特 別講演会含 む) 施 工 体 験 発 表 会 ・発 表 会 講習会 ・シンポジウム ・説明会 講 演 云

年 度 海 外 国 内

内 容 人員 内 容 人員 内 容 人員 内 容 人員 内 容 人員 内 容 人員

昭 和 ・欧 州 トンネ ル(ワ ル シ ャ ワ) 31 ・世田谷管路 38 東 京2回 、福 岡1回 、大 阪1回 、 1,092 第12回 「特殊条件下のシール ド」 160 ・NATM施 工技術 314 ・シ ューベ ル ト博 士 71

58年度 <団 長:北 原正一(熊 谷)> ・汚 泥 プ ラ ン ト 44 新潟1回 、名古屋1回 、札幌1回 第13回 「特殊条件下のNATM」 158 (東京、大阪) ・青 函 トンネ ル 120
・仙台地下鉄 48 合計7回 ・第5回 シ ンポ ジウ ム 281 ・'84ト ンネ ル技 術講 演 会 323
・真 米 173 (計測と施工管理)
・青 函 アプ ロー チ 36 ・セーフティアセスメント研 修会(青 森) 56 ξ

・都営新宿線 116

・小木津 36

昭 和 ・欧州 トンネ ル(オ ス ロ) 38 ・国分川 69 仙台1回 、大阪1回 、札幌1回 502 ・第14回 「裏 込 注 入 」 92 ・第6回 シンポジウム(裏 込注 入) 190 ・ハ ー ク博士 68

59年度 <団 長:三 谷 健(機 械協)> ・安房岡谷 32 合計3回 ・第15回 「悪条件下のNATM」 103 ・セーフティアセスメント研 修 会 162 ・'85ト ンネ ル技 術講 演 会 492
・中南米調査団(カ ラカス) 26 ・北 神 56 (新潟、東京)
<団 長:橋 本定雄(都 下水)> ・平野川 47 ・推進工事安全施工技術研修会 358

・韓国調査団 38 ・土 湯 17 (東京)
<団 長:遠 藤浩三(都 交通局)> ・蛇尾川 75

・営団8号 線 97
・仙台地下鉄 36
・能生子不知 56

昭 和 欧州技術調査団(プ ラハ) 42 国分川分水路 69 仙台 88 第14回施工体験発表会(都 市) 92 第6回 トンネル技術シンポジ弘(裏 込注入) 190 ハーク博士特別講演会 68

60年度 <団 長 武見英雄(都 下水)> 北神 トンネル 56 大阪 77 一裏込注入一 第2回 山岳 トンネル安全施工技術研 71
'85ト ンネル技術講演会

492

蛇尾川発電所 75 札幌 337 第15回 施工体験発表会(山 岳) 103 修 会(セ ー フテ ィ ・アセ ス メ ン ト)

仙台市地下鉄 36
一悪条件下のNATM一

第1回 推進工事安全施工技術研修会 226

安房岡谷 トンネル 32 (東京)

平野川調節池 トンネル 47 第2回 推進工事安全施工技術研修会 132

土湯 トンネル 17 (大阪)
営団8号 線 97 第3回 山岳 トンネル安全施工技術研 91

能生 ・子不知 トンネル 56 修 会(セ ー フテ ィ ・アセ ス メ ン ト)

昭 和 欧州技術調査団(フ ィレンツェ) 37 荒川横過送水管布設工事(埼 玉県企 39 京都 99 第16回施工体験発表会(NATM急 533 都市 トンネル技術シンポジウム(シ 510 朴先生特別講演会 47

劔年度 <団 長 松崎茂樹(都 下水)> 業局) 10周年事業に併設 して開催 300 速施工) 一ル ド機種の選定) '86ト ンネル技術講演会
2魯7

メキシコトンネル技術調査団 12 公共下水道大池排水区第9工 区築造 48 札幌 194 第17回施工体験発表会(悪 条件下の 660 契約積算に関するトンネル技術シン 737

<団 長 山本 稔(都 立大)> 工事(茨 木市) 都市 トンネル) ポジウム

京都市地下鉄烏丸線鴨川1工 区(京 42 山岳 トンネル技術シンポジウム(明 554

都市) 日の トンネル技術を探る)

東京都下水道大田幹線その1工 区 44 九州地区NA麗安全施工技術研修会 58

(東京都) 環境保全対策講習会 49

清洲橋通り管路新設工事その2(東 41 東京地区鵬麗安全施工技術研修会 97

京電力)
九州縦貫自動車道(日 本道路公団) 51

北総開発鉄道㈱北総線栗山 トンネル 45

(日本鉄道建設公団)

昭 和 豪州技術調査団(メ ルボル ン) 都営地下鉄10号線 40 札幌 306 ECL工 法研究発表会 387 第7回 トンネルシンポジウム(NA 333

62年度 <団 長 松本克巳(都 下水)> 北越北線鍋立山、深沢 トンネル 38 第20回(山 岳)、 第2』回(都 市)施 577 TM補 助工法)

山陽自動車道武田山 トンネル 38 工体験発表会並びに特別講演会 「最 安全施工技術研修会(シ ール ドエ 56

東電日比谷築地管路 32 近の新技術と今後の開発課題」 事、東京)

関越 自動車道関越トンネル(巫 期工事) 30 安全施工技術研修会(山 岳 トンネ 99

京都地区下水道 トンネル 64 ル、 広 島)

昭 和
'88欧 州 技術 調 査 団(マ ドリ

ッ ド 61 鉄道シール ドトンネル 46 札幌地区における特別講演と記録映 313 第22回 施工体験発表会(山 岳)(テ 227 ECLシ ンポ ジウ ム 324

63年度 国際会議) 京葉都 心線シール ドトンネル 34 画会 一マ:都 市土木における鵬麗施工)

<団 長 吉村 恒(佐 藤)> 北海道地区道路 トンネル 47 第23回 施工体験発表会(都 市)(テ 213

信発第二水路 トンネル 41 一 マ1新 しい シール ド技 術)

習志野台 トンネル 37 地下空間利用に関する建設技術研究 323

長浜 トンネル 41 発表会
串木野地下備蓄事業所 39

都営12号 線 36
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見 学 会
映画 会(特 別 講演会 含む) 施 工 体 験 発 表 会 ・発 表 会 講習会 ・シンポジウム ・説明会 講 演A 云

年 度 海 外 国 内

内 容 人員 内 容 人員 内 容 人員 内 容 人員 内 容 人員 内 容 人員

平 成 北米技術調査(ト ロント) 70 蛇尾川水力発電所 54 第24回 施工体験発表会(山 岳:NA 173 山岳 トンネル安全研修会(岡 山) 137

元年度 <団 長 大城金夫(横 断道)> 関越 トンネル 41 TMの 新技術) NATMの 補助工法Bシ ンポジウム 302

横浜市高速鉄道3号 線 40 第25回 施工体験発表会(都 市:自 動 168 15周年記念事業シンポジウム(大 深 588

営団7号 線 34 化 ・ロ ボ ッ ト化) 度地下利用技術の現状と将来展望)
四国横断道各 トンネル 30

福岡市地下鉄 32

平 成 北 欧技 術 調 査(ス トック赫 ム,トロンハ仏) 31 広島地区道路 トンネル(山 陽、中国 45 札幌地区における特別講演と記録映 341 第26回 施工体験発表会(NATMの 188

2年 度 <団 長 土居則夫(鉄 公)> 自動車道) 画会 自動化、省力化)

成都国際会議技術調査 49 中部地区道路 トンネル(中 部縦貫、 47 講師:水 谷敏則(建 設省土木研究 第27回 施工体験発表会(泥 水式シー 200

<団 長 鮫島利隆(道 公)> 長野自動車道) 所) ル ドにおける泥水の安定管理)

習志野台 トンネル 33

中国地区道路 トンネル(中 国横断自 44

動車道)

平 成 ITAロ ンドン国際会議 40 第2布 引、舞子 トンネル 41 札幌地区特別講演と映画の会 293 第28回(山 岳)施 工体験発表会 238 密閉型シール ドの施工管理 219 吹 付 け コ ン ク リー トに関 す るフ ォ ー 345

3年 度 <団 長 小森 博(鉄 公)> 加久藤 トンネル 36 講師:西 松裕一(東 京大学) 第29回(都 市)施 工体験発表会 230 ラム(東 京)(大 阪)

香港、台湾地下工事現場研修会 18 国分川分水路 トンネル 36

<団 長 小野正二(道 公)> 札幌地区(札 幌地下鉄、国道長橋 ト 19

ンネル)

神奈川地区(横 浜地下鉄、東京電力) 34

平 成 メキ シコ ・ア メ リカ技 術調 査 78 名古屋市地下鉄 79 札幌地区特別講演と映画の会 289 第30回(山 岳)施 工体験発表会 195 ECL工 法設計講習会 221

4年 度 <団 長 橋本定雄(地 下鉄)> 菊田川下水道幹線 35 講師:猪 熊 明(建 設省) 「トンネルの新工法と機械化」

山陽自動車道笠井山トンネル 40 第31回(都 市)施 工体験発表会 169

国道140号 雁坂 トンネル 39 「近接施工の課題と対応」

京都市地下鉄 38

横浜市港南 トンネル 41

平 成 オランダ国際会議技術調査 45 片福連絡線現場研修会 40 札幌地区特別講演と映画の会 288 第32回(山 岳)「 最近の先受工法及 249 山岳 トンネルの地質に関する講習会 224

5年 度 <団 長 小林芳夫(道 公)> 営団7号 線現場研修会 40 講師1山 本 稔(東 京都立大) び大断面 トンネルの施工」

ツーロン国際会議技術調査 26 環七地下河川現場研修会 40 第33回(都 市)「 都市 トンネル工事 173

<団 長 下河内稔(鉄 公)> 五里ケ峯 トンネル現場研修会 40 における環境対策」

湯田第2ト ンネル現場研修会 30

舞子 トンネル現場研修会 30

平 成 エジプ ト国際会議技術調査 56 新潟地区現場研修会(竜 ケ岳T、 新 39 札幌地区特別講演と映画の会 332 第34回(山 岳)「 トンネル掘削の機 231 東南アジア地下空間利用シンポジウム 289

6年 度 <団 長 岩崎 徹(鉄 公)> 新樋曽山T) 講師:定 塚正行(圃 高速道路技術 械化」 ワグナー博士特別講演会 175

東南アジア地下空間利用 シンポジウ 27 岩手 トンネル現場研修会 41 セ ンター) 第35回(都 市)「 都市 トンネル工事 157

ム技術調査(バ ンコク) 帷子川分水路 トンネル現場研修会 35 におけるシールドの新工法 と新技術」
<団 長 滝澤正道(鉄 公)> 霞ヶ浦導水路 トンネル現場研修会 34

東海北陸地区現場研修会(油 坂T、 36

小瀬子T)
京都市地下鉄現場研修会 40

九州地区現場研修会(第3紫 尾山 23

T、 肥 後T)

大阪市地下鉄現場研修会 35

東京湾横断道路 トンネル現場研修会 29
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6)会 誌配布事業の活動

会誌委員会(毎 月開催)の 監修 によ り月刊機関誌"ト ンネル と地下"を 会員 に配布

して いる。会誌 は、昭和50年1月 に 日本 トンネル協会誌 として"ト ンネル と地下(vol。

6,Nα1。1975)"が 産声をあげて以来、 トンネル技術 に関す るわが国唯一 の専門誌

と して会員に有益 な情報を提供 し続 けてきて いる。

会誌 の内容 も年を経 るごとに充実 され、 トンネル関係の知名な先輩か らいただ く貴

重な経験、その時々の時評、今後の示 唆などの巻頭言 には じま り、次の ような事項を

掲載 している。

・トンネル技術に関す る研究の成果

・トンネル技術に関す る内外の情報

・鉄道、道路、地下鉄、サー ビス トンネル等 の施工実績

・トンネルに関する各種技術の連載講座

・興味深 く読め る随想

・海外視察、および内外のシンポジウムな どの報告

・トンネル工事の現況写真

・全国の トンネル現場か らの便 り

また、当協会設立5周 年を迎え た昭和54年 度か ら昭和63年 度 まで トンネル と地下に

掲載 された論文報告文を対象に、毎年、読者 の投票 によ り 「読者賞」を設 けて総会 に

おいて表彰状 と記念品を贈呈 した。
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参 考 資 料

1。　OECDト ンネル勧告会議の結論 と勧告

2.役 員在任一覧表

3.顧 問、評議員在任一覧表

4.常 設委員会委員長在任一覧表

5.ト ンネル年報 にみる工事の推移

6。 頒布 図書一覧表

7。 団体会員会社一覧表



参考資料1.　 OECDト ンネル勧 告 会議 の結論 と勧告

トンネル勧告会議、 ワシン トン市、1970年6月22～26日

(北 村 市太郎訳)

結 論(1971年1月27日 　 oEcD　 council　 に よ り承 認)

下記 に述べ る勧告は、次の20力 国が参加 して開催 され たOECDト ンネル諮問会議 にお

いて採択 された ものである。

オ ー ス トラ リア

オ ー ス トリァ

ベル ギ ー

カ ナ ダ

デ ンマー ク

フ ィ ンラ ン ド

フラ ンス

ドイツ

ギ リシャ

アイスラ ン ド

イタ リア

日 本

オ ランダ

ノル ウェー

ポル トガル

スペ イ ン

スウ ェーデ ン

スイス

イギ リス

アメ リカ合衆 国

トンネル*に 対す る世界の需要 はすで に相当の量 にのぼ って いるが今後 ます ます増加す

るもの と予想 される。

本会議 のために行われた調査 によれば、1960～1969年 の間にOECD加 盟 国内で は少 な

くとも13,000km(採 鉱を含めば430,000㎞)の トンネルが施工 された。その掘削量 は3億

㎡(採 鉱を含めば40億 ㎡)に およぶ ものである。 この会議の開催当時、 これ らの国 々にお

ける年間 トンネル工事費は10億 ドル(採 鉱 を含めば30億 ドル)と 見積 られていた。1970～

1979年 の10年 間には トンネルに対す る需要 は過去10年 間の需要 に比べ少 な くとも2倍 にな

るもの と予想 され る。

ます ます増加す るかか る需要量 は、鉱物採取、公益施設、運輸施設、水力開発 その他従

来の用途範囲での地下掘削需要の増加のみな らず、都市地域 における新 しい特殊 な必要性

か らも生ずる ものである。都市人 口がたえず膨張 し、集中す るにつれて、従来地上 に設け

*当 会議 で 用 い られ て い る"ト ンネ ル"と は、最 終 的 に は地 表 面下 に位 置 し使 用 され、

何 等 か の方 法で 所 定 の形 状寸 法 に作 られ た 空洞 で 、 断面 積 が2㎡ 以 上 の もの を 指 す。
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られていた多 くの主要機能や施設(た とえば自動車道路、発電所、駐車場、貯水池、下水

施設等)を 地下 に収容 し、地表面 を保存 し、環境の保全をはか ることが ます ます必要 にな

って くる。都市の膨張が続 くか ぎり、地下利用 に対す るこの種の需要 は都市 開発を計画 し、

遂行す る関係者 に困難な問題 を投げか けつつ、急速なペースで増大す るであろ う。

かか る問題 に効果的に対処す るには如何な る施策をとるべ きかを各国政府に勧告するの

がOECDト ンネル諮問会議 の本質的 な目的である。 この意味において、本会議 は従来 の

トンネル に関す る国際会議 と異 な って いる。 この点について は過去の如何 なる技術的会議

とも興 を異 に している。今 日の技術会議の大部分 はある定まった分野 における学 問水準 を

検討 し、情報、見解 、および経験 を交換す るための場 として役立っ ことを目的 としてい る。

本会議 は トンネル掘削 とい う特定の技術 に対す る社会的意義 と、 この技術を環境改善のた

めに建設 的に利用す ることに焦点を合 わせ て討議するように意図 されてい る。 したが って

本会議 は トンネルの潜在的需要を評価 し、今後かかる潜在需要 を助長す るためにとるべ き

積極的公共施策 にっ き指標 を与え る ものであ る。

過去1⑪年 ほどの間 にあ る特定の トンネル技術で はかな りの進歩が見 られた。 なかで も最

大 限の努力が結集 された ときは、工費、工期 とも50%ま たはそれ以上節減 された例 もあ る

特定の トンネルでは見 られ る。 しか しこの会議 のために行われた調査に参加 した各国の間

で は、 トンネル技術 は更に根本 的な改良が必要 であり、また可能であり達成 しうるとい う

点で意見 の一致を見 られ る。単 に工費 や工期の大幅な節減のみでな く、特 に都市地域にお

ける トンネル工事がおよぼす好 ま しか らざる影響 、すなわち騒音、ほこり、振動 、地盤沈

下等 もまた最小限に抑止す ることが で きる。 トンネル技術の改良を促進 し、 またある面で

はかか る改良の促進を頑固 に拒む種 々の障害を除去するために も各国政府の適切な措置が

期待 され或いは必要不可欠 な もの と思われる。

しか しこれは進歩が短期間 に容易にな され るということを意味す るものではない。現存

す る問題を解決す る万能薬 は存在 しないのである。地盤状態の変化 とい うきわあて重大 な

要素、個 々の トンネル掘削延長 と直接関係す る もの以外 に、 トンネル掘削に含 まれ る各種

作業 、工事条件の多様性 、工事規模 と最適施工計画の関連性 一 これ らすべての要因が進

歩を複雑化 し、かつ普遍的に適用で きる単純 な解決法を阻んでいる。

更に種 々の制度上の要因によ り トンネル技術の急速な改良が妨 げ られてい る。 たとえば、

トンネル掘削 は異な った 目的のためには異な った技術を要す ると見なす傾向が技術の進歩

を妨げていた。今 日まで トンネル掘削工法の相違性とい うことにあまり重点が置かれ、そ
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の本質的類似性 とい うことに注意が ほとんど払われなか った。次 に トンネル掘削は統一 さ

れた システム として考え られず各種技術の混合 された もの と考え られ る傾向が多い。研究

調査が トンネル掘削工種の種 々の要素 について、片寄 って なされて いるため、 ある重要部

門にほとん ど注意が向けられていない。最後 に、 トンネル工事のマ ーケ ッ トは非常に断続

的かつ予測不可能なるために新技術の急速 なる普及 には適 して いないといえ る。最近 の最

も著 しい革新はおおむね長期 にわた って特定 の目的のために トンネル技術の促進が継続 し

て行 われて きた分野に見 られる。

上述 の要因 一 トンネル掘削技術の本質的な困難性、制度上の障害、地下施設の利点 に

対す る認識不足 一 これ らすべてが土木工学の他の部 門に比 し トンネル掘削技術の発達 を

お くらせ る原因 とな っている。公共の福祉のために トンネル技術を最 も有効に利用す るこ

とによ り目的が達成され る。 したが って これを阻む種 々の障害 を明確 に し、可能な限 りこ

れを排 除せねばな らない。

かか る背景か ら、本会議 においては次の各項 目にっ き各国政府 の配慮 と適切 なる措置を

勧告す る。

1。 各国 において中心機関の必要性。

2.地 下利用の計画。

3.投 資お よび計画の決定 に際 し総費用 と総利益を比較す る考え方をす ること。

4.技 術進歩の促進。

5.国 際協力。

これ ら5つ の勧告は以下 に詳述 す る。

これに続 き トンネル掘削につ き最 も技術的に要求度 の高 い要改良点の概要 を 一 優劣順

序を付けず に 一 下記 の項 目につ き列挙す る。

1。 地質お よび水理学

2。 岩盤お よび土質力学

3.掘 削法

4.材 料運搬法

5.支 保工および覆工

6。 環境管理 および安全

7。 掘削 システム
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勧 告

(1)各 国における中心機関の必要性

現在の トンネル掘削技術を進歩させ、広範囲の地下利用計画を促進するために、まず

各国で国内における トンネルに関する活動の中心となる機関を設立するか、あるいは選

定することが第一歩である。明らかに、この機構または機関は、国によって異なる形態

をとろう。この機構はある国においては小 さなものであって、その主要機能は各作業団

体の業務を調整 しどの作業団体がかかる主要業務活動のどの部分に責任を持っかを保証

するものであり、また他の国においては、中心機関が実際に多くのかかる重要業務を遂

行する非常に大きな組織であることもある。

勧 告1

各国は地下利用計画の分析評価の調整に関 し、また適当と考え られ る場合に は、 トン

ネル掘 削技術の改良の促進 に関 して責任 を有す る単一な機関を国家 レベルで選定すべ き

ことを勧告す る。かか る機関 は、す くな くとも、以下にある業務を担当す るか、他 に担

当させ るものでな ければな らない。

ω トンネル掘削の各要素 および全 システムに要す る費用および実績に関す るデーター

および現在行われてい る研究、開発、技術革新活動を含む、 トンネル掘削に関す る技

術情報の収集 と配布。

ω 研究、開発によ って解決 しうる技術的要求を明 らかに し、研究、開発の総体的な水

準 と構造を明 らかに し、今 まで と異 な ったタイプの トンネルに対する将来 の需要 に適

応す る範囲を定期 的に吟味 し、他 の 目的のために開発 された新技術 との交流 を促進す

るために、 トンネル掘削技術の現状 を継続的 に分析評価す る。

働 あ らゆる用途 につ き計画 され る将来の地下工事の量 に関 して、定期的統計的に需要

の予測を行い、 これに関す る資料 の収集。 これは地質条件、構造物の大小、用途 およ

び型 に区別 され、かっ二つの カテ ゴ リーに分 けられる。すなわち一一一…

(a)従 来の用途 、現在の技術および施主の趣 好か ら生 じる短期的需要(約5年)

(b)新 分野の用途 および新技術 、利用者機構 の潜在的変化 を含む中期的需要(約10年)

輌 トンネル工事が予測 され る地域特 に都市化 が予想 され る地域の地質資料を系統 的に

編集す ること。

藺 トンネル工事 によって社会全体が最大 の利益を得 るよ う現行法規 と慣習的基準が有
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効に働いているかどうかを検討すること。

帥 トンネル掘削技術の現状に基づいた契約方式についての研究。 これには契約当事者

相互で、危険がどのように分担されているか如何に新技術の利用を奨励するかについ

ての検討を含む。

㈲ ますます増加する計画的な地下利用から得 られる利益に関して、計画者、官公筋、

民間への啓蒙に必要な活動。

㈲ トンネル掘削分野における技術者の養成訓練の充足についての検討。

㈱ トンネル掘削の応用、計画および実施に関す る国際的諸活動への参加。

(2)地 下利用計画

都市または他の人口集中地域における地下は非常に価値があるか ら、その利用につい

ては、長期的に積極的にかっ総合的計画によって決定されることが大いに望ましい。ま

ず、かかる地域における単一機関が既存の地下施設および構造物の位置 と用途の詳細な

記録を保管する責任を負 うべきである。将来の地下利用計画は、現在のみならず将来の

必要度を考慮 して、各種用途の優先度の確立 と、地下構造物および設備の多 目的化の促

進の観点か ら調整されるべきである。

勧 告2

各都市密集地域において、単一機関が既存の地下利用施設の詳細な記録を保有 し、調

整のとれた地下施設の総合計画を作成し、これを定期的に更新することが望ましい。 し

たがって、各国政府がこの目的に適った措置をとることを勧告する。

(3)投 資および計画の決定に際し総費用と利便を比較評価すること

現在投資計画の評価は直接建設費のみをもとに して比較され、社会的および環境上の

経費と利便につき地上施設と地下施設の比較はされていない。そのため、地下施設の費

用は、その比較の対象となる地上施設の場合の費用との差が実際よりも大きく考えられ

る傾向がある。

たとえば、現場進入に伴う障害、将来の土地利用に対する障害、工事中の不便とビジ

ネスタイムの損失等を含む地上工事による社会的代価、土地の永久占有による不動産評

価または税収の減少、あるいは特別の施設を地下に設置することにより騒音、振動、臭

気、視界制限を永久に緩和する等、環境改善効果を考えるならば、地下施設のほうが往

々にして有利となる。
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勧 告3

したがって公共投資を評価比較選定する際に、地上案と地下案の直接工費および便益

のみならず、その間接費用および便益をも考慮に入れることを勧告する。計画の決定に

っき責任を有する富庁や公共団体がこの勧告案を容易に実施できるように、一層明確な

資料と妥当な方法を準備 し都市地下部分の徹底的かっ効果的利用によってえ られる社会

的影響を下記の検討を通 じて調べる。

ω 商業活動に対する支障と都市居住者の健康、福祉への影響による間接経費を含む総

費額を決定するために地上および地下案につき都市環境と都市住民に対する影響の検

討

ω 地下工場等新 しい利用法を含むより広範囲な地下利用に対する心理的その他社会的

影響の検討

(i,ij)施工中、施工後の地下の利用増加による社会生態を含む他都市環境に対する特異的

影響の検討たとえば地下水面の変化、ずりの利用および廃棄、耐震性、都市生活の変

化等の検討

㈱ 社会的影響 も含めた一切の費用を考慮に入れて、地上工事案、開削 一 トンネル案、

地下 トンネル案の費用比較

(4)技 術革新の奨励

今回の調査によれば トンネル技術に関する研究開発規模を広げ更に努力水準を向上さ

せねばならないことは、各国とも認めるところである。各国によって地質その他条件の

相違があり、かっ トンネル掘削技術 も異なるため、かかる研究の優先度についての意見

を異にする回答に接 したことは驚くに足りない。

今回の調査に対する各国の回答を詳細に検討 してみると、研究成果を トンネルの設計

と施工上の問題に適用することは非常に難 しいことを示唆 している。利用 しうる最高の

技術を実際工事に十分活用 していない点に問題がある。

研究か ら始まり、開発、試験、評価、修正、再評価 と続 く一連の開発過程の繋が りに

弱点や誤解さえあることが明らかになった。かかる開発成果は一般に普及され、適当な

状況の下で広 く認識利用されなければならない。ある程度これは特に トンネル掘削の際

に遭遇する各種の条件変化 と従 って問題の多様性によるものである。更に一般的に トン

ネルの研究設計、施工において共通の目的に欠 くるところがあるため、多 くの場合その

目的に最適な解決に達することができなかったり、ある問題を他の問題と別個に考える
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傾向となっている。

OECDの トンネル需要報告書によれば鉱山分野を除けば、 トンネル工事は、公共事

業企業として もしくは公共使用のためにたとえば上下水道、交通網などのように公共資

金で大部分施工されていることが注目される。 したがって トンネル技術の研究開発に対

する公共投資は結果的には公共事業企業者の費用の削減になることは明らかである。

勧 告4

したがって、各国が トンネル技術の分野において技術の開発 とこれが利用を一層迅速

に効率的にかつ広範に促進する措置を早急にとることを勧告する。その措置の基本事項

は下記のごとくである。

(i)ト ンネルに関連する地圧、地下水および地震の挙動、応力、変形の包括的な観察計

画、この計画には当初予想していたものと比較するため完成 した トンネルの長期間調

査をも含む。

Oi)　実際の工事に既存の最高技術と機械の使用の奨励、また妥当な場合にはその要求。

これは工事の計画と設計段階における充分な現場調査をも含む。

㈹ トンネルの施工および保守維持についての実際的な問題に関するシステム分析と研

究計画の奨励

㈹ 実際の建設工事において新技術や新 しい機械の実物大試験や公開実験の費用負担ま

たは奨励

劒 各国の実情にあった地質状態の範囲でプロ トタイプ掘削機、掘削各要素および総合

システムの試験、評価を行うための実物大実験設備の開発への参加

(5)国 際協力

直接的な活動は一般に国際的 レベルよりはむしろ国家的 レベルでなされるであろう。

したがって国際的になし得る最 も効果的な活動は共通問題の解決につき、理解と協力を

うるために情報の自由な交換の奨励である。

勧 告5

したがって下記の項目に対 し国際間の努力が向けられるよう各国の中心機関が直接に

もしくは、国際委員会を通じて緊密な連繋活動を行 うよう勧告する。

(i)ト ンネル掘削技術や トンネル運営に関係する他の国際機関と連繋をはか り協力関係

の維持

(iD　トンネル掘削の需要、地質状況、統計、設計ならびに建設技術に関する資料を各国



で収集分析するため国際土質学会、国際岩盤力学会のような既存の国際組織と共同で

標準的な手続ならびに用語の制定を促進する。

蘭遊 各国の トンネル掘削技術の進歩状況を調整することによって国際的な規模か ら見て

どの研究項目が必要なのか容易に確認できるようにする。

㈹ トンネルの断面x形 状の標準化が望ましいか否かを特に トンネル掘削機械の標準化

を考慮 して調査する。

㊥ 標準契約方式の広範囲な適用につき考慮する。

㈱ トンネル掘削技術およびその利用更に前述の勧告の履行によって得 られた進歩を検

討するため、定期的に国際会議を開催する。

(付録)研 究必要事項

詳細な点では予想 された とお り、合意 に達 しなか ったが、 トンネル技術の総ての面 に

っ き改良を必要 と し、ある点では早急 に必要であるとい う点で は原則的に合意 に達 した。

よ って勧告1お よび3に 述べた研究提案 に先立ち、当面の技術進歩状況の不充分な点お

よび これか ら改良が一般 に最 も要望 されて いる事項につ き以下述べ ることは有用であ る

と考 え られ る。

各 国の優先度の選択につ いて は、各国それぞれの トンネルの計画およびその必要度に

よ って異 なるのは当然である。 また必要 な研究開発計画の実施方法 も各国 によって工事

の種類、政府 と産業界の関係 に影響 のあ る法規、習慣、制度によ って異 なるであろ う。

予測 され る改良によって直接お よび間接 に社会の受 ける利益が大 きい場合 には、その研

究開発費の負担につ き次の措置を とるぺ きで ある。

○改良、開発につ き、私企業の意欲 を減退せ しむることのないような形で政府の直接

支持

○免税 あるいは適 当な費用負担 により私企業 における研究、開発の刺激

○ トンネル工事において得 られ る利益を還元す る方策による工費節減努力の奨励

以下に優先的に研究を必要 とす る主要 な項 目を簡単 に列挙す る。

1.地 質および水理

1.1地 表および切羽 よ り行 う物理探査法 の開発

1.2ボ'一})ン グ孔 を利用 して、物理探査 によ り更に正確な地質情報を うる技 術の開発

1.3連 続サ ンプ リング採取を含む、不撹乱資料採取法



1。4岩 石および土砂の標準表現法 および工学的分類 法

1。5地 下水状況お よび各方向の透 水度調査法お よび掘削中の湧水、水位低下 および復

元の予測法

1.6埋 設物、空洞お よび水 中障害物 の探知法

1。7沈 埋 トンネル施工中の波浪、潮流 の影響

1.8沈 埋 トンネル におけ る荷重伝達状 態および沈泥速度お よび範囲の調査法

2.岩 盤および土質力学

2。1岩 盤力学 および土質工学の基礎研 究

2.2土 砂お よび岩石の現場 にお ける性質 の正確かっ経済的調査法

2。3ト ンネル構造 に対す る地盤の時間的経過挙動の研究

2.4局 限 された範囲内の土砂の転圧方法 の改良

2.5地 震時における各種土質の トンネルに対す る影響 の研究

2。6沈 埋 トンネルの水中 トレンチの安定研究

3.掘 削方法

3。1岩 石破砕の基本的研究

3。2機 械掘削において硬岩に も適用 しうるカ ッター、ベ ア リングの改良

3.3地 質の変化 や湧水のある場合 にで も適用 しうる機械 および掘削法の開発

3。4火 薬を使用 してかつ機械掘削す る方法 を も含 み、新 しい掘削法の研究

3.5周 辺地山、近接建造物 に対す る影響の少 ない掘削法 および掘削機の開発

3.6機 械掘削を積極的 に採用 しうるように、 トンネル断面 の標準化

3。7機 械掘削の簡単かっ正確 な操舵法

3.8掘 削法 と岩盤力学、土質工学の関係 の究 明

3.9圧 縮空気を使用 しない滞水層 内の トンネル切羽 の保持法

3。10岩 石お よび土砂の破砕、掘削 にっ き新技術 の利用可能性を積極的 に研究す る

3。11沈 埋 トンネルの トレンチ掘削の改良

3.12沈 埋 トンネルの トレンチ計測方法の改良

4.材 料運搬

4。1流 動性能、粒子の大小の影響等 に関 し、土砂粒 の性質の基礎的研究

4。2小 型の運搬方式の開発

4。3市 街地に適す る運搬方法の開発
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4.4ず りの流体運送"、`空気輸送方式の研究

4.5ず りの掘削 、積込、輸送 およびず り捨の総合 システムの開発

4.6水 深 の深 い沈 埋 トンネルにおけるサ ン ドゼ ッ ト基礎の補助方式の開発

5。 支保工 および覆工

5.1土 留および水中法面安定計算の改善

5.2支 保工 の合 理的設計法.,`特に吹付支保工、 ロックボル ト、 タイバ ックア ンカー一、

連続壁、柱列壁の設計

5.3地 山(開 削 トンネルの埋戻 しを含 む)と 支保工、覆工およびそれ らの相互 関係 に

っ き、現場 における挙動 に関す るデーターの収集を計 り、各種 トンネルの設計法へ

の応用をはか る。

5.4切 羽 に接 し急速 に建込み うる支保工 で永久覆工 と一体 とな って働 く支保 工の開発

5.5取 扱 いお よび建込の容易 な支保工の開発

5.6グ ラウ トお よび凍結 による地盤強化技 術および材料 の開発

5.7開 削工法 において、近隣地盤の沈下 を最 小限 に止め る支保工の開発

5.8ブ レカス ト覆土、特 に地 山を再圧縮す る覆工技術の開発

5.9地 山を損傷 しない平滑爆破法(特 に地下構造物 について)の 開発

5.10開 削構造の土留壁 の改良

(i)爆 音振動 の少 ない"、,狭隆な場所で使用で きる くい打機

ω 精度が高 く、広 い作業面積 を要 しない、水密性の高い柱列壁

(i,jj)玉石、岩石等支障物のあ る土質で も使用で きるベ ン トナイ ト置換連続壁

劒 経済的で基礎反 力伝達性 能の良い1ビ ーム土留壁

5.11経 済的で ジ ョイ ン トの容易 なブ レカス ト沈埋エ レメン トの開発

5.12潜 水夫 を使用 せず に くい基礎 と沈埋エ レメン トを接続す る方法

5。13地 下水低下影響 の予測法 の改良

6.環 境管理お よび安全

6.1爆 音、 じん あい、ガスの集 中度測定法の改良

6.2地 下作業、特 に新方式掘 削法 につ き環境基準の開発

6。3作 業員 の危 険防止上 、掘 削機械の リモー トコン トロール操作方式の開発

6.4じ んあい、電気機械危害 、煙、高温、爆音 、振動、湧水の制御方式の改良開発

6.5圧 縮空気 内作業員 の潜函病軽減法
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7。 トンネル掘削 システム

7。1ト ンネル作業 の行程を表現 し、不 適当な点 を分 析す るため に、数学的手法 お よび

モデル手法の開発

7。2数 学的モデルで表現で きるような地質条件の表示方法の開発、研究

7。3労 働災害お よび工費を低減す るため に、 自動化 による利益 の研究
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参考資料 窪。 役 員 在 任 一 覧 表(難/2)

社団法人日本 トンネル技術協会

59年

尾之 内 由紀 夫

半 谷 哲 夫

石 川 六 郎

4月(福 地合一)

上 村 公 明

田 中 和 夫

戸 谷 是 公

玉 野 治 光

横 山 章

高 山 昭

渡 辺 健

橋 本 龍 男

三 好 迫 男

7月(橋 本定雄)

藤 井 敏 夫

浅 井 新一郎

 

58年

尾之 内 由紀 夫

二浩橋高

石 川 六 郎

北 村 市太郎

上 村 公 明

田 中 和 夫

大 城 金 夫

玉 野 治 光

7月(横 山 章)

高 山 昭

渡 辺 健

橋 本 龍 男

三 好 迫 男

間 片 博 之

藤 井 敏 夫

浅 井 新一郎

加 藤 三重次1加 藤 三重次

池 原 武一郎

斎 藤 裕

2月(列 睡奇精 一一)

安 芸 恒 夫

伊吹 山 四 郎

 

池 原 武一郎

ll月(斎 藤 裕)

高 坂 紫 朗

安 芸 恒 夫

伊吹 魎 四 郎

 

57年

尾之 内 由紀 夫

高 橋 浩 二

石 川 六 郎

北 村 市 太郎

上 村 公 明

高 山 昭

大 城 金 夫

7月(玉 野治光)

濱 建 介

久保村 圭 助

渡 辺 健

汐 崎 孝 允

9月(三 好適男)

闘 片 博 之

藤 井 敏 夫

浅 井 新一郎

加 藤 三重次

鈴 木 信 孝

寺 西 信 美

高 坂 紫 朗

安 芸 恒 夫

伊 吹山 四 郎

 

56年

尾之内 由紀夫

高 橋 浩 二

前 田 忠 次

北 村 市太郎

上 村 公 明

昭

 

山高

大 城 金 夫

上 前 行 孝

濱 建 介

久保村 圭 助

渡 辺 健

汐 崎 孝 允

小 澤 康 人

間 片 博 之

藤 井 敏 夫

浅 井 新一郎

加 藤 三重次

鈴 本 信 孝

9月(寺 西信美)

高 坂 紫 朗

伊吹山 四 郎

北 原 正 一

森 茂 正

 

北 原 正 一

森 茂 正

 

北 原 正

7月(森 茂正)

勝

洋

徹

宇

郎

昇

平

一

茂

郎

吉

喜

三

良

昭

三

孝

龍

慶

献

照

本

田

藤

麟

房

井

本

島

田

笹

谷

村

山
　
市

斉

地

花

堀

岡

原

本

青

居

北

輸勝

洋

徹

声子

郎

昇

}半

一

茂

郎

士
口
公

三

良

昭

三

孝

龍

慶

献

是

本

田

藤

騎

房

井

本

島

田

笹

谷

谷

山

市

斉

地

花

璽

岡

原

本

青

居

戸

勝

洋

徹

宇

郎

昇

平

一

茂

郎

郎

公

三

良

昭

三

孝

龍

慶

道

是

本

田

藤

崎

房

井

本

島

田

笹

沼

谷

山

市

斉

地

花

堀

岡

原

本

青

戸

戸

北 原 正 一

酒 井 利 勝

山 本 良 勝

市 田

 

会 長

副 会 長

副 会 長

専 務 理 事

常 務 理 事

理

事

日 本 国 有 鉄 道

日 本 道 路 公 団

首 都 高 速 道 路 公 団

日本 鉄 道 建 設 公 団

本州四国連絡橋公団

帝都高速度交通営団

電 源 開 発 株 式 会 社

東 京 都 交 通 局

東 京 都 下 水 道 局

東 京 電 力 株 式 会 社

圃 日 本 道 路 協 会

㈱日本建設機械化協会

日 本 交 通 技 術 ㈱

新 日 本 製 鉄 ㈱

㈱ 輿 村 組

㈱ 大 林 組

大 林 道 路 ㈱

鹿 島 建 設 ㈱

㈱ 熊 谷 組

五 洋 建 設 ㈱

50年

篠 原 武 司

尾之 内 由紀 夫

佐 藤 欣 治

北 村 市太郎

上 村 公 明

島 田 隆 夫

三 野 定

小 栗 良 和

池 原 武一郎

浅 間 敏 雄

西 嶋 国 造

鈴 本 文 夫

遠 藤 浩 三

本 郷 文 男

三 村 誠 三

高 野 務

加 藤 三重次

鈴 木 信 孝

中 野 孝太郎

高 坂 紫 朗

赤 野

鑓吹 山 四 郎

前 田 忠 次

北 原 正 一

酒 井 利 勝

51年

篠 原 武 司

尾之 内 由紀夫

佐 藤 欣 治

北 村 市太郎

上 村 公 明

島 田 隆 夫

6月(伊 藤直行)

11月(菊 池三男)

池 原 武一郎

浅 聞 敏 雄

西 嶋 国 造

4月(前 田 実)

遠 藤 浩 三

本 郷 文 男

三 村 誠 三

高 野 務

加 藤 三重次

鈴 本 信 孝

中 野 孝太郎

高 坂 紫 朗

躍吹 劃 四 郎

前 田 忠 次

北 原 正 一

酒 井 利 勝

52年

篠 原 武 司

尾之 内 由紀夫

佐 藤 欣 治

北 村 市太郎

上 村 公 明

9月(吉 村 恒)

伊 藤 直 行

菊 池 三 男

1⑪月(平 岡治郎)

浅 聞 敏 雄

西 嶋 国 造

前 田 実

遠 藤 浩 三

9月(糸 崎郁二)

三 村 誠 三

高 野 務

加 藤 三重 次

鈴 木 信 孝

』2月(大 橋富士夫)

高 坂 紫 朗

撰吹 山 四 郎

前 田 忠 次

北 原 正 一

酒 井 利 勝

53年

篠 原 武 司

尾之 内 由紀夫

佐 藤 欣 治

北 村 市太郎

上 村 公 明

吉 村 恒

3月(吉 田喜市)

3月(上 前行孝)

平 岡 治 郎

浅 間 敏 雄

西 嶋 国 造

4月(川 島登紀衛)

遠 藤 浩 三

7月(江 端正義)

三 村 誠 三

高 野 務

加 藤 三重次

鈴 木 信 孝

大 橋 富士夫

高 坂 紫 朗

伊 吹山 四 郎

前 田 忠 次

北 原 正 一

酒 井 利 勝

54年

篠 原 武 司

尾 之内 由紀夫

佐 藤 欣 治

北 村 市太郎

上 村 公 明

吉 村 恒

吉 田 喜 市

上 前 行 孝

11月(濱 建介)

久保村 圭 助

9月(渡 辺 健)

川 島 登紀衛

遠 藤 浩 三

間 片 博 之

三 村 誠 三

高 野 務

加 藤 三 重次

鈴 木 信 孝

大 橋 富士夫

高 坂 紫 朗

捗 吹山 四 郎

前 田 忠 次

北 原 正 一

酒 井 利 勝

55年

篠 原 武 司

尾之内 由紀夫

佐 藤 欣 治

北 村 市太郎

上 村 公 明

9月(高 山 昭)

大 城 金 夫

上 前 行 孝

濱 建 介

久保村 圭 助

渡 辺 健

川 島 登紀衛

9月(小 澤康人)

間 片 博 之

7月(藤 井敏夫)

高 野 務

加 藤 三 重次

鈴 本 信 孝

大 橋 富士夫

高 坂 紫 朗

伊 吹山 四 郎

前 田 忠 次

北 原 正 一

酒 井 利 勝

 

豊{7月(井 上忠熊)}井 上 忠 熊1井 上 忠 熊1安 芸 恒 夫1安 芸 恒 夫1安 芸 恒 夫

洋
徹
已
成
肇

夫
芸

夫

郎

 了
重

祐

孝

立

田

慶

道

三

藤

内

石

良

本

上

体

笹

藤

田

山

月

斉

小

大

植

岡

石

9

青

安

持

洋

徹

介

成

政

平

夫

雄

郎

夫

三

了

重

祐

孝

立

季

慶

道

田

藤

内

石

艮

本

上

内

笹

藤

山

市

斉

小

大

植

岡

石

竹

青

安

戸 田 守 二

政 田 嘉 明

 

戸 田 守 二

政 田 嘉 明

 

戸 田 守 二

政 田 嘉 明

 

戸 田 守 二

政 田 嘉 明国
日 本 道 路 公 団

戸 田 建 設 ㈱

㈱ 鴻 池 組
一 燃

吉 田 喜 市

戸 田 守 二

鈴 木 立 夫

吉 田 喜 市

戸 田 守 二

鈴 本 立 夫

吉 田 喜 市

戸 田 守 二

政 田 嘉 明

3月(大 塚勝美)

戸 田 守 二

政 田 嘉 明

大 塚 勝 美

戸 田 守 二

政 田 嘉 明

持 田 三 郎

戸 田 守 二

政 田 嘉 明

注()内 仮理事

奏

佐 藤 工 業 ㈱
1/71

!清 水 建 設 ㈱

大 成 建 設 ㈱

㈱ 地 崎 工 業

藤 森 謙 一

斉 藤 徹

小d」内 了 介

藤 森 謙 一

斉 藤 徹

際 森 謙 一
済 藤

7月(帯 猛)1帯 猛|

劇 斉 藤 詞 斉 藤 釧
ノ紬 内 了 州 小鵬 了 州 ノ輌 内 了 介

大 石 重 成

籟 良 祐 畷]植 良 祐 政壇 良 祐 政

小山内 了 州
一 一… …

鉄 建 建 設 ㈱ 大 石 重 刃 天 石 重 成「天三 重 成 大 石 重 成

植 良 祐 政

E

「

庁 建 設 ㈱豊 垂_豊 一國
杉 本 三 吾西 松 建 設 ㈱ 杉 本 三 吾 岡 本 孝 平「訂 言 孝 平唾 本 孝 平

竹 内 季 刻 竹 内 季二証

青 笹 慶三郎障 笹 慶三郎

,日 本 国 土 鰯 発 ㈱

㈱ 聞 組

葺

石 上 立 夫1石 上 立 夫

竹 内 季 雄{竹 内 季 雄

石 上 立 夫「言二言 立 刻 石 上 立 夫

竹 内 季 雄

青 笹 慶三郎

安 藤 道 夫

前 田 建 設 工 業 ㈱

三 井 建 設 ㈱

青 笹 慶三郎

安 藤 道 夫

一
青 笹 慶三郎

安 藤 道 夫 安 藤 道 刻 安 藤 道 夫

63



役 員 在 任 一 覧 表 (2/2)
社団法人日本 トンネル技術協会

1 6⑪ 年 61年 62年 63年 元年 2年 3年 4年 5年 6年

会 長 尾之 内 由紀夫 尾之内 由紀夫 内 田 隆 滋 浅 井 新三郎」浅 井 新一郎 浅 井 新一郎 浅 井 新一郎 浅 井 新一郎 浅 井 新 一郎 浅 井 新一郎

副 会 長 12月(内 田隆滋) 内 田 隆 滋 浅 井 新 一郎 岡 田 宏 岡 田 宏 岡 田 宏 岡 田 宏 岡 田 宏 永 尾 勝 義 永 尾 勝 義

副 会 長 本 田 茂 熊 谷 太一郎 熊 谷 太一郎 熊 谷 太一郎 熊 谷 太一郎 柴 田 平 柴 田 平 柴 田 平 柴 田 平 柴 田 平

専 務 理 事 福 地 合 一 福 地 合 一 福 地 合 一 福 地 合 一 福 地 合 一 福 地 合 一 福 地 合 一 福 地 合 一 福 地 合 一 福 地 合 一

常 務 理 事 中 村 勘四郎 中 村 勘 四郎 中 村 勘四郎 中 村 勘四郎 中 村 勘四郎 中 村 勘四郎 中 村 勘四郎 中 村 勘 四郎 中 村 勘四郎 中 村 勘 四郎

} 日 本 国 有 鉄 道 岩 橋 洋 一 岩 橋 洋 一

日 本 道 路 公 団 戸 谷 是 公 北 村 照 北 村 照 喜 杉 山 好 信 杉 山 好 信 杉 山 好 信 小 林 芳 夫 小 林 芳 夫 小 林 芳 夫 小 林 芳 夫

首 都 高 速 道 路 公 団 玉 野 治 光 玉 野 治 9月(前 田邦夫) 前 田 邦 夫 前 田 邦 夫 前 田 邦 夫 !!月(沼 田昌一 郎) 沼 田 昌 一 郎 沼 田 昌 一 郎 沼 田 昌 一 郎

日本 鉄 道 建 設 公 団 横 山 章 横 山 章 土 居 則 夫 土 居 則 夫 土 居 則 夫 土 居 則 夫 土 居 則 夫 9月(峯 本 守) 峯 本 守 摩 本 守

信 州四国連絡橋公団 高 山 昭 聾月(大 橋昭光) 大 橋 昭 光 大 橋 昭 光 大 橋 昭 光 遠 藤 武 夫 遠 藤 武 夫 遠 藤 武 夫 遠 藤 武 夫19月(佐 伯彰一)
「

帝都高速度交通営団 7月(嘩 山 隆) 中 山 隆 中 山 隆 中 山 隆 』⑪月(猪 瀬二郎) 猪 瀬 二 郎 猪 瀬 二 郎 猪 瀬 二 郎 猪 瀬 二 郎 猪 瀬 二 郎

電 源 開 発 株 式 会 社 橋 本 龍 男 橋 本 龍 男 進 藤 一 夫 9月(篠 原朗致) 篠 原 朗 致 篠 原 朗 致 u月(網 野定三) 網 野 定 三 網 野 定 三 綱 野 定 三

東 京 都 交 通 局 三 好 迫 男 三 好 適 男 岡 本 尭 生 岡 本 尭 生 1⑪月(石 川 徹) 石 川 徹 石 澗 徹 9月(吉 田収一) 9月(塩 崎武良) 塩 崎 武 良

東 京 都 下 水 道 局 橋 本 定 雄 橋 本 定 雄 松 露 茂 樹 松 崎 茂 樹 1購月(村 田恒雄) 村 田 恒 雄 9月(神 戸義雄) 9月(小 岩三郎) 小 岩 三 郎 9月(曽 我部博)

東 京 電 ガ 株 式 会 社 藤 井 敏 夫 藤 井 敏 夫 藤 井 敏 夫 藤 井 敏 夫 藤 井 敏 夫 藤 井 敏 夫 9月(石 井 清) 石 井 清 石 井 清 石 井 清

東 日本 旅 客 鉄 道 ㈱ / 内 田 聡 吉1内 田 聡 吉 内 田 聡 吉 9月(高 松良晴) 高 松 良 晴 9月(溝 畑靖雄) 溝 畑 靖 雄 溝 畑 靖 雄

彊旧 本 道 路協会 浅 井 新一郎 浅 井 新一郎 伊 吹山 四 郎 暢 吹山 四 郎

東 京 湾 横 断 道 路 ㈱ 大 城 金 夫 大 城 金 夫1大 城 金 夫 大 城 金 夫 大 城 金 夫 大 城 金 夫

陳 京都地下鉄建設㈱ 橋 本 定 雄 橋 本 定 雄 橋 本 定 雄 12月(石 川 徹) 石 川 徹 石 川 徹

日本建設機械化協会 圷 質 圷 劇 圷 質 圷 質 加 藤 三重次 9月(渡 辺和夫) 渡 辺 和 夫 渡 辺 和 夫 渡 辺 和 夫 渡 辺 和 夫

1

事

;

圏 愕
較 通醐 ㈱ 池 原 武一郎 池 原 武一郎 池 原 武 一 郎 池 原 武一郎

斎 藤 裕 斎 藤 裕

匿
日 本 製 鉄 ㈱

林 道 路 ㈱ 伊 吹山 四 郎 伊吹山 四 郎 1
匡壼 青 本 建 設 福 井 毅1福 井 毅 3月(武 田昭彦) 武 田 昭 彦 武 田 昭 彦 武 田 昭 彦 武 田 昭 彦 武 田 昭 彦

㈱ 大 林 組 安 芸 恒 夫 安 芸 恒 夫 安 芸 恒 夫1安 芸 恒 夫
一

安 芸 恒 夫 安 芸 恒 夫 安 芸 恒 夫 安 芸 恒 夫 桑 原 章 次 桑 原 章 次

㈱ 奥 村 組 川 麟 精 一 川 蜻 精 一 川 騎 精 一 川 麟 精 一 川 鱗 精 一 川 崎 精 一 川 崎 精 一 川 崎 精 一 川 嚇 精 一 9月(岸 田 隆)

鹿 島 建 設 ㈱ 清 山 信 二 清 山 信 二 清 山 信 二 清 山 信 二 清 山 信 二 清 山 信 二 清 山 信 二 清 山 信 二 3月(大 原克己) 9月(坂 本健

北 原 正 一 牧 田 新 一 郎 牧 田 新 一 郎 牧 田 新 一 郎 牧 田 新 一 郎 牧 田 新 一

}
㈱ 熊 谷 組

五 洋 建 設 ㈱ 飯 塚 敏 夫 飯 塚 敏 夫 飯 塚 敏 夫 飯 塚 敏 夫 飯 塚 敏 夫 飯 塚 敏 夫 飯 塚 敏 夫 飯 塚 敏 夫 飯 塚 敏 夫 飯 塚 敏 夫

匿 藤 工 業 ㈱ 山 本 良 勝 山 本 良 勝 山 本 良 勝 山 本 良 勝 山 本 良 勝 山 本 良 勝 山 本 良 勝 9月(加 藤 修) 加 藤 修 加 藤 修

清 水 建 設 ㈱ 市 田 洋 市 田 洋 平 岡 治 郎 上 野 晃 司 上 野 晃 司 上 野 晃 司 上 野 晃 司 上 野 晃 司 3月(戸 田隆志) 戸 田 隆 志

大 成 建 設 ㈱ 斎 藤 徹 斎 藤 徹 斎 藤 徹 斎 藤 徹 中 村 雄 二 中 村 雄 二 9月(葉 山莞児) 葉 山 莞 児 葉 山 莞 児 葉 山 莞 児

㈱ 地 崎 工 業 地 崎 昭 宇 地 崎 昭 宇 地 騎 昭 宇

㈱ 竹 中 土 木
/

// 長 沢 不 二男 長 沢 不 二男 長 沢 不二男 長 沢 不二男 長 沢 不二男 長 沢 不 二男 長 沢 不二 男

花 房 三 郎 渡 部 基 渡 部 基 渡 部 基 渡 部 基 岡 田 公 良 岡 田 公 良 岡 田 公 良 9月(塚 本恒雄) 塚 本 恒 雄

匿
建 建 設 ㈱

島 建 設 ㈱ 堀 井 昇 堀 井 昇 堀 井 昇 堀 井 昇 堀 井 昇 堀 井 昇 植 良 聰一郎 植 良 聰 一 郎 3月(石 原昭一郎) 石 原 昭 一 郎

松 建 設 ㈱ 吉 川 泰 吉 川 泰 吉 川 泰 吉 川 泰 吉 川 泰

本 国 土 開 発 ㈱ 原 島 龍 一 原 島 龍 一 松 尾 昭 吾 松 尾 昭 吾 松 尾 昭 吾 松 尾 昭 吾 松 尾 昭 吾 松 尾 昭 吾 松 尾 昭 吾 松 尾 昭 吾

間 組 西 村 重 信 西 村 重 信 西 村 重 信 3月(加 賀美彰) 加 賀美 彰 加賀美 彰 加賀美 彰 3月(松 本幹生) 松 本 幹 生

「フ ジ タ エ 業 井 関 章 横 山 章 横 山 章 横 山 章 横 山 章 横 山 章 横 山 章 横 山 章

前 田 建 設 工 業 ㈱ 青 笹 慶三郎 青 笹 慶三郎 青 笹 慶三郎 青 笹 慶 三郎 青 笹 慶 三郎 9月(寺 島一雄) 寺 島 一 雄 寺 島 一 雄 寺 島 一 雄 寺 島 一 雄

三 井 建 設 ㈱ 居 谷 献 吉 成 島 昭 成 島 昭 成 島 昭 成 島 昭 成 島 昭 成 島 昭 成 島 昭 3月(大 橋勝弘) 大 橋 勝 弘

監

事

日 本 道 路 公 団 北 村 照 喜 窪 津 義 弘 杉 田 美 昭 杉 田 美 昭 杉 田 美 昭 杉 田 美 昭 9月(神 田創造) 神 田 創 造 12月(西 尾孝彦)

戸 田 建 設 ㈱ 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二 戸 田 守 二

㈱ 鴻 池 組 政 田 嘉 明 政 田 嘉 明 矢 本 茂 昭 矢 木 茂 昭 矢 木 茂 昭 矢 木 茂 昭 矢 木 茂 昭 矢 木 茂 昭1矢 木 茂 昭 矢 木 茂 昭
一一 一 一一　 一 　 一 一一 一 一 　　 　 一 　 一 一 一 　 一一

注()内 仮理事
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資 料3.顧 問 ・ 評 議 員 在 任 一 覧 表 (』/2)

50年 51年 52年 53年 54年 55年 56年 57年 58年 59年

顧 問 藤 井 松太郎 藤 井 松太郎 藤 井 松太郎 藤 井 松太郎 藤 井 松太郎 藤 井 松 太郎 藤 井 松太郎 藤 井 松太郎 藤 井 松太郎 藤 井 松 太郎

ll 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一 富 樫 凱 一

〃 木 村 平 木 村 平 木 村 平 木 村 平 篠 原 武 司 篠 原 武 司 篠 原 武 司 篠 原 武 司
!

評

議

員

東 京 理 科 大 学 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 丸 安 隆 和 1
京 都 大 学 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎 村 山 朔 郎

日 本 国 有 鉄 道 内 田 隆 滋 高 橋 浩 二 高 橋 浩 二 高 橋 浩 二 高 橋 浩 二 高 橋 浩 二 建 部 恒 彦 建 部 恒 彦 山 口 良 雄 山 口 良 雄
「

日 本 道 路 公 団 南 部 繁 春 南 部 繁 春 戸 谷 是 公 近 藤 茂 夫 近 藤 茂 夫 近 藤 茂 夫 窪 津 義 弘 窪 津 義 弘 窪 津 義 弘 窪 津 義 弘 1

水 資 源 開 発 公 団 後 藤 孝 後 藤 孝 後 藤 孝 嘉 藤 章太郎 嘉 藤 章太郎 嘉 藤 章太郎 八 本 直 樹

首 都 高 速 道 路 公 団 八木 田 功 八木 田 功 八本 田 功 八木 田 功 玉 置 脩 玉 置 脩 玉 置 脩 玉 置 脩 前 田 邦 夫 前 田 邦 夫

日 本 鉄 道 建 設 公 団 濱 建 介 横 山 章 横 山 章 横 山 章 堀 内 義 朗 堀 内 義 朗 土 居 則 夫 土 居 則 夫 土 居 則 夫 土 居 則 夫

本 州 四国 連 絡 橋 公 団 建 部 恒 彦 建 部 恒 彦 建 部 恒 彦 吉 田 巌 吉 田 巌 今 中 靖 雄 今 中 靖 雄 今 中 靖 雄 今 中 靖 雄 遠 藤 武 夫

帝 都 高 速 度 交 通 営 団 渡 辺 健 渡 辺 健 渡 辺 健 渡 辺 健 渡 辺 健 中 山 隆 中 山 隆 中 山 隆 中 山 隆 中 山 隆

電 源 開 発 株 式 会 社 渡 部 雅 渡 部 雅 西 田 孜 西 田 孜 丸 山 昭 平 橋 本 龍 男 森 本 時 夫 森 本 時 夫 篠 原 朗 致 篠 原 朗 致

日 本 下 水 道 事 業 団 池 田 一 郎 池 田 一 郎 池 田 一 郎 橋 本 定 雄 橋 本 定 雄 橋 本 定 雄 松 崎 茂 樹 村 田 恒 雄 村 田 恒 雄 神 戸 義 雄

東 京 都 交 通 局 駒 田 義 雄 三 好 迫 男 三 好 逓 男 三 好 迫 男 三 好 逓 男 三 好 逼 男 三 好 適 男 三 好 適 男 中 里 保 之 石 川 徹

東 京 都 下 水 道 局 橋 本 定 雄 橋 本 定 雄 高 橋 久 高 橋 久 高 橋 久 高 橋 久 高 橋 久 橋 本 定 雄 橋 本 定 雄 松 崎 茂 樹

東 京 電 力 株 式 会 社 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉 吉 川 新 吉

圃 日本 土 木 工 業 協会 青 木 義 雄 青 木 義 雄 青 木 義 雄 青 本 義 雄 青 本 義 雄 青 木 義 雄 青 本 義 雄 福 地 稔 福 地 稔 福 地 稔

闇日本建設業団体連合会 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学 平 井 学

圃日本鉄道建設業協会 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳 北 条 武 徳

㈱ 住 友 道 路 研 究 所 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰 住 友 彰

三 菱 重 工 業 ㈱ 井上 三郎兵 衛 井上 三郎兵 衛 井上 三 郎兵衛 田 中 利 治 清 水 昇 三 清 水 昇 三 清 水 昇 三 国 村 信 明 西 村 健 三 西 村 健 三

ア イ サ ワ 工 業 ㈱ 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔 逢 澤 潔

㈱ 青 木 建 設 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦 青 本 宏 悦 青 木 宏 悦 青 本 宏 悦 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦 青 木 宏 悦

㈱ 大 本 組 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一 大 本 栄 一

株 本 建 設 ㈱ 株 木 正 郎 株 木 正 郎 株 木 正 郎 株 木 正 郎 株 本 正 郎 株 木 正 郎 株 木 正 郎 株 木 正 郎 株 木 正 郎 株 本 正 郎

住 友 建 設 ㈱ 大 串 満 馬 大 串 満 馬 三 野 定 三 野 定 三 野 定 三 野 定 三 野 定 三 野 定 三 野 定 三 野 定

㈱ 銭 高 組 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六 杉 江 伝 六

大 日 本 土 木 ㈱ 田 口 栄 田 繭 栄 田 口 栄 田 口 栄 田 鰭 栄 田 口 栄 田 口 栄 田 口 栄 田 口 栄 森 岩 治

大 豊 建 設 ㈱ 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 畑 谷 正 實 内 藤 正

㈱ 竹 中 土 本 山 本 俊 夫 山 本 俊 夫 山 本 俊 夫 長 沢 不二男 長 沢 不 二男 長 沢 不二男 長 沢 不二 男 長 沢 不 二男 長 沢 不二 男 長 沢 不二 男

東 亜 建 設 工 業 ㈱ 坂 本 信 雄 坂 本 信 雄 坂 本 信 雄 坂 本 信 雄 坂 本 信 雄 坂 本 信 雄 坂 本 信 雄 乗 杉 拘 乗 杉 絢 乗 杉 悔

東 急 建 設 ㈱ 笠 松 時 雄 笠 松 時 雄
幾

笠 松 時 雄 笠 松 時 雄 笠 松 時 雄 笠 松 時 雄 八 木 勇 平 八 本 勇 平 八 木 勇 平 八 木 勇 平

日 産 建 設 ㈱ 廣 瀬 和一 郎 廣 瀬 和一郎 廣 瀬 和 一郎 廣 瀬 和一郎 廣 瀬 和 一郎 廣 瀬 和一郎 佃 利 夫 佃 利 夫 佃 利 夫 岩 田 光 夫

フ ジ タ 工 業 ㈱ 大 崎 笹 美 大 崎 笹 美 大 崎 笹 美 大 崎 笹 美 門 田 一 男 門 田 一 男 門 田 一 男 門 田 一 男 打 田 富 雄 打 田 富 雄

不 動 建 設 ㈱ 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝 庄 野 勝

㈱ 森 本 組 森 本 光 男 森 本 光 男 森 本 光 男 鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫 鈴 木 立 夫

若 築 建 設 ㈱ 加 藤 乾 二 加 藤 乾 二 加 藤 乾 二 加 藤 乾 二 加 藤 乾 二 加 藤 乾 二 加 藤 乾 二
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(2/2)

 

顧 問 ・評 議 員 在 任 一 覧 表

 

参考資料3

6年

 

5年

篠 原 武 司

尾之 内 由紀夫

内 田 隆 滋

 

篠 原 武 司

尾 之内 由紀 夫

内 田 隆 滋

 

4年

富 樫 凱 一

篠 原 武 司

尾 之内 由紀夫

内 田 隆 滋

丸 安 隆 和

村 山 朔 郎

 

3年

一凱樫富

篠 原 武 司

尾之 内 由紀夫

内 田 隆 滋

丸 安 隆 和

村 山 朔 郎

 

2年

富 樫 凱 一

篠 原 武 司

尾之内 由紀夫

内 田 隆 滋

丸 安 隆 和

村 山 朔 郎

 

元年

富 樫 凱 一

篠 原 武 司

尾之内 由紀夫

内 田 隆 滋

丸 安 隆 和

村 山 朔 郎

 

63年

富 樫 凱 一

篠 原 武 司

尾之内 由紀夫

 

62年

富 樫 凱 一

篠 原 武 司

尾之 内 由紀夫

 

6i年

藤 井 松太郎

富 樫 凱 一

篠 原 武 司

 

6⑪ 年

藤 井 松太郎

富 樫 凱 一
:篠 原 武 司

 

問

 

顧
〃

丸 安 隆 和

村 山 朔 郎

 

丸 安 隆 和

村 山 朔 郎

 

丸 安 隆 和

村 山 朔 郎

 

丸 安 隆 和

村 山 朔 郎

 

東 京 理 科 大 学

学

 

大

 

都

 

京

西 松 裕 一

山 本 稔

 

西 松 裕 一

山 本 稔

 

学

 

太

 

京

 

東

小笠原 常 資

3月(山 岸俊之)

北 川 久

工 藤 智 明

加 島 聰

助 川 禎

12月(鐘 正幸)

12月(田 嶋噸三)

松 本 正 敏

9月(鈴 木宣朗)

9月(桑 原 洋)

牧 野 慧

池 原 武一 郎

醗吹 山 四 郎

 

3月(小 笠原常資)

山 内 彪

9月(北 川 久)

工 藤 智 明

加 島 聰

助 川 禎

9月(岩 下 修)

横 山 博 一

9月(松 本正敏)

川 上 宏 一

片 野 正 三

牧 野 慧

池 原 武一 郎

 

高 橋 大 輔

12月(山 内 彪)

榎 本 守

宮 川 房 夫

高 田 志 郎

小 西 譲 司

合 田 勝 男

横 山 樽 一

塩 鰯 武 良

9月(川 上 宏一)

片 野 正 三

12月(牧 野 慧)

池 原 武 一 郎

晃

 

柳

 

伊吹 山 四 郎1伊 吹山 四 郎

柳 晃 「覇「　一 一一 嘉

9月(高 橋大輔)

山 往 有 巧

9月(榎 本 守)

宮 川 房 夫

3月(松 本弘輝)

入 江 平 門

ll月(合 田勝 男)

鈴 木 章

9月(塩 驕武良)

9月(奥 田 霧)

片 野 正 三

山 本 卓 朗

池 原 武 一 郎

伊吹 山 四 郎

晃

 

柳

9月(松 原青美)

堂 前 文 男

 

伊 藤 晴 朗

堂 前 文 男

 

伊 藤 晴 朗

堂 前 文 男

 

伊 藤 晴 朗

堂 前 文 男

 

西 尾 孝 彦

3月(山 住有巧)

山 寺 徳 明

安 原 明

4月(佐 伯彰一)

4月(入 江平門)

4月(網 野定三)

佐 藤 治

和 田 利 男

武 見 英 雄

9月(片 野正三)

山 本 卓 朗

池 原 武一郎

蟹 吹山 四 郎

留 藤 晴 朗

福 地 稔

堂 前 文 男

 

西 尾 孝 彦

糸 林 芳 彦

u月(山 寺徳明)

安 原 明

旭 一 霧

羅月(癖 村信義)

寧 塚 昭 隆

佐 藤 治

』⑪月(和 田利 男)

武 見 英 竣

躍月(岡 部忠夫)

鱒月(山 本卓朗)

池 原 武 一 郎

謬吹山 四 郎

綴 藤 晴 朗

福 地 稔

堂 前 文 男

住 友 彰

 

神 田 創 造

9月(糸 林芳彦)

沼 田 昌 一 郎

安 原 明

旭 一 穂

郎

9月(平 塚昭隆)

3月(佐 藤 治)

 

』2月(神 田鳶鵬造)

高 橋 昇

9月(沼 田昌一郎)

4月(安 原 明)

旭 一 穂

猪 瀬 二 郎

篠 原 朗 致

岩 下 久 生

石 川 徹}石 川 徹

9月(武 見英雄)「 藏　⊃証　蚕　嚢

吉 川 新 吉 吉 川 新 吉

 

村 上 温

9月(山 下宣博)

9月(高 橋 昇)

小 村 敏
土 居 則 夫

鯛月(森 本隆也)

猪 瀬 二 郎

進 藤 一 夫

9月(岩 下久生)

石 躍 徹

松 崎 蔑 樹

 

村 上 温

斎 鷹 三 郎

八 木 直 樹

4月(ノ 』、惑寸 敏)

土 居 則 夫

遠 藤 武 夫

7月(猪 瀬二郎)

』⑪月(進 藤一夫)

噛 戸 義 雄

石 川 徹

松 崎 茂 樹

吉 川 新 吉{吉 川 新 吉

高 松 良 晴

 

高 松 良 晴

霧 藤 晴 朗

福 地 稔

堂 前 文 男

住 友 彰
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住 友 彰
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彰

哲

稔

潔

 

住 友
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逢 澤

 

住 友 彰
11月(奥 野 哲)

4月(中 村 稔)

逢 澤 潔

 

3月(松 田 敬)

滝 日 洋 一

逢 澤 潔

 

佐久閥 甫

滝 魑 洋

逢 澤 潔
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滝 口 洋

逢 澤 潔

 

2月(佐 久闘甫)

 

7月(上 村弘一)

大 本 栄 一

株 木 雅 浩

谷 内田 昌 煕

丹 波 俊 彦

清 水 影 明

内 田 興 太郎

 

大 本 栄 一
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大 本 栄 一

株 木 雅 浩

金 原 弘

丹 波 俊 彦

清 水 影 明

小 林 一 明

 

大 本 栄 一

株 本 正 郎

金 原 弘

丹 波 俊 彦

』』月(清 水影明)

9月(小 林一明)

 

大 本 栄 一

株 鷹 正 郎

金 原 弘

』2月(丹 波俊彦)

森 岩 治

内 藤 正

長 沢 不二男

 

逢 澤 潔

青 木 宏 悦

大 本 栄 一

株 本 正 郎

 

逢 澤 潔

青 木 宏 悦

大 本 栄 一

株 本 正 郎

 

東 京 都 立 大 学

日 本 国 有 鉄 道

翼 本 道 路 公 団

水 資 源 開 発 公 団

首 都 高 速 道 路 公 団

日 本 鉄 道 建 設 公 団

本州 四 国連 絡 橋 公団

帝 都 高速 度 交 通 営団

電 源 開 発 株 式 会 社

鰭 本 下 水 襲 事 業 団

東 京 都 交 逓 局

東 京 都 下 水 道 局

東 京 竃 方 殊 式 会 社

東 日 本 旅 客 鉄 漬 株

日 本 交 通 技 術 ㈱

圏 日 本 道 路 協 会

㈲ 日本 土 木 工 業 協会

㈲ 日本建設業団体連合会

圃El本鉄道建設業協会

㈱ 住 友 道 路 研 究 所

㈱橋 梁 コ ンサル 鷹 ン ト

三 菱 重 工 業 ㈱

新 翼 本 製 鉄 ㈱

ア イ サ ワ 工 業 ㈱

㈱ 青 木 建 設

組

 

本

 

大

 

㈱

定

 

野三定

 

野三

株 木 建 設 ㈱

住 友 建 設 ㈱

永 井 善 雄

森 岩 治

内 藤 正

長 沢 不二 男

 

岨月(永 井善雄)

森 岩 治

内 藤 正

長 沢 不 二男

 

組

 

高

 

銭

 

㈱

内 山 茂 樹

北 村 博
9月(大 西 章)
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馬 島 卓
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9月(北 村 博)
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5月(中 川 剛)
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拘

 

棄 杉

 

拘
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拘

 

纂 杉

柳 田 盈 文

鎌 田 勲

 

桝 田 盈 文

9月(鎌 田 勲)

9月(武 村 健)

土 岐 康 夫

池 邉 喜 平

 

庄 野 勝

土 岐 康 夫

池 邉 喜 平

 

庄 野 勝

土 岐 康 夫

9月(池 邉喜平)
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土 岐 康 夫

江 頭 利 明

 

庄 野 勝

土 岐 康 夫

江 頭 利 明

 

庄 野 勝

ll月(土 岐康夫)

江 頭 利 明

 

庄 野 勝

9月(的 場和男)

4月(江 頭利明)

 

庄 野 勝

鳥 居 敏 則

加 藤 乾 二

 

5月(桝 田盈文)

岩 田 光 夫

打 田 富 雄

庄 野 勝

鳥 居 敏 則

加 藤 乾 二

 

八 本 勇 平

岩 田 光 夫

打 田 富 雄

庄 野 勝

鳥 居 敏 則

加 藤 乾 二

 

大 日 本 土 木 ㈱

大 豊 建 設 ㈱

㈱ 竹 中 土 木

㈱ 地 麟 工 業

東 亜 建 設 工 業 ㈱

東 洋 建 設 ㈱

東 急 建 設 ㈱

日 産 建 設 ㈱

フ ジ タ 工 業 ㈱

不 勤 建 設 ㈱

組

 

本

 

森

 

㈱

若 築 建 設 ㈱

 

評

議

員
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参考資料5.ト ンネル年報 にみる工事の推移

当協会では,昭 和50年 以降毎年12月1日 現在施工中の トンネル工事の実態調査をア ンケー

ト方式で 協会団体会員の合建設業 を対象 に実施 し,ト ンネル年報 として会員各位に頒布 し

ている。

対象 としている トンネルは,完 成 内空断面積2㎡ 以上(推 進工法では外径0.8m以 上),

完成時延長100m以 上の トンネルであ る。そ こで,こ こに トンネル工事の推移を紹介す る。

図一1は,契 約延長,工 区数 請負額の推移を示すが,50年 以降55年 まで各項 目ごとに漸

次増加 し,昭 和55年 以降 トンネル工区数 は,1900～2000前 後,延 長は,1400～1500前 後 とほ

ぼ:横ばい状態であるが請負額は,昭 和50年 以降昭和62年 まで漸増 し平成2年 以降は,か な り

上昇 している。

図一2は,山 岳 トンネル工法(NATM)の 推移を 区数 により示 した ものであ る。昭和

52年 上越新幹線中山 トンネルで試験施工 されて以来漸増 し,昭 和61年 土木学会標準示方書で

NATMが 標準工法 として取 り扱われ るようになった。現在,全 山岳 トンネル工事における

NATMの 比率は99%と なっており,従 来の矢板工法 は,ほ とん ど見 られないよ うにな った。

図 一3は,都 市 トンネル工法(シ ール ド工法)の 推移を示 した ものである。主流 だった

開放型は,昭 和56年 において密閉型へ移行 し,泥 土圧式を主 とした密閉型が全体の96.4%

を占めるよ うになった。

S50S51S52S53S54S55S56S57S58S59S60S61S62S63HlH2H3H4H5年 度

図 一1わ が 国 トンネ ルの施 工推 移('84～'93)
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参考資料6。 頒布図書一覧

協会設立以来,各 種調査研究委員会の成果品,各 種催物事業テキス ト等広 く実費頒布

して いる。なお,在 庫切れ図書については,貸 出 しを実施 して いる。以下 にその図書一

覧を内容別に分類列記する。

分類 図書No 図 書 名 備考

[契約積算共通]
5190 地下工事契約慣行の改善方策 契約方式
5939 トンネル工事契約の改善に関する勧告の紹介(国 際 トンネル協会) 契約方式

[山岳契約積算]
契 5160 長大山岳 トンネルに関す る文献 ・資料集録並びに調査報告書 契約方式
約 5204 長大山岳 トンネル工事契約示方のあ り方に関する調査研究報告書 契約方式
積 5302 トンネル工事濁水処理工法の経費に関する調査報告書 積算
算 6205 トンネル工事(NATM)契 約積算の手引き 契約積算
関 5203 トンネル工事用建物等実態調査報告書(主 に山岳 トンネル) 仮設備

 

係 94005 トンネル工事における標準的仮設備(山 岳 トンネル) 仮設備

[都市契約積算]
5501 都市トン緋の積算資料(開 削及びシー肝工事の実態) 積算
5709 トンネル工事安全費実態調査報告書 安全費

[施工山岳]
5514 トンネル工事における岩盤分類の適用の現状 と問題点 地山分類
5809 NATMに おける事前調査のあり方に関する研究報告書 地山分類
6011 地山評価のあり方に関する研究 地山分類
5704 トンネル掘削によるゆるみ領域の調査報告書 〔昭和57年2月 〕 設計
5524 ロックボル ト・吹付けコンクリー ト工法(NATM)の 合理的施工法の調 施工全般

査研究報告書
5810 NATMの 合理的施工法の研究報告書 〔昭和58年3月 〕 施工全般

92003 山岳 トンネルの施工法に関する調査研究報告書2分 の1冊 施工全般
92003 山岳 トンネルの施工法に関す る調査研究報告書2分 の2冊 施工全般

 

施 5706 トンネル爆破技術指針 爆破掘削
工 92005 各種制約条件下における中硬岩地山の掘削工法に関する研究報告書 機械掘削

 

技 92007 NATM補 助工法選定マニュアル研究報告書 補助工法

 

術 5403 ロックボル トエの現場設計法に関する研究報告・書 支保

 

関 5504 ロックボル トエの現場設計法に閲する研究(そ の2)報 告書 支保

 

係 5505 ロックボル ト引抜 き試験報告書 支保
6007 鉄道 トンネ;}におけ る吹付コンクリートに よる永 久覆工に関す る調査研究報 告書 支保
6013 タイヤ方式による長大 トンネルの設計 ・施工に関する研究報告書 ず り処理
5406 NATMの 計測指針に関する調査研究報告書 〔昭和54年3月 〕 計測
5811 NATMの 計測指針に関する調査研究報告書(実 態集計編)ひ4〕 計測

〔昭和58年3月 〕
5812 NATMの 計測指針に関する調査研究報告書(計 測指針案編)【A5】 計測

〔昭和58年3月 〕
5212 トンネル漏水及びつらら防止工の調査研究報告書 覆工
5601 山岳 トンネルの漏水防止工の設計施工に関する調査研究報告書 覆工
6105 山岳 トンネル工法における防水工指針(案)一 シー ト防水編一 覆工
5710 硬岩NATMに おける二次覆工の設計施工に関する調査研究報告書 覆工
5816 NATMに おける二次覆工の設計施工に関する調査研究報告書 覆工
5808 プレキャスト覆工に関する研究報告書 覆工
5401 トンネル湧水調査法に関する調査研究報告書 湧水調査
5502 トンネル湧水調査法に関する調査研究(H)報 告書 湧水調査
5205 北陸自動車道膨張性地山 トンネルの調査設計に関する研究報告書 膨張性
5140 温泉余土地帯における鉄道 トンネルのNATMの 適応性に関連する文献資 膨張性

料の調査研究報告書 膨張性
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分類 図・書晦 図 書 名 備考

5213

一

膨張性地山における鉄道 トンネルのNATMの 適応性に関する文献資料の 膨張性
調査研究報告書 〔昭和52年3月 〕

530乱 膨張性地山における鉄道『ン輔のNATMの 適応性に関する調査研究報告書 膨張性
5318 膨張性地山における鉄道 トンネルのNATMの 適応性に関する文献資料の 膨張性

調査研究報告書(昭 和53年3月 〕
5503 海南湯浅道路換気立坑の設計施工技術に関する調査研究報告書 立坑
5208 近接 トンネルの設計施工に関する調査研究報告書(H) 近接施工
5312 近接 トンネルの設計施工に関する調査研究報告書(皿) 近接施工
6009 山岳 トンネルの坑内交差部の設計 ・施工に関する研究報告書 近接施工

施 92004 構造物等に近接した山岳 トンネルの設計施工に関する研究報告書 近接施工
工 6劔0 山岳 トンネルの坑口部の設計 ・施工に関する研究報告:書 坑口施工
技 5509 恥クボ塒および吹付け刀クリ咋による トンネル改築に関する調査報告書 改築
術 5607 ロックボル トおよび吹付コンクリー 『による トンネル改築に関する調査報 改築
関 告書(2)
係 5610 トンネル変状の実態調査とその原因解明に関する研究(そ の2)報 告書 改築

5120 トンネル施工法の改善方策に関する調査及び長大 トンネル掘進速度向上方 意識調査
策に関する調査報告書

61◎2 山岳 トンネル技術に関する意識調査報告書 意識調査
89004 山岳 トンネル工事関連の新技術情報資料集 施工情報

[施工都市]
5714 地中送電用深部立坑、洞道の調査 ・設計 ・施工 ・計測指針 都市全般
52劔 京葉線台場ずい道(品 川附近)工 事のシー暦掘削技術に関する研究報告書 シール ド

6305 シール ド工法の都市 トンネルへの適用性に関する調査報告書 シール ド

92⑪Ol 密閉型シール ドの施工管理 シール ド

90008 『ラブル事例からみた土質とシール ド機種に関する調査報告書 シール ド

6023 地中送電線土木工事における構造物近接部設計 ・施工指針 近接施工
90124 ECL工 法に関するアンケー 『調査結果報告書 ECL

92181 ECL工 法指針(案)[設 計編] ECL

92181 ECL工 法指針(案)[資 料編] ECL

[資材機圃
515⑪ 『ンネル工事用機械設備調査報告書 機械
5206 急速先進ボーリング機械に関する調査研究報告書 機械
522⑪ トンネル工事用機械の使用統計表 機械
5922 トンネル工事用機械便覧 機械

資 5313 トンネル工事用機械ハンドブック(上 巻) 機械
材 5411 トンネル工事用機械ハンドブック(下 巻) 機械
機 90⑪⑪5 NATM補 助工法Bの 資機材 資機材
械 5612 トンネル工事用資材ハンドブック 資材
関 5209 ダクタイル鋳鉄製バイプ支保工の実用化に関する試験研究報告書 資材
係 5306 ダクタイル鋳鉄製バイブ支保工の実用化に関する試験研究報告書(H) 資材

551◎ スチー一ル ファイバー コンク リー 『に関する調査研究報告書 一SFRCの 資材
設計施工指針一

5707 トンネル爆破技術に関する調査研究(そ の2)報 告書参考資料 一発破用 資材
火薬類商品事典一

、

6206 『ンネル工事用機械 ・器材の変遷史 歴史

安 [安全対蜘
全 5182 『ンネル工事における運搬設備による危害防止に関する技術基準調査研究 運搬共通
環 報告書
境 90⑪09 現場関係者必携 トンネル工事の安全一運搬編一 運搬共通
関 56B トンネル工事における照明設備に関する技術基準報告書 照明共通
係 541⑪ 地下工事における換気設備等に関する技術基準報告書 換気共通

55B トンネル工事における爆発災害の防止に関する技術基準報告書 爆発共通
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分類 図書No 図 書 名 備考

5801 坑内で使用する建設機械に関する安全作業基準報告書 〔昭和57年10月 〕 機械共通
94001 現場関係者必携 トンネル工事の安全一建設機械編一 機械共通
5314 シール ド工事の安全施工技術基準の研究報告書 シール ド

6210 現場閲係者必携 トンネル工事の安全 一泥水式シール ド編一 シール ド

5701 現場関係者必携 トンネル工事の安全 一都市編一 開削
注;シ ール ド1[シ ール ド工事の安全施工技術基準の研究報告書]

5918 推進工事の安全施工基準に関する調査研究報告書(要 旨)〔S59。3〕 推進工法
5919 推進工事の安全施工基準に関する調査研究報告書(解 説)〔S59。5〕 推進工法
5210 トンネル工事における肌落ち等による危害防止に閲する技術基準の研究報告書 山岳
5602 現場関係者必携 トンネル工事の安全 一山岳編一 山岳
5818 トンネル建設工事における安全施工のためのボー リング等の事前調査の方 山岳

安 法等に係る基準の研究報告轡
全 5819 トンネル建設工事に係るセーフテ ィ ・アセスメン ト指針の具体的手法に関 山岳
環 する研究報告書 一山岳 トンネル ー
境 6008 現場関係者必携 トンネル工事の安全 一NATM編 一 山岳
関 6108 現場関係者必携 トンネル工事の安全 一小断面編一 山岳
係 6304 現場関係者必携 トンネル工事の安全 一山岳 トンネル坑口施工編一 山岳

92006 現場関係者必携 トンネル工事の安全一山岳 トンネル斜坑 ・立坑編一 山岳
93002 現場関係者必携 トンネル工事の安全一山岳 トンネル ・補助工法編一 山岳

[環境保全]
6014 トンネル工事と環境保全対策 環境全般
5207 トンネル工事の発破振動および騒音対策に関する調査研究報告書 振動騒音
5303 硬岩の低振動 ・低騒音掘削に関する調査研究報告書 振動騒音
5170 トンネル工事濁水処理方法に関する調査研究報告・書 濁水処理
5304 薬液注入工事による環境汚染防止に関する調査研究報告書 薬液注入
5402 トンネル工事の仮設備とその環境対策に関する調査研究報告書 仮設備
5507 山岳トンネル施工に伴う地表沈下の防止対策に関する調査研究報告書 地表沈下
5611 山岳 トン初の地表沈下防止および不良地盤対策に関する調査研究(そ の2) 地表沈下
5805 トンネル施工に伴 う湧水渇水に関する調査研究(そ の2)報 告書 湧水渇水
6012 トンネ1}内吹付コンクリー ト施工時の坑内作業環境に関する調査研究報告書 換気

[海外文献 ・国内文献紹介]
5130 海峡連絡鉄道の技術に関する文献資料調査報告書 〔昭和51年3月 〕 命文献集
5202 海峡連絡鉄道の技術に関する文献資料調査報告書 〔昭和52年3月 〕 命文献集
5305 海峡連絡鉄道の技術に関する文献資料調査報告書 〔昭和53年3月 〕 命文献集
5407 トンネル新技術に関する海外文献集 一NATM・ 吹付コンクリー ト・換気 命文献集

・その他 一(昭 和53年 度)

海 5408 海峡連絡鉄道の技術に関する文献資料調査報告書 〔昭和54年3月 〕 命文献集
外 5513 トンネル新技術に関する海外文献集一NATM・ 吹付コンクリー ト・計測 命文献集
文 ・その他 一(昭 和54年 度版)

献 5608 トンネル新技術に関する海外文献集一NATM・ 吹付コンクリー ト・計測 論文献集
関 ・その他 一(昭 和55年 度 版)

係 5708 トンネル新技術に閲する海外文献集一NATM・ 吹付コンクリー ト・計測 論文献集
・その他 一(昭 和56年 度 版)

5814 トンネル新技術に関する海外文献集 一NATM・ ロックボル ト・計測 ・そ 論文献集
の他 一(昭 和57年 度版)

5815 トンネル新技術に関する海外文献集(別 冊)一 各国 トンネル構造設計の比 論文献集
較一(昭 和57年 度版)

5920 トンネル新技術に関する海外文献集一NATM・ 吹付けコンクリー ト・設 論文献集
計 ・その他一(昭 和58年 度版)

5921 NATMに 関する海外文献集一海峡連絡鉄道の技術に関する文献資料調査 論文献集
報告書(別 冊)一(昭 和58年 度版)

6004 トンネル新技術に関する海外文献集一NATM・ 吹付けコンクリー ト・設 論文献集
計 ・その他 一(昭 和59年 度版)
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分類 図書N◎ 図 書 名 備考

文 6005 NATMに 関する海外文献集(続 編)一 海峡連絡鉄道の技術に関する文献 論文献集
献 資料調査報告書(別 冊)一(昭 和59年 度版)
関 6392 海峡連絡鉄道の技術に関する文献資料調査報告書[63。3]
係 6⑪20 トンネルに関する文献目録(D 文献目録

一

[講演会テキス ト]
5111

'75ト ンネル技術講演会テキス ト 劃寅会
5112

'76ト ンネル技術講演会テキス ト
董演会

5227
'77ト ンネル技術講演会テキス ト 講演会

5226
夢78ト ンネル技術

蕎演会テキス ト 蕎演会
5317

夢79ト ンネル 技術
蕩演会テキス ト 毒演会

5416
'80ト ンネル技術

黄演会テキス ト 董演会
5525

'81ト ンネル技術
黄演会テキス ト 毒演会

5702 '82ト ンネル技術講演会テキス ト 着演会
5802

隼83ト ンネル技術講演会テキス ト 黄演会
5821

'84ト ンネル技術講演会テキス ト 董演会
6001

'85ト ンネル技術講演会テキス ト
董演会

6101
'86ト ンネル技術講演会テキス ト

董演会
6201

'87ト ンネル技術講演会テキス ト
講演会

講 一

演 [講習会 ・研究発表会 ・特別講演会コ
轡 5223 NATM施 工技術講習会 一NATMの 紹介 一 NATM

講 5316 第2回NATM施 工技術講習会 一NATMの 理論と施工一 NATM

習 5414 第3回NATM施 工技術講習会 一計測指針の解説と現場計測例 一 計測
麟 5515 第4回NATM施 工技術講習会 一吹付けコンクリー トー 吹付け
論 91002 吹付 けコンク リー トに関す るフ ォー ラムー日本 と欧州の現状 吹付け
文 5217 アールベルグ特別講演会 計測解析
関 5218 地下構造物計測技術特別講演会 計測解析
係 5219 米国における地下掘削定量的解析技術の理論と応用 特別講演会 計測解析

5526 地下大空洞の設計と施工講習会テキスト 空間利用
6308 地下空間利用に関する建設技術研究発表会 空間利用
6209 ECL工 法研究発表会 ECL工

94002 山岳 トンネル地質に関する講習会 地質
94⑪06 ワグナー博士特別講演会 一TBM一 TBM

[国際会等議論文集]
5311 国際トン誹シン紛ウパ78論 文集(悪 条件下の トンネル技術) 国際会議
5833 ITA　 TUNNELS　 1984　 提 出論文集(日 本語) 国際会議
6109 海底 トンネル 国際会議 一1986。 青函 コ ロキウム ー英 語 青函
6109 海底 トンネル 国際会議 一玉986.青 函 コロキウムー日本語 青函

9000』 大深度地下利用技術の現状と将来展望(日 本語) 空間利用
90002 大深度地下利用技術の現状と将来展望(英 語) 空間利用

[シ ンポジ ウムテキス ト]
6018 契約積算に関する トンネル技術シンポジウム 契約積算
5516 第1回 トンネル技術 シンポ ジウム ーロックボル トエ ー 山岳施工

シ 5804 第3回 トンネル 技術シンポジ ウム ー吹付 けコンクリー トエ ー 山岳施工
ン 5901 第5回 トンネル技術シンボジウム　　　 ーNA聞の計測と施工管理 一 山岳施工
ポ 6019 第6回 山岳 トンネル技術シンポジウム ー明日のトン初技術を探る一 山岳施工
ジ 6208 第7回 山岳 トンネル技術シンポヅウム　 ーNATMの 補助工法A一 山岳施工
ウ 89005 第8回 山岳 トンネル技術シンポジウム　 ーNATMの 補助工法B一 山岳施工
ム 5520 第2回 『ンネル技術シンポジウム ー泥水加圧系シ噛ド・土圧系シー胚工法一 シ咄腕 工

5803 第4回 トンネル技術シンポジウム ー隣泥水及び帖土圧シー1扉一 討論集 シー肝施工

5803 第4回 トンネル技術シンポジウム ー瞬泥水及び瞬土圧シー辟一 報文集 シー1圷施 工

5926 第6回 トンネル技術シンポジウム ーシづ日工事における裏込め注入一 シづ匪施工
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分類 図書No 図 書 名 備考

6017 都市 トンネル技術シンポジウム ーシール ド機種の選定 一 シー肝施工

6309 ECLシ ンポジウム ECL

[施工体験発表会テキス ト]
5421 NATMの 現場施工体験発表会 山岳
5225 第2回 施工体験発表会一山岳 トンネル施工対策 一 山岳
5405 第4回 施工体験発表会一NATMの 現場体験一 山岳
5512 第6回 施工体験発表会一NATMの 現場体験一 山岳
5703 第9回 施工体験発表会一地質不良条件下の山岳 トンネル工事一 山岳
5713 第11回 施工体験発表会一山岳 トン耕坑口の施工対策とNAT門における吹付け一 山岳
5820 第13回 施工体験発表会 一特殊条件下のNATM一 山岳
5943 第15回 施工体験発表会一悪条件下のNATM一 山岳
6015 第16回 施工体験発表会一NATM急 速施工一 山岳

施 6106 第18回 施工体験発表会一山岳 トンネル情報化施工一 山岳
工 6301 第20回 施工体験発表会 一山岳トンネ1}における最近の新技術と今後の開発課題 山岳
体 6306 第22回 施工体験発表会一都市土木におけるNATMの 施工 一 山岳
験 89006 第24回 施工体験発表会一NATMの 新技術一 山岳
発 90006 第26回 施工体験発表会一NATMの 自動化 ・省力化一 山岳
表 91000 第28回 施工体験発表会 一山岳トン初の環境対策と低公害掘削工法 一 山岳
会 92009 第30回 施工体験発表会一トン訓の新工法と機械化一 山岳

93005 第32回 施工体験発表会 一最新の先受け工法及び大断面トン初の施工 一 山岳
94007 第34回 施工体験発表会 一トンネル掘削の機械化一 山岳
5215 第1回 施工体験発表会一都市土木における環境保全対策一 都市
5315 第3回 施工体験発表会一都市 トンネル施工対策一 都市
5412 第5回 施工体験発表会一都市 トンネル ー 都市
5519 第7回 施工体験発表会一泥水加圧シ舳ド・土圧シー肝工法一 都市
5615 第8回 施工体験発表会一シー肝工事における切羽の安定 と排土管理一 都市
5712 第10回 施工体験発表会一シづ圷工事における急曲線施工 と支障物件処理 一 都市
5817 第12回 施工体験発表会一特殊条件下のシール ド工事一 都市
5941 第14回 施工体験発表会一シ哨江 事における裏込め注入管理一 都市
6016 第17回 施工体験発表会一悪条件下の都市 トンネルー 都市
6107 第19回 施工体験発表会一都市 トンネル情報化施工 都市
6302 第21回 施工体験発表会一都市 トンネllにおける最近の新技術と今後の開発課題 都市
6307 第23回 施工体験発表会一新 しいシール ド技術一 都市

89007 第25回 施工体験発表会 一都市 トンネルに おける自動化 ・ロボ ッ ト化 一 都市
90007 第27回 施工体験発表会 一泥水式シ咄ドにおける泥水の安定管理一 都市
91000 第29回 施工体験発表会一大規模開削と大深度立坑の問題点と対策 一 都市
92010 第31回 施工体験発表会 一近接施工の課題とその対応 一 都市
93006 第33回 施工体験発表会 一都市 トンネル工事における環境対策一 都市
94008 第35回 施工体験発表会 一都市 トンネllにおけるシづ}ドの新工法 と新技術 一 都市

[海外見聞記 ・海外調査報告] 見聞記
5310 ス トックホルム国際トン初会議及びNA個 工事現場見学記 見聞記

海 5409
'79ヨ ーロ ッバ トンネル工事現 場見聞記 見聞 己

外 5413 最新の米国 トンネル技術 ぐ79米 国トン初調査団) 見聞記
見 5508 香港地下鉄第二期工事 見聞記
聞 5517 最新 の欧州 トンネル技術1980。5調 査 見聞 己

記 5616
'8』 欧州 トンネル技術 一調 査団報告 一 見聞記

関 5715
'82ヨ ーロツバ トンネル技 術 一ITA総 会 と調査団報告 一 見聞記

係 5923
'83ヨ ーロ ッパ トンネル技術 一ITA総 会 と調査団報告 一 見聞記

5946
'84ヨ ー ロッバ トン ネル技術 一杁酌ン粒ウムと現地調査報告 一 見聞記

5949
'84中 南米 トンネル技術 一ITA総 会と調査団報告 一 見聞記

6110 メキシコ市およびフェニツクス市の地下連絡構造物調査報告書 地震報告
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分類 図書N◎ 図 書 名 備考

[工事記録 ・会員名簿]
5221 トンネル年報'76(50年 度版)

5222 会員名簿(昭 和52年3月31日 現在)
53⑪7 トン ネル年報'77、78(51・52年 度版)

5308 CATALOGUE　 OF　TUNNEL　 WORKS　 lN　 JAPAN

5309 会員名簿(昭 和53年4月1日 現在)
5404 トンネル年報 鼻79(53年 度版 トン耕工事 己録及び会員名簿)
5511 トンネル年 報 多80(54年 度版 トンネ1圧事 己録及び会員名簿)
5609 トンネル年報'8』(55年 度版トン鵠工事記録及び会員名簿)
5705 トンネル年 報 夢82(56年 度版}ンネ‖工事 己録及び会員名簿)
5807 トンネル 年報 》83(57年 度版 『ン訓工事 己録及び会員名簿)

ト 5927 トンネル 年報'84(58年 度版 トン耕工事 己録及び会員名簿)
ン 6006 トンネル年報,85(59年 度版 『ン耕工事 己録及び会員名簿)
ネ 6104 トンネル年報 多86(60年 度版 トン耕工事 己録及び会員名簿)
ル 6207 トンネル年報多87(61年 度版 トン端工事記録及び会員名簿)
工 6303 トンネル年報'88(62年 度版 トンネ1江事記録及び会員名簿)
事 89002 トンネル年報 タ89(63年 度版 トン耕 工事 己録及び会員名簿)

記 90004 トンネル年報璽90(平 成元年度版 トンネ1圧事記録及び会員名簿)

録 91001 トンネル年報'9』(平 成2年 度版 トンネ1圧事記録及び会員名簿)
関 92008 トンネル年報'92(平 成3年 度版 トンネ1圧事記録及び会員名簿)
係 93⑪03 トンネル年報'93(平 成4年 度版トン祉工事 己録及び会員名簿)

94004 トンネル年報'94(平 成5年 度版トン排工事 己録及び会員名簿)
5110 日本におけるトンネル現況Q975年)日 本 吾

5110 日本におけるトンネル現況 自975年)英 吾
5603 日本 におけ る トンネル現況(1980年)日 本 吾
5604 日本における トンネル現況G980年)英 吾
5711 CATAROGUE　 OF　WORKS　 lN　P賦OGRESS(1977～ 98D
6021 日本における トンネル現況G985年)日 本 吾
6103 日本における トンネル現況(1985年)英 語
6312 日本における トンネル現況 自988年)英 語

90003 日本における トンネル現況 自990年)英 語
92011 日本における トンネル現況G992年)英 語
94003 日本におけるトンネル現況 自994年)英 語
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参考資料7.団 体会員(282社)一 覧(平 成7年3月 現在)

特 級(3)

闇日本土木工業協会 ㈱ 日本鉄道建設業協会 閥 日本電力建設業協会

A級(28)

㈱青木建設 ㈱鏡高組 飛島建設㈱

㈱大林組 大成建設㈱ 西松建設㈱

㈱奥村組 大日本土木㈱ 日本国土開発㈱

鹿島建設㈱ ㈱竹中土木 ㈱間組

㈱熊谷組 ㈱地崎工業 ㈱ フジタ

㈱鴻池組 鉄建建設㈱ 不動建設㈱

五洋建設㈱ 東亜建設工業㈱ 前田建設工業㈱

佐藤工業㈱ 東急建設㈱ 三井建設㈱

清水建設㈱ 東洋建設㈱

住友建設㈱ 戸田建設㈱

A

B

級(9)

アイサワ工業㈱ 大豊建設㈱ 三井不動産建設㈱

㈱大本組 日産建設㈱ ㈱森本組

株木建設㈱ 日特建設㈱ 若築建設㈱

級(20)

日本鉄道建設公団 ㈱白石 ㈱森組

㈱淺沼組 西武建設㈱ タ ア トラス コプコ㈱

伊藤組土建㈱ 東鉄工業㈱ 川崎重工業㈱

梅林建設㈱ ㈱福田組 ㈱小松製作所

大木建設㈱ ㈱本間組 コ トブキ技研工業㈱

小田急建設㈱ ㈱松村組 三菱重工業㈱

㈱加賀田組 村本建設㈱
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C

D

級(鋤

荒井建設㈱ 坂田建設㈱ 松尾建設㈱

安藤建設㈱ 佐田建設㈱ 名工建設㈱

㈱石山組 常磐開発㈱ 吉川建設㈱

岩倉建設㈱ 大鉄工業㈱ ㈱協和エクシオ

岩田建設㈱ 大都工業㈱ 日本綜合防水㈱

㈱植木組 ㈱竹内建設 ライ ト工業㈱

勝村建設㈱ ㈱轟組 東洋技研 コ ンサルタ ン ト㈱

㈱神崎組 日東建設㈱ 新 日本製鉄㈱

小松建設工業㈱ ㈱二神組 日本火薬卸売業会

佐伯建設工業㈱ 丸紅建設㈱ ㈱ 日本道路協会

級(1囎)

水資源開発公団 東北電力㈱ ㈱関東電気水道

日本道路公団 東京電力㈱ ㈱北野組

日本道路公団東京第二建設局 北陸電力㈱ 木原建設㈱

日本道路公団福岡管理局 中部電力㈱ 木部建設㈱

首都高速道路公団 関西電力㈱ 九鉄工業㈱

阪神高速道路公団 中国電力㈱ ㈱クボタ建設

本州四国連絡橋公団 四国電力㈱ 広成建設㈱

帝都高速度交通営団 九州電力㈱ ㈱後藤組

東日本旅客鉄道㈱ 東京都交通局 小牧建設㈱

東海旅客鉄道㈱ 東京都下水道局 笹島建設㈱

西日本旅客鉄道㈱ 浅野工事㈱ ㈱佐藤組

日本国有鉄道清算事業団 ㈱新井組 ㈱志多組

電源開発㈱ 井上工業㈱ 仙建工業㈱

日本電信電話㈱ ㈱植村組 第一建設工業㈱

東京湾横断道路㈱ 大林道路㈱ 大旺建設㈱

東京都地下鉄建設㈱ 奥村組土木興業㈱ 大末建設㈱

北海道電力㈱ ㈱関電工 ㈱大盛工業
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大東建設㈱ ㈱ エ ー テ ィ ック ㈱東京計測

太平工業㈱ 応用地質㈱ 東電設計㈱

同和工営㈱ ㈱ オリエンタルコンサルタンツ ㈱ トーニ チコンサルタ ン ト

徳倉建設㈱ ㈱片平 エ ンジニ ア リング 札幌道路エ ンジニア㈱

奈良建設㈱ ㈱建設技術研究所 東関東道路エ ンジニア㈱

㈱ 日東 技術資源開発㈱ 東京道路エ ンジニア㈱

日本 ソイル工業㈱ 基礎地盤コンサルタンツ㈱ 北陸道路エ ンジニア㈱

㈱マエダ ㈱橋梁 コ ンサルタ ン ト 名古屋道路エ ンジニア㈱

松本建設㈱ ㈱協和 コ ンサルタ ンツ 広島道路エンジニア㈱

真柄建設㈱ 梶谷エ ンジニア㈱ 福岡道路エンジニア㈱

三菱建設㈱ ㈱近代設計事務所 ㈱ ウエス コ

村角建設㈱ 九建設計㈱ 日本環境技研㈱

矢作建設工業㈱ ケイエ ムエ ンジニア リング㈱ 日鉄鉱 コンサル タ ン ト㈱

㈱山田組 ㈱構造技術センター ㈱日本建設技術社

岡部土木㈱ 国土工営 コ ンサルタ ンツ㈱ 日本建設 コンサル タ ン ト㈱

日本鋼管工事㈱ サ ンコーコ ンサルタ ン ト㈱ 日本工営㈱

大明電話工業㈱ 新技術計画㈱ 日本交通技術㈱

日本 コム シス㈱ 新構造技術㈱ 日本 シールドェンジニァリング㈱

村崎建設㈱ 仙台道路エ ンジニア㈱ パシフィックコンサルタンツ㈱

アイ レック技建㈱ セ ン トラル コ ンサルタ ン ト㈱ ㈱富士総合研究所

荏 原 エンジニアリング・サービス㈱ 第一復建㈱ ㈱復建エ ンジニア リング

三信建設工業㈱ 大 日コンサル タ ン ト㈱ 復建調査設計㈱

成和機工㈱ ㈱ダイヤ コンサル タン ト 北海道開発コンサルタント㈱

大丸防音㈱ 大和設計㈱ メ トロ開発㈱

電気化学工業㈱ 中央復建 コンサルタンツ㈱ メ トロ設計㈱

常盤建設㈱ 中電技術 コンサル タン ト㈱ ㈱エ イ トコ ンサルタ ン ト

東邦地下工機㈱ ㈱千代 田 コンサル タン ト 国際航業㈱

出雲 グ リー ン㈱ 通信土木 コンサル タン ト㈱ 日本 シーカ㈱

㈱エス コ ㈱東亜設計事務所 マ シノスチール㈱
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旭化成工業㈱ シーアイ化成㈱ 日立造船㈱

㈱ アールディメタル シマ ツ㈱ ヒューズ工業㈱

石川島播磨重工業㈱ ㈱精研 ㈱ポゾリス物産

㈱イセキ開発工機 都築 コ ンク リー ト工業㈱ 富士物産㈱

石川島建材工業㈱ トピー実業㈱ フジモ リ産業㈱

伊藤忠商事㈱ 東急設備㈱ フジ ミ工研㈱

エ ル ケ ム ・ジ ャパ ン㈱ 東海 ゴム工業㈱ ㈱ ブ リヂス トン

川崎製鉄㈱ 東洋物産㈱ 松下電器産業㈱

㈱ カテ ックス アステ ック販売㈱ 丸矢工業㈱

ハイモ㈱ ㈱東横エルメス 三井造船㈱

岐阜工業㈱ 東洋工業㈱ 三井造船アイムコ㈱

㈱ クボタ ㈱ トプコ ㈱三井三池製作所

㈱ ケ イ ・エ フ ・ シ ー 日本化薬㈱ ㈱高速道路調査会

神鋼建材工業㈱ 日本鉱機㈱ 働鉄道総合技術研究所

古河 ドリルテ ック㈱ ジオスター㈱ 日本R・Cセ グメント工業 会

古河さく岩機販売㈱ 日本 コンク リー ト工業㈱ ㈲日本建設機械化協会

佐賀工業㈱ 日本油脂㈱ ㈱土木学会

㈱ タイクウ 蜂谷工業㈱

三和工業㈱ 日立建機㈱
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